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① 
 

第１ 法人の概要    

１ 業務内容 

（１）設置目的 

地方独立行政法人鳥取県産業技術センターは、産業技術に関する試験研究及びその成果の

普及を推進するとともに、ものづくり分野における技術支援、人材育成等を積極的に展開す

ることにより、鳥取県の産業活力の強化を図り、もって経済の発展及び県民生活の向上に寄

与することを目的とする。（地方独立行政法人鳥取県産業技術センター定款第１条） 

 
（２）業務の範囲 

① 産業技術に係る相談、試験研究、分析及び支援に関すること。 

② 産業技術に係る試験研究の成果の普及及び活用に関すること。 

③ 試験機器等の設備及び施設の提供に関すること。 

④ 前３号の業務に附帯する業務を行うこと。 

（地方独立行政法人鳥取県産業技術センター定款第１１条） 

 

２ 事務所の所在地 

■総務部、企画・連携推進部、電子・有機素材研究所（鳥取施設） 

〒６８９－１１１２ 鳥取市若葉台南七丁目１番１号 

     

■機械素材研究所（米子施設） 

〒６８９－３５２２ 米子市日下１２４７番地 

 

■食品開発研究所（境港施設） 

〒６８４－００４１ 境港市中野町２０３２番地３ 

 

３ 資本金の状況 

３，２５５百万円（令和３年３月末現在） 
 

平成１９年４月１日に、鳥取県から土地８３５，０００，０００円、建物２，４１９，７２

９，３２０円、合計３，２５４，７２９，３２０円相当の現物出資を受けた。令和２年度中

における資本金の額に増減はない。 

 
 

４ 役員等の状況 

理事長    福岡 悟 任期 ： 平成３０年４月 １日～令和 ５年３月３１日 

理事     三王寺由道 任期 ： 令和 ２年４月 １日～令和 ６年３月３１日 

理事     木村 伸一 任期 ： 令和 ２年４月 １日～令和 ６年３月３１日 

理事（非常勤） 秋山 美展 任期 ： 令和 ２年７月１８日～令和 ６年７月１７日 

監事（非常勤） 池原 浩一 任期 ： 平成２９年４月 １日～理事長の任期の末日を含む事業 

年度についての地方独立法人法 

第３４条第１項に規定する財務 

諸表の承認の日 
 

      参与（非常勤） 門脇 亙 任期 ： 令和 ２年４月 １日～令和 ３年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

５ 組織・職員の状況 

（１）組織体制 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）職員の状況   

          （令和３年３月末現在） 

所属・役職 
一般職員 会計年度任用職員等 

合 計 
事務職員 研究職員 事務系 技術系 

部 長 １ １   ２ 

所 長  ３   ３ 

副所長  ３   ３ 

総務室 ３  ２  ５ 

企画室 １ ４ ３  ７ 

製品化支援担当  １   １ 

研究所総務担当 ４  ３  ７ 

電子システム担当  ５  ３ ８ 

有機・発酵担当  ５  ２ ７ 

機械・計測制御担当  ６  ２ ８ 

無機材料担当  ３  ２ ５ 

水畜産食品担当  ４  ２ ６ 

農産食品・菓子担当  ４   ４ 
食の安全・安心 
プロジェクト推進事業担当    ２ ２ 

計 ９ ３９ ８ １３ ６９ 

 

 

 

 

 

 



② 
 

第２ 総括 

１ 年度計画の実施概要と進捗状況  
 （１）中期計画及び年度計画において設定したＫＰＩ項目の年間実績 

設定項目  R２KPI R２実績 対 KPI 第４期KPI R1+R2 実績 

① 企業訪問件数（延社） ６５０社 
６４１社 

（内ｵﾝﾗｲﾝ 68 社） 
９９％ 2,500 社 

1,391 社 
(56%) 

② センター利用企業の
満足度  

満足以上の回答率  
８０％以上 

９９.５％ ― 80%以上 ― 

③ 技術移転件数  １５件 １７件 １１３％   60 件 
34 件 
(57%) 

④ 知的財産権の活用  

出願件数   
８件 

１０件 １２５％   32 件 
19 件 
(59%) 

実施許諾件数 
年度設定なし 

新規 
１２件 

―   22 件 ― 

⑤ 研究開発  

プロジェクト件数 
３０件程度 

３３件 ― 年 30 件程度 ― 

独自技術開発件数 
１４件 

１７件 １２１％ 50 件 
28 件 
(56%) 

⑥ 人材育成メニューの
充実 

参画企業数 
２００社 

３０６社 １５３％   800 社 
850 社 
(106%) 

参加者数 
４００名 

４５６名 １１４％ 1,600 名 
1,272 名 
(80%) 

育成者 
６５名 

１４２名 ２１８％   260 名 
292 名 
(112%) 

⑦ 県内外機関との連携
支援 

プロジェクト数 
１０件 

１７件 １７０％   40 件 
32 件 
(80%) 

⑧ 外部資金の新規獲得  １１件 １１件 １００％   40 件  
20 件 
(50%) 

   ※（ ）内は第４期ＫＰＩ全体（４年間）に対する令和元年度から２年度までの２年間の実績数の割合 

 

 （２）ＫＰＩ項目の実施状況と今後の対応方針 
 

令和２年度は、世界的なコロナショック下での運営となったが、企業訪問は苦戦したものの多くの項目にお

いて KPI 値を超える活動となり、計画を上回って業務を進捗させることが出来た。各項目の実施状況と今後の

取組方針は以下のとおりである。  
KPI 項目 実施状況と今後の方針 

① 企業訪問件数 
・コロナ禍で企業訪問が制限されたが、状況をみながら必要最小限で実施した。 
・Web 会議システム等を活用して企業課題の抽出・相談対応等を滞ることなく実施した。 
⇒引き続き、新型コロナ感染状況に留意しながら効果的な企業訪問を実施する。 

② センター利用企業

の満足度 

・提供した技術支援に対する利用企業の満足度は非常に高かった。 
・数件であるが、人材育成事業において参加者の意図とのミスマッチがあった。 
⇒企業担当者とコミュニケーションを図り、引き続き満足度の高いサービスを提供する。 

③ 技術移転件数 
・技術移転案件の内訳は AI・IoT・ロボット技術３件、センター開発技術８件、新製品開発
支援１１件、生産工程の改善７件であった。※項目間の重複あり 

⇒企業課題解決に直結する研究提案を強化する。 

④ 知的財産権の活用 
・独自研究や企業等との共同研究の成果により、昨年を上回る特許出願を行った。 
・企業への実施許諾が新たに 12 件実現した。⇒実施料収入の向上を図る。 
・既特許出願発明１０件が権利化となった。 

⑤ 研究開発 
・完了研究の約半数が次ステージへ発展(技術移転、特許出願、共同研究開始等) 。 
・年度途中に国・県の競争的資金の獲得や企業等との共同研究を開始した。 
⇒企業への技術移転を目指したセンター独自技術開発を推進する。 

⑥ 人材育成メニュー

の充実 

・研究会事業や人材育成事業を通じてセンター研究成果の技術移転が進展した。 
・企業技術者のレベルアップを図る実践的な人材育成事業に多くの参加者があった。 
⇒引き続き、重点分野を中心に中上級レベルの技術者を創出していく。 

⑦ 県内外機関との連

携支援 

・県内関係機関との合同支援により、製品開発や事業拡大に貢献した。 
・外部資金獲得支援や、完了研究の事業化支援を関係機関と連携して実施した。 
⇒県内外の関係機関との連携強化とコロナ禍での県内企業支援体制の強化 

⑧ 外部資金の新規獲

得 

・プレコンソーシアム事業による構想する研究プロジェクトのブラッシュアップや、産業技術
センターエグゼクティブアドバイザー事業による研究所重点活動の推進を実施し、競争的
資金への積極的な申請を２０件行った。 ⇒採択率の向上を図る。 

２ 自己評価とその理由 

 （１）自己評価 
 

大項目  小項目  評価  
Ⅰ. 県民に対して提供するサービスその

他の業務の質の向上に関する事項 

１ 技術的課題解決のための技術相談 Ａ 

２ 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器 

  利用、依頼試験・分析 
Ａ 

３ 新事業の創出、新分野進出のための支援 Ａ 

４ 生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術 

  の実装支援 
Ａ 

５ グローバル需要獲得のための支援 Ｂ 

６ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 Ａ 

７ 知的財産権の積極的な取得と成果の普及 Ａ 

８ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 Ａ 

９ 県内外機関との連携支援体制の構築 Ａ 

１０ 積極的な情報発信、広報活動 Ａ 

Ⅱ. 業務運営の改善及び効率化に関す

る事項 
１１ 機動性の高い組織運営 Ａ 

１２ 職員の意欲向上と能力発揮 Ａ 

Ⅲ. 財務内容の改善に関する事項 １３ 予算の効率的運用 Ａ 

１４ 自己収入の確保 Ａ 

Ⅳ. その他業務運営に関する重要事項 １５ 内部統制システムの構築と適切な運用 Ａ 

１６ 環境負荷の低減と環境保全の促進・災害等緊急事態への対応 Ａ 

Ⅴ. その他設立団体の規則で定める業務

運営に関する事項 
１７ 人事に関する計画 Ｂ 

 評価項目の合計 S･･･０  A･･･１５  B･･･２  C･･･０  D･･･０   計１７ 
 

【項目別評価基準】 
Ｓ 計画を大幅に上回って業務が進捗しており、かつ特筆すべき業績を挙げている 

Ａ 計画を上回って業務が進捗している 

Ｂ 概ね計画どおりに業務が進捗している 

Ｃ 計画に対して業務の進捗がやや遅れている 

Ｄ 計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている 

 

（２）自己評価の理由 

評価項目 自己評価 A の理由 

１ 技術的課題解決のための技術相談 
・多くの技術相談に対応、利用者の満足度も高かった 

・訪問相談から、外部資金の獲得や研究実施等に繋がった 

２ 製品の品質安定化・性能評価、新技術 
  開発のための機器利用、依頼試験・分析 

・機器整備計画に基づき、計画的に企業ニーズの高い機器を整

備、多くの企業が抱える技術課題解決に貢献した。 

３ 新事業の創出,新分野進出のための支援 
・重点分野等の様々な分野に関する研究会や関係機関との連携によ

り、企業の新事業創出を支援した。 

４ 生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等 
先端技術の実装支援 

・「とっとりロボットハブ」等による個別課題解決型人材育成により、

企業に対する技術移転、工程改善（自動化等）支援を実施した。 

６ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究 
開発 

・センター独自技術や企業との共同プロジェクトの多くが、企業への

技術移転、特許出願、研究のステップアップに繋がった。 

７ 知的財産権の積極的な取得と成果の普及 ・出願、実施許諾共に計画を大幅上回り、新規権利化も増加した。 

８ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 
・研究会事業等から技術移転へと進展した。 

・企業技術者が自ら行う課題解決に進展した。 

９ 県内外機関との連携支援体制の構築 

・産総研との共同研究や合同セミナー等を実施、連携を強化した。 

・県内支援機関と総合的な企業支援を目指して合同企業訪問等を 

実施、製品化や助成事業採択に繋がった。 

１０ 積極的な情報発信、広報活動 
・技術支援した企業の紹介や重点分野を特集した技術ニュースを

四半期ごとに発行、WEB システムを刷新するなど発信を強化した。 

１１ 機動性の高い組織運営 
・経験のないコロナ禍での業務運営を全職員一丸で実施した。 

・エグゼクティブアドバイザー事業を創設し研究所活動を強化した。 

１２ 職員の意欲向上と能力発揮 ・研究職員の意欲向上、意識改革研修を複数回実施した。 

１３ 予算の効率的運用 ・目的積立金による更新機器整備、センター機能維持を推進した。 

１４ 自己収入の確保 ・競争的資金の積極的な申請により、自己財源確保に努めた。 

１５ 内部統制システムの構築と適切な運用 
・内部統制推進に係る規程及び体制を整備、取組を本格化した。 

・情報セキュリティポリシー制定と、遵守の点検調査を実施した。 

１６ 環境負荷の低減と環境保全の促進・災害等
緊急事態への対応 

・講習会、会議等のオンライン化を進め、ペーパーレス化を促進した。 

・災害、事故等の緊急事態を想定した BCP を策定した。 
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第３ 業務実績 
Ⅰ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

中期目標 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

県内産業の発展には、中小製造業の技術力の向上、品質の信頼性の確保、新たな技術開発への挑戦といった産業活力が大きな力となる。これらを実現するため、県内企業が抱える技術的な課題を最大限

に解決してくための技術支援体制を強化し、利用企業の満足度向上に向けた各種取組を推進すること。 

【ＫＰＩ①】企業訪問件数 

積極的な企業訪問を通じ、利用企業（新規利用を含む。）の裾野拡大を図るとともに、企業現場ニーズの把握と課題解決等を推進していくことが重要であることから､本指標を設定する｡ 
なお、訪問意図（新規利用企業開拓、企業の課題解決等）を明確化した訪問件数を評価対象とするものであることに留意すること。 

【ＫＰＩ②】センター利用企業の満足度 

技術相談や依頼試験等サービスに係る満足度を把握し、企業ニーズに応えるサービスの改善、提供を行っていくことが重要であることから、本指標を設定する。 
なお、課題解決内容など「満足」とする内容を明確化しながら、利用企業から意見を伺うよう留意すること。 

 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術

開発への技術支援 

県内企業が抱える技術的な課題を解決す

るために、中小製造業の技術力の向上、品質

の信頼性確保、新技術開発への挑戦を推進す

るセンターの技術支援体制を強化し、次に掲

げる各種企業支援の取組を実施する。 

【ＫＰＩ①】企業訪問件数：延べ 2,500 社 

【ＫＰＩ②】センター利用企業の満足度 

：満足度８割以上 

（第４期に実施する各種センター活動に対する

アンケート調査で得た満足度（５段階評価：大変

満足、満足、普通、やや不満足、不満足）におい

て、「大変満足」および「満足」の合計数が全体

の８割以上とする。） 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開

発への技術支援 

県内製造業の解決すべき技術的課題に対し

て、センターは専門分野の研究員による技術相

談、機器利用、依頼試験等により対応し、早期

かつ確実な解決に向けた技術支援を実施する。 

【ＫＰＩ①】企業訪問件数：延べ６５０社 

【ＫＰＩ②】センター利用企業の満足度 

：満足度８割以上 

（２０２０年度に実施する各種センター活動に対

するアンケート調査で得た満足度（５段階評価：大

変満足、満足、普通、やや不満足、不満足）におい

て、「大変満足」  

および「満足」の合計数が全体の８割以上とする。） 

１ 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 

 ■KPI①【企業訪問件数】延べ６５０社 ⇒ 実績：延べ６４１社（対ＫＰＩ ：９９％） ※ｵﾝﾗｲﾝ実施 68 件を含む 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標 ２，５００社/４年 ⇒ R１+R２の数 ５６％   

         【進捗状況】 年間 KPI(6５0 社)に対し、実績は６４1 社となった。第４期 KPI(2,500 社)に対して 1,391 件（R1+R2）で５６%の進捗。 
               コロナ禍ではあったが、企業訪問により企業が抱える課題を抽出し、重点分野の推進や研究開発テーマ設定に反映した。 

 ■KPI②【満足度】満足度８０％以上 ⇒ 実績：満足度９９.５％  

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標 満足度８０％以上/通年 ⇒ R１+R２の数９９％を維持   

         【進捗状況】来所者、セミナー参加者等のセンター活動に対する満足度は非常に高かった。“普通”、“やや不満足”という意見が「人材育成」でいくつか 
みられたが、大多数は” 満足”以上であった。 

 

 

1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 （１）技術的課題解決のための技術相談 

評価項目 

１ 自己評価：Ａ   

令和２年度の県内企業からの技術相談件数は６，２９７件となり、食品関連企業を中心に多くの相談に対応した。相談内容は例年と同様、研究開発や品質管理に関するものが大半を占め、次いで製造技

術、クレーム対応に関するものが多かった。これらのセンター活動についての満足度（ＫＰＩ②）は、受付窓口に設置した「来所受付システム」等を用いたアンケートを基に集計したところ、満足度の高いサービ

スを提供しているという評価を得ることが出来た。（ＫＰＩ②８０％以上→実績９９％） 

県内企業への企業訪問は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため自粛期間を設けるなど活動を制限しながら、延べ６４１社の訪問を行った。対外活動が困難であるなか令和元年度に導入し

た、Web 会議システムを積極的に活用(６８件)するなど、企業からの技術相談や課題抽出を滞ることなく実施した。訪問内容は、企業ニーズ調査、研究開発に関する打合せ、製造技術や品質管理等の現場

支援などで、外部資金の獲得や研究実施などのセンター活動に繋がっている。 

これらの活動が、多くの企業現場の技術課題の解決、新たな技術や製品の創出、さらには第４期重点分野の推進に繋がったことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

（１）技術的課題解決のための技術相談 

県内企業が抱える技術的課題に関する技術相談を着実に行うことができる体制を整え、適切なアドバイスや情報提供等を行うこと。そのため、センター職員による対応に加え、関連する支援機関や大学等と

の連携も十分活用しながら、技術課題へのきめ細かな対応力を強化すること。 

また、積極的な企業訪問により県内企業が抱える技術課題を把握するとともに、新たな利用企業を開拓するなど利用企業の裾野拡大を図ること。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

（１） 技術的課題解決のための技術相談 

県内企業からの技術的課題に関する相談に

対して、センターの有する資源を用いてきめ

細かな対応を行い、早期の課題解決を図る。 

また、来所による相談対応だけでなく企業

訪問等による能動的な技術相談も積極的に実

施し、企業現場での課題解決や取り組むべき

技術課題の抽出を行い、今後センターで実施

する研究開発、人材育成等にも反映して、企業

ニーズに即したセンター活動に繋げていく。 

さらに、関連機関との連携を活用しながら

未利用企業等にもセンター活動の認知度を高

め、利用の裾野拡大にも努める 

 

 

（１） 技術的課題解決のための技術相術相談 

県内企業等からの技術相談に様々な場面（来

所対応、企業訪問等）で適切に対応し、最新技

術情報の提供、機器利用・依頼試験・人材育成

などのセンターが実施する支援メニューの提

案、関係機関の紹介などを行い、企業の技術課

題の解決を図る。 

 

① 来所による技術相談対応 

センターを来所して技術相談を行う県内企

業に対して、その専門分野の研究員が解決に向

けた方向性や方法等について的確なアドバイ

スを行う。 

技術相談対応に対する満足度については、窓

口に設置した受付システム等を活用しながら

把握し、業務改善に活用する。 

 

（１）技術的課題解決のための技術相談 

 ①来所による技術相談対応 

□相談件数 
                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項 目 所属 令和２年度 令和元年度 対前年度 

技術相談件数 

全体 ６,２９７件 ６,５７４件 ０．９６  

電子・有機素材研究所 １，４２９件  １，３７４件  １．０４  

機械素材研究所 １，５７４件  １，６９８件  ０．９３  

食品開発研究所 ３，２０５件  ３，４６９件  ０．９２  

企画・連携推進部ほか ８９件  ３３件  ２．７０  

対応企業数 
（延べ） 

全体 ９６８社 １，１２１社 ０．８６  

電子・有機素材研究所 ２９３社  ３５９社  ０．８２  

機械素材研究所 ２５８社  ２９８社  ０．８７  

食品開発研究所 ３７５社  ４５４社  ０．８３  

企画・連携推進部ほか ４２社  １０社  ４．２０  
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  [相談目的の内訳]   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[相談企業の業種の内訳]  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

○令和２年度の対応件数は６,２９７件となった（食品系４０％、機械系１５％、材料系１５％、電機系１４％、連携機関４％） 
○相談目的は、ʼ研究開発ʼとʼ品質管理ʼに関する相談が例年通り多く、全体の６割強を占めた。 
○対応件数は、前年度と比較して約 4％減少。相談企業数も同様に減少。 
 （要因） 
   ・新型コロナウイルス感染症のため、来所や企業訪問による技術支援が約 500 件減少 

⇒対面を伴わない対応（メール、電話、web 会議による対応）は約 300 件増加。 
・相談目的では、どの分野も一律に減少。ただし、“商品開発（企画）・販路開拓等”について昨年度と集計方法を変更。 

○業種内訳では、令和２年度は機械系と材料系の企業支援が電機系を上回った⇒電気機器、デバイス製品に関する相談がコロナ禍で減少。 
 

 

□利用者の満足度［KPI②満足度］80%以上⇒実績：99.5% 

 

 

○センター活動全体に対する満足度は９９.5％。技術相談、機器利用等、センター活動全般にわたって、満足度は高かった。 
○ʼ人材育成ʼでは新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、オンラインや少人数制での開催としたが、多くの参加者からは満足の回答をいただいた。 
○一方で、数件ではあるが会場運営や講習会レベル等のミスマッチがあった。今後の人材育成計画の参考とする。 

 

 

相談目的 令和２年度 令和元年度 対前年度 

研究開発 ２，１０１件 ２，１８０件 ０．９６ 

品質管理 １，９２０件 ２，２７２件 ０．８５ 

製造技術 ７８０件 ８８７件 ０．８８ 

クレーム対応 ４４４件 ５４２件 ０．８２ 

商品開発（企画） 
７４０件 

１７５件 

１．５２ 販路開拓等 ― 

その他 ３１２件 ５１８件 

製品 令和２年度 令和元年度 対前年度 

食品系 ２,５２７件 ２,７１８件 ０．９３ 

機械系 ９５１件 ９３８件 １．０１ 

材料系 ９２２件 ６６７件 １．３８ 

電機系 ８４８件 １,０６６件 ０．８０ 

連携機関（大学行政等） ２６５件 ４９８件 ０．５３ 

その他  ７８４件 ６８７件 １．１４ 

施設名 
来所者数 

（名） 

回答数 

（件） 

利用項目（件） 

技術相談 機器利用 依頼試験 人材育成 共同研究 その他 計 

鳥 取 
3,147 2,925 

217 1,837 34 142 14 681 2,925 

（満足度） (99.5%) (99.7%) (100%) (100%) （100%) (98.4%) (99.6%) 

米 子 
2,671 2,564 

364 １,413 51 157 39 540 2,564 

（満足度） (100%) (99.8%) (100%) (99.4%) （100%) (100%) (99.9%) 

境 港 
2,614 2,574 

483 １,039 42 317 8 653 2,574 

（満足度） (99.6%) (99.7%) (100%) (95.6%) （100%) (100%) (99.1%) 

センター全体 
8,432 8,031 

１,064 4,289 127 616 61 1,874 8,031 

（満足度） (99.7%) (99.7%) (100%) (98.3%) （100%) (99.5%) (99.5%) 
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② 企業訪問調査の実施 

企業からの技術相談内容を確実に把握し、的

確な対応をするために、研究員が必要に応じて

企業現場を訪問して問題解決を図る。また、企

業訪問により研究員が製造現場を直接見て課

題抽出を行い、センターの様々な業務への反

映・展開に繋げていく。   

特に、第４期の重点分野である「生産性向上

を目指したＡＩ・ＩｏＴ技術分野」については、

前年度整備した「とっとりロボットハブ」を活

用した人材育成や技術開発等を本格的に実施

するために、製造現場へのロボット導入を目指

している県内企業を精力的に訪問する。「次世

代自動車分野」、「豊富な水産資源を活用した高

付加価値食品分野」についても、引き続き、企

業の現状とニーズを再確認しながら、実施する

事業の充実度を上げてその実施効果を高めて

いく。   

さらに、企業の抱える様々な課題を解決する

ために、関係機関とも連携を深めて、総合的な

企業支援に繋げる。 

②企業訪問調査の実施 ［KPI②企業訪問件数］実績：６４１件、２８２社 

項目 令和２年度 令和元年度 対前年度 

実施件数 ６４１件（web 会議６８件） ７５０件 ０．８５ 
電子・有機素材研究所 １３９件（１３件） １７２件 ０．９０ 

機械素材研究所 ２３８件（１９件） ２５９件 ０．９２ 

食品開発研究所 ２２７件（２１件） ３０３件 ０．７５ 

企画・連携推進部、他  ３７件（１５件）  １６件 ２．３１ 

 

[訪問目的の内訳]                               ［訪問企業の分野の内訳］  
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○６４１件の企業訪問を実施。うち、コロナ禍により web 会議に代替した案件は６８件。 
訪問目的別では、「研究開発の打合せ」、「その他」のための訪問が減少。 

・「研究開発」では、R１年度中にセンタ―技術移転のための現地支援や共同研究研究立ち上げのための打合せの多くが完了したため。 
・「その他」については、「商品開発（企画）・販路開拓等」のカテゴリを新設し、集計方法を変えたため。 
 

 

【第４期重点分野関連した企業訪問】 

□生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ技術分野 （企業訪問８０件） 

センターで実施するＡＩ・IoT・ロボット関連事業に企業現場の要望を反映するために、“県内企業現場の現状”と“生産性向上に関する企業経営者の考 

え”を調査した。また、下表のように調査段階で具体的な課題抽出を行った案件については、順次対応支援を行った。 

課題 対応 効果 

試作した外観検査システムによ

る画像データの収集 

（電機機器） 

設置している外観検査システムによる画像検査データの

良品・不良品の分類について現場試験を実施し、提案・

アドバイスを行った。 

ＡＩ解析のための教師データ取得が可能となった。 

ロボットによる製品検査自動化

の取り組み 

（金属加工） 

検査工程の自動化・省力化に対するニーズ把握と AI 解

析導入に向けた画像データ取得を実施した。 

AI 検査プログラムを提案し、製造ラインへの実装実

験に進むことができた。 

ロボットによる製造工程自動化

の取り組み 

（システム開発） 

センターが開発したランダムピッキングに対するニーズ把

握と、実用化に向けた提案・アドバイスを実施した。 

ロボットシステム開発に向け、共同研究で進める事

を検討している 

□次世代自動車分野 （企業訪問７８件） 

 自動車部品製造工程の改良やセンター技術の提案のための企業訪問を実施した。その結果、共同での競争的外部資金への提案や該当企業との 

共同研究に繋がった。 

課題 対応 効果 

部材軽量化技術 

（システム開発） 
センターが開発した部材軽量化技術を提案した。 

システム開発のための共同研究のため、外部資金

の提案へと繋がった。 

製品の加工性改善 

（金属加工） 

企業訪問から課題を抽出し、製品加工性改善をテーマと

して人材育成に参加いただき、改善に取り組んだ。 

研修成果を進展させ、企業との共同研究に発展し

た。 

配電部材の高精度プレス加工 

（金属加工） 

次世代自動車用配電部材の高精度プレス加工技術に関

する課題を抽出し、共同研究として提案を行った。 

共同開発として国のサポイン事業に提案し、採択と

なった。 
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□豊富な水産資源を活用した高付加価値食品分野 （企業訪問４４件） 

  水産加工品の製造から市場投入段階までの課題を抽出するために関連企業を訪問した。抽出した課題を基に重点分野で取り組む事業へのフィード
バックを行った。 

課題 対応 効果 

カニ加工の収益性向上 

（水産加工） 

カニ原料からの棒肉採取の成功率を高めたいという希望

要望がありセンター研究として取り組むこととした。 

カニの身入りの非破壊判別と判別後の加工方法に

関する研究を実施中。 

減塩を施した干物開発 

（水産加工） 

減塩干物の製造条件決定を支援し、病院食として採用さ

れるために大学病院とのマッチングを行った。 

製品が大学病院の院内給食や県内の複数自治体

の学校給食に採用された。 

【外部機関との連携による企業訪問】２４社 
連携機関名 概要 社数 事例 

３機関連携 

（鳥取県産業振興

機構、鳥取県信用

保証協会） 

産業振興機構、信用保証協会、産業技

術センターの３機関の連携による県内企

業支援を実現するために、合同企業訪問

を実施した。 

４ 

〇アプリ開発、システム開発、電気機器関連企業の訪問を実施した 

⇒訪問時に技術的な課題を抽出し、センターで対応を行った。 

⇒県トライアル発注補助事業への提案を３機関連携で推進し、１件

が採択となった。 

JETRO 鳥取 因州和紙の海外展開支援を実施した。 ３ 
〇因州和紙関連の製造業、和紙問屋、和紙使用企業に対して、

JETRO の中小企業向けの海外展開支援事業を推進した。 

鳥取県商工労働部 

伝統産業の事業承継についての県調査

に協力した。また、県事業で実施する AI

技術による製品検査システム開発の進捗

確認と今後の方針について協議した。 

７ 

○青谷地区の県内産コウゾ栽培、トロロアオイ栽培、佐治地区の ミツ 

マタ和紙の製法継承について実態を聞き取った。 

○MONOZUKURI エキスパート事業で実施中の「製品不良の音判定」

についての進捗確認と今後の検査自動化について協議した。 

鳥取県産業振興機

構 

・企業へ外部資金事業を提案した。 

・切削加工の課題に対する助言を行っ

た。 

３ 

○シミュレーションを使用した耐熱鋼の旋削加工の最適化 

⇒センターの切削シミュレーションについて説明したが、同社の課

題は、切削条件よりも固定方法に検討余地があると助言した。 

鳥取商工会議所 
鳥取商工会議所からの要請で、企業の課

題解決のため、合同で支援を行った。 
３ 

〇業態転換の支援 

  ⇒外食用食品の、テイクアウト品や家庭用調理品への開発支援。 

〇新製品開発支援 

  ⇒既存の製品に対して、新しい素材を組み合わせるための機器紹

介や、新素材による機能性の変化について支援した。 

鳥取県園芸試験

場、東伯農業改良

普及所 

農作物の腐敗防止対策に関する情報交

換を行った。 
１ 

○ねばりっこの洗浄、出荷処理等における防腐対策について、関係

機関で意見を持ち寄り検討した。 

米子工業高等専門

学校、鳥取県産業

振興機構、等 

マイクロバブルの農作物栽培の応用に関

する現地試験を実施した。 
２ 

○農作物の栽培にマイクロバブルを活用したいという要望に対し、マイ

クロバブル研究者、装置開発者で訪問し現地試験を実施した。 

鳥取県東部農林事

務所 

食品製造現場での衛生環境調査を行っ

た。 
１ 

○もち製品腐敗対策のために製造現場の衛生状況を確認し、腐敗防

止策を提案した。 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・令和２年度にセンターに持ち込まれた技術相談は、機械金属等の基盤的産業分野と食品分野が全体の約６割を占めたが、昨年度と比較 

 して全体で 1 割程度減少、特に電機分野、連携機関からの相談が減少した。新型コロナウィルスにより、企業や連携機関の活動が制限

された影響と考えられる。令和３年度においても、コロナ対策に留意した活動が必要。 

【令和３年度計画での対応】 
・コロナ禍における技術相談等については、対面以外の相談方法を積極的に導入するなど、停滞することなく効率的に実施する。 

 ・ｗｅｂ会議システムを積極的に活用、現場での現状把握がどうしても必要なケースでは、感染防止に配慮。 
【第 4 期中期計画全体での対応】 
 ・コロナ禍ではあるが、様々な相談の方法を適切に選択しながら、企業に対してきめ細やかな支援を実施して早期の課題解決を目指す。 

・重点分野を中心に、県内企業の技術的課題の把握とセンター活動の推進のため、企業訪問やオンライン会議を実施する。 

 ・センター活動の認知度向上や、企業への総合的支援のために、引き続き外部機関との連携を積極的に活用し、合同での活動を実施する。 
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1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援 （２）製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器利用、依頼試験・分析 

評価項目 

２ 自己評価：Ａ 

コロナ禍の状況にもかかわらず、品質評価やクレーム対応、製品開発を目的として、多くの県内企業がセンター保有機器・設備等を利用した。また、老朽化した保有機器のうち企業ニーズの高い、「材料の

熱分析を行う装置」、「機械部品や電子部品の非接触寸法測定を行う機器」、「食品機能性成分を測定する装置」等の最新機器を目的積立金や外部資金等を活用して導入した。さらに、県内小規模事業者

減免制度に加えて、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた事業者を対象とした減免制度を創設して、県内製造業の活動を支援した。その他、県内外の関係研究機関との連携による機器利用サービス

体制を継続した。また、積極的に企業技術者への機器操作指導を行った結果、依頼試験で実施していた試験が機器利用による自主測定に移行するなど、地域企業の技術力向上にも繋がった。 

これらの活動から、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

（２）製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機器利用、依頼試験・分析 

中小企業、特に小規模事業者においては、より厳しい品質基準や高性能化等に対応した機器や人材を確保することが困難であることから、これらに対応する試験・分析機器の計画的な整備、提供する試験・

分析メニューの充実、サービス提供時間や手続等の継続的な改善など、効率的な支援体制を整備するとともに、技術支援内容の質的向上を図ること。 

そのため、常に利用状況や企業ニーズを把握し、必要な機器、試験・分析メニューを維持、追加するとともに、老朽化した機器設備の更新、稼働率の低い機器設備の処分等もその必要性を検討の上、適切に実

施すること。 

また、センターが地方独立行政法人として発足して以降、機器利用等にかかる支援件数は増加傾向にあるが、センターにおける技術スタッフの配置や他の技術支援機関との連携など組み合わせながら、引き

続き効率的かつ効果的な支援に取り組むこと。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術 

開発のための県内企業への機器利用、依頼試

験・分析 

常に利用状況や企業ニーズを把握しなが

ら、県内企業が直面するより厳しい品質基準

や高性能化等に対応する試験・分析業務の充

実・改善などを継続的に実施する。 

そのため、新たに必要となる機器の導入、老

朽化した機器設備の更新や稼働率の低い機器

の処分等もその必要性を検討の上、計画的に

整備する。 

また、必要に応じて技術スタッフの配置や

他の技術支援機関との連携などを活用して、

効率的かつ効果的な支援に取り組む。 

その他、小規模事業者の利用に対して引き

続き県と連携して支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術 

開発のための県内企業への機器利用、依頼試  

分析 

センターが保有する機器等を用いて、“県内

企業が抱える技術課題の解決”、“製品・部品の

品質確保のための評価・改善技術の蓄積”等を

支援し、県内製造業の技術的優位性を高めて

いく。 

 

① 機器利用、依頼試験・分析の実施 

多くの企業の技術課題を迅速に解決するた

めに、機器利用および依頼試験・分析の 多様

なメニューを設定するとともに、対応する研

究員のレベルアップにも努める。さらに、必要

に応じて技術スタッフの配置なども行い、そ

の支援体制を強化する。 

また、機器利用の内容や依頼試験・分析の結

果等から本県産業界が抱える技術課題の抽出

を行い、センターが実施する“研究開発”、“人

材育成”等に反映させていく。令和２年度は、

前年度に引き続き、最新のセンター保有機器

等を活用した分析技術力向上や食品衛生管

理・品質評価技術等に関する人材育成事業を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための県内企業への機器利用、依頼試験・分析 

①機器利用、依頼試験・分析の実績 

□実施件数 
 ◎機器利用 

 
◎依頼試験・分析                                               

 

 
 

○機器利用件数は 4,550 件（前年度とほぼ同数）、依頼試験件数は 1,608 件（対前年度 15%減）･･･その合計件数は 6,158 件（対前年度 5%減） 
（要因）機器利用件数は昨年度並みの実績であった。県内企業の利用は約１割増加、県外企業の利用はコロナ禍のため大幅に減少。 
      依頼試験件数は昨年度より 15％減少。食品開発研究所での分析数が大きく減少したが、企業技術者の育成を進め、機器利用への移行

が進展したため。 
例）賞味期限決定のための微生物試験（175 件→18 件）水分活性測定（23 件→3 件）、栄養成分分析（22 件→３件） 
   木質の強度試験の減少（中国地域）、調理用家電の評価が終了した事による減少（関西広域） 

○「その他減免」に、“新型コロナウイルス感染症で影響を受けている県内事業者を対象とした減免制度”を創設、293 件の利用があった。 
  また、“ものづくり人材育成塾参加者への減免”、“学校教育のための利用に対する減免”等も、２割程度増加した。 
○「小規模事業者利用減免」は、前年度に対して機器利用７％減、依頼試験は１３％減となった。 

（要因）食品企業の依頼試験が大幅に減少。一方、酒造会社の試験が増加、酒造りにおける麹分析の重要性を講習会で取り上げた効果だと考え 
られる。 

○コロナ禍で県外企業の当センター利用を制限した時期もあり、関西広域連合地域内企業および中国地域内企業の機器利用件数が大幅に減少。 
  依頼試験では、関西広域連合地域内企業の利用が若干減少した。 

 

□活用の多かった機器 

研究所 機器名 主な用途 R２ R１ 対前年度 

電子・有機素材研究所 
電子顕微鏡① 表面観察 164件 124件 1.32 
赤外分光分析システム（顕微測定） 化学構造分析 181件 159件 1.14 
放射電磁波試験装置 ノイズ評価 123件 88件 1.40 

機械素材研究所 
電子顕微鏡②（表面形状分析装置） 拡大観察 129件 132件 0.98 
マイクロスコープ 拡大観察 116件 106件 1.09 
高精度三次元測定機 寸法測定 89件 108件 0.82 

食品開発研究所 
食品異物鑑別装置 異物分析 405件 435件 0.93 
恒温試験室（10℃､20℃､30℃） 保存試験 67件 37件 1.81 
オートクレーブ 耐候性試験 64件 57件 1.12 

 項 目 令和２年度 令和元年度 対前年度 

センター全体 ４,５５０件 ４,５５５件 １．００ 

内

訳 

電子・有機素材研究所 １，６０２件 １，７８９件 ０．９０ 

機械素材研究所 １，５３６件 １，４４２件 １．０７ 

食品開発研究所 １，４０６件 １，３2２件 １．０６ 

企画・連携推進部 ６件 0 件 - 

 区分 令和２年度 令和元年度 対前年度 

県内 ２，８２５件 ２，７９６件 １．０１ 

県内（その他減免） ７２２件 ３６５件 １．９８ 

県内（小規模） ６７４件 ７２４件 ０．９３ 

関西広域 １６０件 ２９０件 ０．５５ 

中国地域 １５９件 ３０８件 ０．５２ 

その他県外 １０件 ７０件 ０．１４ 

 区分 令和２年度 令和元年度 対前年度 

県内 ８３０件 ９７６件 ０．８５ 

県内（小規模） ４１８件 ４８２件 ０．８７ 

関西広域 ４５件 ６４件 ０．７０ 

中国地域 ３１２件 ３０２件 １．０３ 

その他県外 ３件 ７８件 ０．０４ 

 項 目 令和２年度 令和元年度 対前年度 

センター全体 １，６０８件 １，９０２件 ０．８５ 

内

訳 

電子・有機素材研究所 ７６９件 ８７１件 ０．８８ 

機械素材研究所 ８０１件 ７２８件 １．１０ 

食品開発研究所 ３８件 ３０３件 ０．１３ 
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② 計画的な機器整備 

センターが実施する技術支援活動の機能維

持のために必要な機器設備の更新、企業ニー

ズの高い機器の新規導入、あるいは稼働率の

低い機器設備の処分等もその必要性を検討の

上、年度ごとに策定する機器整備計画をもと

に実施する。 

令和２年度は、老朽化が進み更新が必要な

「熱分析システム」、「画像測定機」、「ア

ミノ酸自動分析装置」等の整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□機器利用等の主な事例 
＜電子・有機素材研究所＞ 

項目 活用機器 内容 

製品開発 振動試験機 
電子製品を製造している企業より、開発中の衝撃記録センサの動作確認に関する相談があり、振動試験機
による衝撃印可試験の利用を提案・支援した。その結果、得られた観測値と印可された衝撃値とで校正を行
うことができ、製品化に向けて検討が進んでいる。 

品質評価・ 
クレーム対応 

電子顕微鏡① 
電子製品を製造している企業より、異物混入について相談があり、電子顕微鏡を用いた元素分析を実施支
援した。その結果、異物成分が特定できたことで混入経路の推定に繋がり、信頼性の向上に繋がった 

設計・試作 プリント基板加工機 ＬＥＤ照明、情報通信等の電子機器の回路設計の試作開発に活用された。 

＜機械素材研究所＞ 

項目 活用機器 内容 

製品開発 
３次元デジタイザ 

ヘルスケア用計測装置の筐体設計について、既製品を組み込んだ製品を開発したいとの相談を受けた。既
製品を 3 次元デジタイザで測定し、3 次元化したデータを用いて筐体設計を支援した。筐体設計に目処が立
ち、さらに開発が進められている。 

精密万能材料試験
機 

電気炉に転換後のねずみ鋳鉄（FC 材）の品質評価、および球状黒鉛鋳鉄（FCD 材）の製造技術開発に利
用。安定した品質で製造することができるようになり、大手企業の受注につながっている。 

品質評価・ 
クレーム対応 

マイクロスコープ 
不良が発生するプレス加工された小形コネクタピンの形状を高精度３次元測定し、良品との形状偏差を定量
的に評価したいという相談を受け、測定方法および評価方法を提案した結果、形状不良箇所を特定すること
ができた。 

電子顕微鏡② 
自社で開発・製造した自動はんだ付け機のこて先端の長寿命化のため、これまでに生じたこての不良（穴あ
き・減肉）について調査を実施。電子顕微鏡等を用いた観察・元素分析結果をもとに、不良の発生原因につ
いて考察し、こての長寿命化対策を検討、自動機の改良につながった 

＜食品開発研究所＞ 

項目 活用機器 内容 
品質評価・ 
クレーム対応 

食品異物鑑別装置 
段ボールに付着した異物の解析を支援した結果、クレーン作業で段ボールの位置がわずかにずれたときにの
みグリースが付着することが分かり、クレームが減少した。 

商品企画 ボールミル 
香りの高い食品の特徴を生かしたジェラートを製品化するために試作検討された結果、ボールミル粉砕物の
篩による均一化で、当初考えていたジェラート製品が完成した。 

 
○開放機器の利用状況 

・令和2年度にセンター全体で利用された機器は２１０機器、そのうち利用頻度上位２０機器で全体の約５０％の利用件数となった。 
※各研究所の利用トップ３、計９機器では全体の２８％の利用（表「活用の多かった機器」）。 

○大幅な利用増がみられた機器 
［表面加飾作製装置 対前年比1.40］ 
（要因）新型コロナウイルス感染防止製品開発 （理由）新型コロナウイルス感染防止を目的としたパーテーションの需要が高まったため。 

［恒温試験室 対前年比1.81］ 
（要因）製品の保存試験や微生物試験の増加 （理由）依頼試験よりも自主検査を推進したため、機器利用が増加した。 

 

②計画的な機器整備 
第４期機器整備計画に基づいて、センター機能を維持・進展させるために必要な機器導入を行った。外部資金を活用した大型機器導入のほか、 

目的積立金を活用した更新機器整備については、年度当初に機器整備計画を再点検し、緊急性の高い機器を導入した。 

□機器等の導入実績（２１機器） 
○材料の様々な熱特性を評価する「熱分析システム」、金属部品の非接触寸法測定に用いられる「画像測定器」等を導入した。 
○また、耐用年数（１０年）以上経過して老朽化した機器等、５００万円以下の機器２１台を更新した。 

研究所 機器名 用途 金額（千円） 財源 

電子・有機素材 

研究所 

熱分析システム 

材料の融点、熱分解温度、線膨張係数、貯蔵弾性率、

損失弾性率等の熱特性の評価を行う。また、液体試料

の粘度測定を行う。 

２３,６５１ 
JKA 補助金 2/3 

目的積立金 1/3 

５００万円以下の２機器 

（仕込み用タンク、アルマイト処

理用整流器） 

清酒の試験醸造において、冷却機能付きのもろみを発

酵させるタンク、最大 200V 程度に対応する高電圧タイ

プの整流器の２機器 

２,２１１ 運営交付金 

機械素材研究所 

画像測定器 
機械部品や電子部品の非接触寸法測定に使われる機

器 
２３,７５２ 

JKA 補助金 2/3 

目的積立金 1/3 

赤外線チャンバースコープ 
電界放出型走査電子顕微鏡に接続し、試料室内部の

様子を赤外線カメラと液晶テレビモニタで監視する装置 
２,２３３ 科研費 

残留応力測定装置 

鉄鋼材料や非鉄金属などの熱処理、溶接、表面改質、

機械加工、塑性加工によって生じる残留応力を測定・評

価する装置 

１９,５２７ 目的積立金 

５００万円以下の１０機器 

（メノー製粉砕容器、ガス置換粉

砕容器等） 

電池負極活物質を機械的に粉砕し、メカノケミカル反応

等を促進する機器、等 
４,６８５ JST、等 
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③ 利用促進等 

機器設備の更新または新規導入を行った場

合は、導入機器の活用方法や操作方法などの

説明会を実施し、県内企業の利用促進を図

る。 

また、センター保有機器だけでは対応でき

ない案件については、関西広域連合区域内、

中国地方地域内の公設試験研究機関（以下、

「公設試」という。）との連携を活用して、

実施可能な公設試を紹介するなどの対応を行

う。反対に両域内の公設試から紹介があった

場合は、センターは県外企業の利用に対して

協力する。その場合、域内の公設試の取り決

めにより、「県外企業の利用に対する割増料

金」を解消して対応する。 

さらに、県の支援により県内小規模事業者

の機器使用料及び依頼試験手数料を減免して

利用促進を図り、該当企業の技術力向上を支

援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

◇導入機器の主な活用状況 

［熱分析システム］  
・熱分析システムの構成として、液体の動的粘弾性の測定を可能としたことにより、これまでできなかった液体及びペーストの粘度測定が可能となった。 
（活用事例）開発中のインクの回転数に対する粘度変化を把握することができ、新製品開発に活用された。 

［画像測定器］ 
・製品形状管理の向上のために利用。 
（活用事例）本機器により切削工具の形状を測定し、良品との形状比較による工具寿命管理に活用された。 

［残留応力測定装置］ 
・割れの要因となる残留応力は、今まで確認することができなかったが、本装置により測定が可能となった。 
（活用事例）銅製品の曲げ加工で発生する残留応力を把握し、技術開発等に活用された。 

［アミノ酸分析装置］ 
・食品中に含まれているアミノ酸の分離分析が可能となった 

（活用事例）グルタミン酸などの呈味成分やアンセリンなどの機能性ペプチドの定量分析、コラーゲン量の推定に活用された。 

  

 

③利用促進等 

【導入機器の利用説明会等の実績】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【広域的な利活用推進の実績】 

・県内企業の中国地方公設試験研究機関の利用件数 
 

 
 
 

 
・県外企業の鳥取県産業技術センター利用件数 

中国地域：機器利用１５９件（非接触三次元デジタイザー、電界放出型走査電子顕微鏡）、依頼試験３１２件 
項目 岡山県 広島県 山口県 島根県 総計 

機器利用 ７８件（１４社）  ３４件（ ８社） ０件（０社） ４７件（２１社） １５９件（４３社） 
依頼試験 １４件（ １社） ２９３件（ ６社） ０件（０社）  ５件（ ２社） ３１２件（ ９社） 
総  計 ９２件（１５社） ３２７件（１４社） ０件（０社） ５２件（２３社） ４７１件（５２社） 

関西広域連合：機器利用１６０件（放射電磁波試験装置、精密万能材料試験機等）、依頼試験４５件 
項目 大阪府 京都府 滋賀県 兵庫県 総計 

機器利用 ４６件（ ７社） ８件（ ２社） ０件（０社） １０５件（２３社） １５９件（４３社） 
依頼試験 ３９件（ ５社） ０件（ ０社） ０件（０社）   ６件（ ６社）  ４５件（ ６社） 
総  計 ８５件（１２社） ８件（ ２社） ０件（０社） １１１件（２９社） ２０５件（３８社） 

 

○県内企業の中国地域公設試の利用（中国知事会での合意：各機関とも域内企業の利用について、県内企業と同等の料金体系とする） 
  ・地域的に利用が容易な島根県産業技術センターの利用が圧倒的に多かった。（中国地域利用の 9 割以上） 
○県外企業の当センター利用（同様に、中国及び関西広域の各機関は域内企業を県内企業と同等の料金体系として対応する） 
［中国地方］機器利用は、プラスチック成形や強度試験等に関連する利用が多かった（岡山県の企業） 

依頼試験は広島県企業の材料強度試験（約 7 割）が多かった。 
 ［関西広域］電磁波環境関連機器（兵庫県等）、金属強度試験（大阪府）を使用目的とした機器利用が多かった。 

食品開発研究所 

アミノ酸分析装置 
食品等に含まれるアミノ酸や機能性ペプチドを分離分析

する装置 
１７,０５０ 目的積立金 

５００万円以下の４機器 

（LCR メータ､微量遠心分離機、

電子分析天秤、冷凍保管庫） 

インピーダンスを測定する装置、小容量試料を高速遠心

処理する装置、等 
２,０６２ 運営交付金 

機器名 内容 対象 講師 研究所 

熱分析システム 

分析技術能力強化事業｢熱分析の基礎と応用～試料観察

機能によるその場観察～｣として実施 
企業（４名）、 
センター研究員 

センター研究員 
メーカー技術者 

電子・有機
素材研究所 

分析技術能力強化事業｢はじめてでもわかるレオロジーの基

礎と応用｣として実施 
企業（７名）、 
センター研究員 

センター研究員 
メーカー技術者 

電子・有機
素材研究所 

画像測定器 「画像測定機技術講習会」として実施 
企業（１０名） 
センター研究員 

メーカー技術者 
機械素材 
研究所 

残留応力測定装置 
溶接試験片、浸炭焼き入れ試験片をサンプルとして、残留

応力測定方法を説明 
企業（１２名） 
センター研究員 センター研究員 

アミノ酸自動分析装置 
操作方法、データ解析、試薬の取り扱い方法等について説
明 センター研究員 メーカー技術者 

食品開発 
研究所 

項目 岡山県 広島県 山口県 島根県 総計 
機器利用 ０件（０社） ０件（０社） ０件（０社）  ９１件（１１社）  ９１件（１１社） 
依頼試験 ０件（０社） ２件（２社） ０件（０社） ２１４件（１０社） ２１６件（１２社） 
総  計 ０件（０社） ２件（２社） ０件（０社） ３０５件（２１社） ３０７件（２３社） 
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【小規模事業者の技術力向上支援】 

□小規模事業者の利用実績 

小規模事業者減免制度（県補助）により、機器使用料及び依頼試験手数料の１／２を減免。 

・登録企業累計数：２２９社（Ｒ１年度:２１４社、８社増）  ⇒ うち１１５社が活用（Ｒ１年度:１００社） 

・R２利用状況：１，１４０件 （内訳）機器利用７２２件、依頼試験４１８件   

R1 利用状況：１，２０６件 （内訳）機器利用７２４件、依頼試験４８２件 

◇小規模事業者の主な利用事例 

［機器利用］ 
○振動試験機･････････････････････『医療機器輸送時の振動耐久性試験』 

JISの輸送規格試験を実施 ⇒ 包材の耐久性に問題がないことを確認。 
○高機能フライス盤･･････････････････『リサイクルプラスチック角材の加工』 

プラスチック角材に切込みをいれ、複数の角材を組合わせて試作 ⇒ 企画通りの形状が製品形状として可能と確認、製品展開へ繋がった 
○水分活性測定器、微生物試験･･････『新製品の賞味期限決定』 

賞味期限設定のためのデータ収集を支援 ⇒ 様々な販路での製品展開を実施 
 

［依頼試験］ 
○高精度型３Ｄプリンター造形････････『ヘルスケア用測定装置の筐体設計』 

既製の測定装置を組込んだ製品設計を、三次元デジタイザーや３Dプリンターで支援 ⇒ 製品の筐体設計が進み製品開発へと進展 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・コロナ禍にもかかわらず、昨年と同様多くの企業が、迅速で的確な技術課題の解決のために機器利用や依頼試験・分析を活用した。 

保有機器の老朽化が進むなか、今後も引き続き、センターの技術支援機能を低下させることなく維持していく。 

・センター利用企業の機器利用や依頼分析の結果から県内産業や企業が抱える課題を抽出し、新しい事業や人材育成メニューの設定、セ 

ンター独自研究へと繋がる取り組みを推進する。 

⇒センター機能を向上させるための機器整備、研究員自身の技術研鑽、機器利用や試験分析のメニューの多様化を行い、県内外の製造 

業になくてはならない技術の提供元として優位性を高めていくことが、引き続き重要。 

 
【令和３年度計画での対応】 
 ・機器整備計画の再点検と機器導入（整備予定機器：電子顕微鏡、材料強度試験機等）                             

 ・各種研究会、人材育成の実施（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入支援プロジェクト、分析技術能力強化事業等により、自ら機器を活用できる 

人材を育成） 

 
【第 4 期中期計画全体での対応】 
 ・機器利用、依頼分析の件数は R1 年度比で減少したが、その要因として新型コロナ感染症があげられ、その他では依頼試験から企業が自

ら機器利用で実施することに移行したことなどである。人材育成事業の成果として、企業自ら分析し、考える力を身に着けて頂くとい

う状況に繋がってきている。 

・企業ニーズが高い機器の計画的な整備と機器を用いた技術講習会の開催など、機器利用増に向けた活動を実施する。 
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1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援  （３）新事業の創出、新分野進出のための支援 

評価項目 

３ 自己評価：Ａ 

令和２年度は、「AI・.IoT・ロボット」分野について、研修会の実施や個別技術支援等を積極的に行い、製造工程中での自動化や検査技術をセンターで確立、企業での新事業展開を推進した。また、「次世

代自動車」、「和紙開発」、「酒製造」等についても実践形式の人材育成をきっかけに、県内企業の新たな取組みに発展するなど、製品化や実用化に結びつく支援を行った。さらに、関係機関と連携して新事

業創出への活動を実施した。 

これらの活動から、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。             

中期目標 

（３）新事業の創出、新分野進出のための支援 

新規事業の立ち上げ又は新製品開発を目指す県内企業等に、インキュベーション（※）施設など研究開発の場を提供し、研究開発途上で生じた諸課題の解決に向け技術支援を実施すること。 

また、関係機関と連携し、関連する市場動向や販路などの情報提供を含めた総合的な支援にも取り組むこと。 

（※）「インキュベーション」：設立して間もない新企業に公的機関等が経営技術、資金や人材など提供しながら、育成すること 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
（３） 新事業の創出、新分野進出のための 

支援 

新規事業の立ち上げ又は新製品開発を目指

す県内企業等に対して、保有機器の利用促進

だけでなく、起業化支援室や開放型実験室等

の研究の場を引き続き提供し、必要に応じて

センター職員も協力しながら、企業の技術課

題の解決を図る。 

さらに、これら技術支援に加えてビジネス

移行を想定した総合的支援にも関係機関と連

携して取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 新事業の創出、新分野進出のための 

支援 

県内企業あるいは新規に事業を立ち上げる

個人・団体等に対して、以下の取り組みによ

り、多様な支援を行う。 

 

①起業化支援室や開放型試作試験室等を技術

開発の場として提供 

新規事業に取り組もうとする企業等がセン

ター内で活動できる場を各施設内に設置し、

事業の実現に向けた技術開発を支援する。 

◎鳥取施設：起業化支援室 ６室 

◎米子施設：起業化支援室２０室、 

開放型試作試験室１室 

◎境港施設：起業化支援室 ４室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 最新技術の提供 

第４期重点分野をはじめ各専門分野の最新

技術動向やセンター研究成果等を技術講習会

や研究会活動などにより提供する。 

【重点分野】 

＜生産性向上を目指した AI･IoT・ロボット技

術分野＞ 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支援プラッ

トフォーム構築事業（新規） 

前年度に整備した“とっとりロボットハブ”

を活用して、「企業技術者を対象とした製造業

の生産性向上のための人材育成」や「ＡＩ・Ｉ

ｏＴ・ロボット関連技術に関する研究開発」を

行う。該当技術の中上級レベルの技術者を養

成し、センターで取り組んだ研究開発の成果

を技術移転するなどして、県内中小企業への

ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術の導入促進を図

る。 

※詳細は、「（４）生産性向上のためのＡＩ・Ｉ

ｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援」に記載 

 

 

（３） 新事業の創出、新分野進出のための支援 

① 起業化支援室や開放型試作試験室等を技術開発の場として提供 

□起業化支援室の利用状況（令和２年度末現在の入居状況） 

場所 入居企業数 備考 

鳥取施設（ ６室） ４ 電機・電子製品（２社）、ソフトウェア開発（１社）、システム開発（１社） 

米子施設（２１室） １３ 機能性材料（３社）、システム開発（６社）、医療機器開発（３社）、ソフトウェア開発（１社） 

境港施設（ ４室） ４ 水産加工（２社）、機能性食品（１社）、機能性素材（１社） 

※令和２年度中に退去した企業：６社・・・・・・入居期限の満了（３社）、当初計画達成（１社）、業務拡張（１社）、方針転換（１社） 

□起業化支援室入居企業との意見交換会 

    入居企業と各研究所職員との意見交換会を実施し、入居企業の活動状況の把握とセンターへの要望聴取を行った。 

電子・有機素材研究所（１１月、書面開催）、機械素材研究所（３月、書面開催）、食品開発研究所（２月、WEB 開催） 

     [入居企業からの主な要望] 起業化支援室の支払いの口座引き落とし対応、セキュリティカードの読み取り不良の改善、 など  

□入居企業への主な技術支援 

入居企業に対して、技術相談、機器利用・依頼試験、共同研究等により支援を行った。 

（支援事例） 

研究所 内容 

電子・有機素材研究所 
＜照明器具の照度シミュレーション＞ 

配光測定装置や積分球を用いた照度シミュレーションに必要なデータの取得・加工の方法について指導し、自社対
応が可能となった。 

機械素材研究所 
＜製品の性能試験について＞ 
   製品の飛沫飛散防止効果の可視化手法の確立を支援し、製品開発に活用された。 

食品開発研究所 

＜白エビシートの開発について＞ 
センター保有の魚肉シート技術用いた試作提案を行い、現在、商品化に向けて支援を継続している。 

＜原料からの異臭解析＞ 
取り扱い中の製品原料の異臭の分析を支援し、異臭発生の原因究明に繋がった。 

 

③  最新技術の提供 
【重点分野】＜生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術分野＞ 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入実証支援プロジェクト 

・研修会による最新技術提供 

※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

 

研修名 研修レベル 内容 

Ｗｉ－Ｆｉを活用したＩｏＴ実践研修 中級 

(座学及び実習） 

無線通信技術により、センサ信号等をネットワーク経由で取得する手法を学ぶ、実習形式の研

修 

マイコンを利用したＩｏＴデバイス

研修 

中級 

(座学及び実習） 

最新のマイコン技術により、センサ信号を取得するためのＩｏＴデバイス開発の手法を学ぶ実習

形式の研修 

ＡＩアプリケーションの使用方法と

画像処理学習モデル構築研修 

中級 

(座学及び実習） 

ＡＩツールを活用し、ＡＩ画像処理モデルを構築する手法を学ぶ実習形式の研修 

産業ロボットシステムインテグレー

タ基礎研修 

中級 

(座学及び実習） 

ロボットシステムを開発するうえで必要な知識や技能、提案能力等について学ぶ座学を中心と

した研修 

ＡＩ学習モデルの組込・検査装置

化研修 

中級 

(座学及び実習） 

ＡＩ画像処理モデルの組込・検査装置への実装方法を学ぶ実習形式の研修 

自動化導入のための生産工程

設計基礎研修 

中級 

(座学及び実習） 

生産システム設計の考え方を習得し、その実践方法を学ぶ実習形式の研修 

ＡＩ画像外観検査に必要な照明

選定と撮像研修 

中級 

(座学及び実習） 

画像検査における照明手法を学ぶ実習形式の研修 
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＜次世代自動車分野＞ 

■次世代自動車関連技術研究会事業（新規） 

県内の自動車関連企業が蓄積してきた生産

技術をもとに関連部品の“軽量化や低コスト

化”に加え、企業要望の多い車載機器関連の

“電動化するための製造技術”を進展させる

ため、具体的なテーマに沿って関係企業等と

の共同実験や意見交換を行う研究会を設置す

る。 

◎参画企業のニーズや技術課題の把握 

◎参画企業との共同実験や外部専門家を交え

たワークショップ形式のセミナー 

・テーマ１：超硬材料金型工具の長寿命化対策 

・テーマ２：鋳鉄部品の高強度化 

・テーマ３：パワーデバイス実装基板の熱対策 

◎外部専門家による最新動向や最新事例等に

関する講習会の開催 

※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取

県で活躍する産業人材の育成」に記載 

 

 

 

 

 

＜豊富な水産資源を活用した高付加価値食品

分野＞ 

■鳥取県水産加工技術研究会事業（新規） 

センターで開発した水産物の加工技術（高

品質冷凍・解凍技術、魚肉接着加工技術、魚体

選別技術等）に関する技術情報の提供、意見交

換を行う研究会を設置し、県内企業との商品

開発や共同研究プロジェクトを目指す。 

◎県内企業のニーズや技術課題の収集 

◎県内企業技術者や外部専門家を交えたワ

ークショップ形式のセミナー 

※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取

県で活躍する産業人材の育成」に記載 

 

 

 

・新規事業に取り組む企業支援 

    省力化・自動化におけるロボットやAI・IoTの導入に積極的に取り組む企業の支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[主な成果]  

研修会参加をきっかけに、個別支援型人材育成による企業課題の解決に発展し、「工具交換作業の自動化」や 

「外観検査の高精度化」など、今まで活用していなかったロボット技術やAI技術などを生産現場に導入する事例創出 

に繋がった。 

 

                                                                                                                        

 

【重点分野】＜次世代自動車分野＞ 

■次世代自動車関連技術研究会事業  

県内企業の次世代自動車関連技術への展開を推進するために、技術セミナー、ワークショップを実施した。 

   ※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

[主な成果] 次世代自動車に適用できる新たな鋳造、切削加工技術やセンター研究成果等について、 

参加企業等に情報提供した結果、関連企業の新規事業への検討開始に繋がってきている。 

（例）装置システム関連企業が、センターの研究成果である「樹脂と金属の異種接合自動判別システム」 

を活用して、同技術による装置開発への挑戦をはじめた。                             樹脂と金属の異種接合 

                                                                                                   

 

 

【重点分野】＜豊富な水産資源を活用した高付加価値食品分野＞ 

■鳥取県水産加工技術研究会事業  

「冷凍、保管、解凍」をキーワードにセンター保有技術を情報提供し意見交換を行った。その成果を飲食店や旅館等にも技術紹介した。  

 

 

 

 

 

[主な成果] 研究会に参加した機械・装置開発企業が、紹介したセンター技術「高品質なブライン凍結技術」を活用して、 

解凍も同装置で行う飲食店の厨房用のブライン冷解凍装置の開発に成功した。 

 

 

 

 

業種 内容 対応と効果 

機械系 

人手で行っている工程の自動化 
自動化を行いたい工程から、ランダムピッキングではなく、通常の位
置決め動作を提案した。 

製品検査の自動化 
目視で行っている製品の色ムラや傷のＡＩ検査をものづくり人材育成
塾で指導した。 

金属加工処理ラインの自動化 
治具の脱着から検査に至る工程の自動化を検討。補助金申請に向
けて支援を実施する。 

食品系 製品異物判別の自動化 
食品に混入する原料の異物を、赤外光等の照射により判別できない
か現地支援を行った。 

研修名 研修レベル 内容 

軽量化技術分科会  鋳造

関連技術セミナー 
初級 ・鋳造関連産業を取り巻く課題と技術対策に関する講演、センター研究員や企業からの事例発表 

・講演会講師との意見交換会 

軽量化技術分科会  超硬

材料金型工具の長寿命化

対策ワークショップ  

中級 

(座学・実習) 

・金属加工における金型・工具の長寿命化、超硬材料の表面異常層による強度低下についての

話題提供 

・超硬材料の曲げ試験、溶接試験片等をサンプルとした残留応力測定を実演 

車載関連技術分科会 ﾊﾟﾜ

ｰﾃﾞﾊﾞｲｽ部品・実装基板の

熱対策ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟｾﾐﾅｰ 

中級 

(座学・実習) 

・伝導・対流・熱放射、伝熱シミュレーションの基礎（関係する基礎式）、熱設計のプロセス、実装基

板の放熱対策に関する具体事例等を紹介 

・回路基板・部品の通電試験をワークショップ形式で実施 

画像測定器セミナー 中級 

(座学・実習) 

・画像測定機を使った精密測定と国際規格（ＩＳＯ１１０１，ＡＳＭＥ１４．５）対応について 

・画像測定機の通常測定、レーザー測定、測定プログラム操作についてのデモンストレーション 

研修名 内容 

第１回鳥取県水産加工技術研究会 

（開催日：R2.5.26  参加者 5 名・5 社） 

食品開発研究所の高品質冷凍に関する技術開発について情報提

供を行い、技術に対する意見交換を行った 

第２回鳥取県水産加工技術研究会 

（開催日：R3.2.3  参加者１４名・１０社） 

第１回研究会から開発が派生した厨房用ブライン冷解凍装置に関

する紹介と、意見交換会を行った。 

工具交換の自動化 

外観検査の高精度化 

厨房用ブライン凍結装置 
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【その他】 

■鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業（継続） 

センターで 2018 年度に取り組んだ「インク

定着や発色などの印刷適性に優れた和紙の開

発」の研究成果を、本事業で開催する研究会に

より参画企業への技術移転を進める。 

また、機械漉き和紙の製造中での坪量管理

について、紙厚計測を自動で行い、リアルタイ

ムに坪量制御できる簡便かつ安価な方法につ

いても検討を行い、現場での実証試験等を経

て企業への技術移転を行う。 

その他、新たな和紙の用途開発に繋がる技

術講習会を実施する。 

※講習会等の開催概要については、「３ 鳥

取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

 

■木質建材等開発支援事業（新規） 

集成材、合板、ＣＬＴ、ＬＶＬ等の県産木材

を活用した木質建材に関する講習会を開催す

る。特に、「防火・防炎性」や「木質建材への

性能要求・要望」をテーマとし、鳥取県林業試

験場との連携により県内企業の新製品開発へ

の展開を目指す。 

 

 

■デザインセミナー（新規） 

商品の魅力を伝える重要な要素である“パ

ッケージデザイン”の新規市場開拓における

役割や“顧客の心をつかむ”考え方などを紹介

するセミナーを県及び鳥取県デザイナー協会

と連携して開催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                             

【その他】 

■鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業（継続） 

・印刷適性に優れた和紙製造に関する技術講習会を開催した。コロナ感染対策で２回に分けて分散開催した。 

  ※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

[主な成果] センター技術である「印刷適正のある和紙の製造技術」を活用した高級な印刷用手漉き和紙製造の動きが出てきた。 

 

■木質建材等開発支援事業（新規） 

  ・県内におけるＣＬＴ、ＬＶＬ、合板等の木質建材の開発の促進を目的に、難燃・不燃性付与に関する勉強会を開催した。 

[主な成果]  抽出した各事業所の課題について、新事業展開に向けて県林業試験場と連携してフォローアップ中。 

 

■デザインセミナー（新規） 

  ・商品コンセプトの改良や新商品開発に取り組む県内企業等を対象に、“商品の魅力を伝えるためのデザイン・考え方”、さらには“コロナ禍、アフター 

コロナにおける新たな発想に基づく商品戦略”について考える「鳥取県デザインセミナー（県と共催）」を開催した 

[主な成果]  誰のための製品開発であるかという観点で、新たなターゲットと今までにない商品コンセプト創造についての重要性を発信した。コロナ禍に

より多大な影響を受けているお土産品等の菓子製造関連企業の関心が特に高かった。 

        コロナ禍・アフターコロナでの商品化について考えるワークショップ形式による個別セミナーを令和3年度実施する。 

 

■清酒製造技術支援事業（継続） 

・若手製造技術者の技術向上、ブランド力向上を目的に吟醸酒製造をテーマとして、セミナーや試験醸造による最新技術情報の提供を行った。 

       ※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

    【主な成果】 講習会で紹介したセンターで研究成果である「鳥取オリジナル酵母や麹菌に関する技術」 

を活用して、県内醸造所２社が清酒製造を行った。（令和３年度に発売開始）。 

 

 

 

                                              鳥取オリジナル酵母、麹を使った日本酒 

（日本海新聞） 

研修名 研修レベル 内容 

鳥取伝統和紙高度利用研究会 
中級 

(座学・実習) 

因州和紙の印刷特性の把握とその特性の評価技術（講習、実習、意見交換で構成） 

⇒技術移転に向けた現場試作に進展 

研修名 研修レベル 内容 

「木材への機能性付与」勉強会 

（開催日：R2.12.16 参加者４名・３社） 

初級 

(座学・実習) 

テーマ｢木材の難燃化 現状と展望｣ 木材、木質建材の難燃性・不燃性付与に関する

現状と課題、今後の技術展望についての紹介と意見交換 

講演 講師 内容 

【基調講演】 

「デザインはプレゼント ～ディ

ズニーシーから伊右衛門まで

～」 

サントリーコミュニケーションズ（株）デザイン部 

デザインディレクター 西川 圭氏 

講師が関わったサントリー「伊右衛門」の開発秘話を交え商品
デザインとは？、誰のための何のために何を伝えるものなの
か？について講演をいただいた 

【トークセッション】 

 「with コロナ・after コロナ時代

に求められるＰＲ戦略と商品デ

ザイン 

(株)HEART CATCH      西村真里子 氏 

武蔵野美術大学教授     山﨑 和彦 氏 

(株)Mizkan 顧問           保々 雅世 氏 

鳥取県食品産業協会会長  山根 昭彦 氏 

鳥取県デザイナー協会会長 清水 文人 氏 

(株)ｎｉｄｏ                中村 彩   氏 

商品の魅力を伝える手法について様々な視点から議論を展開
し、更に with コロナ、after コロナ時代だからこそ必要な商品コ
ンセプト PR 戦略、商品デザインについての考え方を発信し
た。 

研修名 研修レベル 内容 

分析手法講習会 初級(座学・実習) 原料米の溶解性評価（尿素法改正）とグルコース分析の実習等 

試験醸造講習会 初級(実習) 酒造プラントを活用した試験醸造（タライ製掬、モロミ仕込） 
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③ビジネス移行を目指した総合的支援 

企業ステージのワンランクアップへの取組

みを推進するために、センターの技術支援に

加えて、関連機関との効果的な連携により技

術開発からビジネス移行までの総合的な支援

を進めていく。 

また、前年度実施した公益財団法人鳥取県

産業振興機構（以下「機構」と いう。）と鳥取

県信用保証協会（以下「保証協会」という。）

との合同企業訪問の経験を踏まえて、必要に

応じて関係機関と連携した企業訪問を実施す

るなど、新事業や新分野進出を目指す企業の

発掘等に積極的に取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ ビジネス移行を目指した総合的支援 

令和元年度に引き続き、鳥取県産業振興機構、鳥取県信用保証協会、センターの３機関による県内企業への連携支援を推進した。具体的な連携支援対

象を発掘するために、３機関による合同企業訪問を行った。その結果、抽出した案件について今後の対策や支援の方向性についての検討会を実施、情報共

有しながら各機関における支援へと進展させた。 

 

 

 

 

 

 

  ○実施状況 
県内企業を訪問して、「抱える課題」、「今後の新規展開」、「現状と生産性向上に関する考え」、等について聞き取りを行った。（４社） 

○抽出課題例 
［ソフトウェア開発］ 

      ・合同企業訪問で支援の題材として選定した製品に対して、鳥取県のトライアル発注制度を紹介し、３機関連携で申請を支援。 
       トライアル発注の対象品として登録されることとなった。 

［冷凍機開発］ 
・製品の開発において「知財戦略の提案」（機構）、「熱分析手法の提案」（センター）を行い、製品化に貢献した。 

［アプリ開発］ 
・県のICT関連補助事業を提案したが、事後採択の要件から外れているために断念。県関係機関と企業との顔つなぎに貢献した。。 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・各種事業により、重点分野である「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット」、「次世代自動車」、「水産資源を活用した食品加工」分野で、個別支援から 

企業の新たな取組みに繋がった案件を創出した。今後も、研究会・講習会などから企業の新事業創出や新分野進出に繋がる活動を行い、 

県内産業の持続的発展に関連する支援を継続することが重要。 

 ・関係機関との連携による総合的支援についても、これまでの取り組みを発展させて、効果的な新たな仕組みを確立していく。 

【令和３年度計画での対応】 
 ・各種研究会や人材育成事業の実施を通じて企業に最新技術情報を提供し、新分野や新産業へのチャレンジを支援する。 

 ・各種研究会活動の実施により、センターシーズの技術移転や企業での新事業創出を推進する。                             

 ・関連機関との連携による新事業の創出は、引き続き３機関（センター、機構、保証協会）を中心に新たな支援形態を検討･実施する。 

また、産総研との連携を一層強化する。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
 ・講習会等を通じた最新情報の提供やセンター開発技術の普及活動により、センター技術を用いた企業での実用化に繋がった事例がある

など、順調に中期計画を推進。 

 ・機関連携を通じて新事業や新産業参入にチャレンジを行う企業情報を得て、３機関各々の役割を活かした企業支援を実施する。 

 
 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市場調査（保証協会） 知財・販路調査（機構） 

技術課題解決（センター） 

総合的支援による 

ビジネス移行 

企業訪問による 

新事業・異業種参入  

課題発掘  
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1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援  （４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援  

評価項目 

4 自己評価：Ａ  
第４期計画の最重点分野であるＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術については、関連する専門知識を有する企業技術者を積極的に育成し、その技術を活かして生産性向上に取り組む企業を増加させる取組を

行った。また、第４期初年度に整備した「とっとりロボットハブ」を拠点として、企業の製造工程自動化に関する人材育成や関連する要素技術開発を行った。その結果、個別課題対応型人材育成事業では、複

数の企業への技術移転が実現した。さらに、研究開発に積極的に取り組むと共に MONOZUKURI エキスパート事業などの県事業にも参画し、企業現場での AI 技術を用いた実証試験を行うなど実用化を推

進した。  これらの活動が第４期中期計画の推進に繋がったことから、計画を上回って業務が推進していると判断し、A と評価した。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

 

（４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロ

ボット等先端技術の実装支援 

今後急速に発展し、県内企業においてもそ 

の活用が急務であるＡＩ・ＩｏＴ・ロボット

等先端技術分野について第４期中期計画の

重点分野として位置づけ、県が推進する関連

事業や県内外の関係機関とも連携しながら、

県内企業の生産性向上に貢献していく。 

そのために、県や国等の支援を活用して当

該技術の実装支援拠点機能を早期に整備し、

その拠点機能により企業の導入前試験や検

証を企業技術者とともに実施するなど、Ａ

Ｉ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の企業現場

への導入を推進する。また、県等が設ける補

助制度等を活用して当該技術の導入を計画

する企業への支援も積極的に実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボ

ット等先端技術の実装支援 

第４期中期計画でセンター最重点分野とし
て位置づけた「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先
端技術分野」について、前年度整備して「と
っとりロボットハブ」を活用するなど、以下
の取り組みを実施し、県内企業の生産性向上
を支援する。 
 
【事業名】ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入支援
プロジェクト 
 
■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット実装支援拠点を活
用した実証試験支援 

県内企業の生産性向上や人材不足解消を目
的とした“ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術を用
いたスマート工場化”に向けての事前検証支
援を「とっとりロボットハブ」を活用して行
う。また、技術相談や機器利用、企業訪問等
により該当する企業の発掘や課題抽出を行
う。 

 
［とっとりロボットハブ拠点機能の構成］ 
○産業用ロボット（材料受け入れ､製品組み

立て､外観検査、梱包等の各工程） 
○各工程間の搬送システム 
○ＩｏＴ無線ネットワークによる監視・一元

管理システム 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット実装支援拠点を活用した実証試験支援 
＜令和２年度“とっとりロボットハブ”利用実績＞ 

○見学件数：２０件３２名  

   内訳：企業１２社２２名、自治体等４機関９名、支援機関等１機関１名 

      〇取材対応件数：２件（２社） 

○拠点の機器利用件数：３５件（企業６社）・・・人材育成での利用２７件（１０７時間）、機器利用８件（１６時間） 

＜ロボットハブ活用による企業支援実績例＞ 

◇金属加工工具の交換の自動化 

課題 

・手作業での工具の交換 

 ⇒組換え工数が多い、工具の組み合わせを計算する必要がある 

・工具のクリアランスが少なく、従来型多関節ロボットでは対応不可能 

 ⇒位置決め以外での工具取り付けを提案 

対 応 方 法 と

現状 

・フレキシブル型協働ロボットを用いた交換作業の自動化を実証 

 ⇒位置決めではなく、力制御による工具取り付けを提案 

 ⇒工具に最適な作動条件の抽出、専用ロボットハンドの設計を実施 

・フレキシブル型協働ロボットの選択で、省スペースで既存設備に導入可能 

今後の予定 ・費用対効果の検証を行い、企業での導入について検討中 

◇再利用材料細分化の自動化  

課題 

・手作業で材料を細分化 

 ⇒刃物による作業や材料が重量物であるため、労働安全上の問題がある。 

・自動細分化可能な専用機は存在する 

 ⇒将来的な改良や、利用の汎用性拡大を考慮すると不向き 

対 応 方 法 と

現状 

・フレキシブル型協働ロボットによる細分化が可能であることを実証 

 ⇒最適な作動条件の抽出 

 ⇒取付の安全性を考慮した。専用ロボットハンドの設計を実施 

・処理スピードを上げると過負荷でロボットが停止する課題を抽出 

今後の予定 
・処理スピード向上のための条件検討や、ロボットハンドの改良を行う 

・企業での導入を検討中 

◇完成部品の梱包自動化 

課題 

・ベルトコンベア上の部品をトレーに梱包する作業を手作業で実施 

 ⇒前工程が自動化されているため、製造速度から梱包作業も自動化、省人

化をする必要性がある 

対 応 方 法 と

現状 

・高速型スカラロボットを用いて作業の自動化を検討 

 ⇒高速トラッキングが必要なため、高速型スカラロボットを選定。 

 ⇒カメラによる対象物の認識から追従制御等の条件抽出 

 ⇒目標とするタクトタイムを達成 

今後の予定 

・社内での設置スペース、固定方法を検討 

・企業での導入を検討中。他にも AI を活用した検査工程の自動化にも取り

組む予定。 

中期目標 

（４）生産性向上のためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の実装支援 

 県内企業ニーズが高まっているＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術を活用した取組を支援すべく、とっとりＩｏＴ推進ラボ（※）や県内外関係機関と連携しながら、当該技術の実装支援拠点機能を整備する

とともに、拠点機能の発揮により県内企業の生産性向上に貢献すること。 

（※）「とっとりＩｏＴ推進ラボ」：地域課題の解決及び地域産業の生産性向上に向けたＩｏＴプロジェクトを支援するため、経済産業省から地域選定を受け、平成２９年１１月に設立。現在、８５団

体・企業が参画（平成３０年１０月時点）している 

フレキシブル型協働ロボット 

高速型スカラロボット 
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■人材育成 
県内企業のロボット技術等の積極的な導

入・活用を促進するために、企業のロボット
エンジニア（中級・上級者）の養成を目的と
して、ＡＩ・ＩｏＴ・ロボットの各専門技術
や関連技術に関する人材育成を行う。また、
必要に応じて、機構が実施する「スマートも
のづくり応援隊」との連携を行い、事業効果
を高めていく。 

 
◎中級研修 
・ＩｏＴ技術分野（通信・外部機器制御

等）、ロボット技術分野（外部機器連携や
ロボット制御等）、ＡＩ技術分野（ＡＩ処
理、画像認識技術等）などの座学と実習研
修 

◎上級研修 
・ＩｏＴ技術分野（通信・生産工程のスマー

ト化技術等）、ロボット技術分野（ロボッ
トピッキング等）、ＡＩ技術分野（ＡＩの
生産工程制御等）などの実習研修 

・全分野を対象としたロボットシステムイン
テグレーターの専門研修 

・参加企業ごとの導入に向けた課題に対応す
る個別研修 

 
※上記想定内容に限定せず、随時、企業要望
を訪問等により調査し、研修内容の改善を図
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

■研究開発 
様々な産業分野の“生産性向上につながる

製造工程へのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入”
を目指す研究開発を行う。 

 
◎実用化を目指した研究 

・・・詳細は２（２）に記載 

 
・ハンドセンサを用いたパワーアシスト調整

機能付き簡易装着型ロボット介護機器の開
発（H30～R2） 

・自走搬送ロボットの障害物検知・自車位置
検知技術（R1～R2） 

・人体通信を利用した作業動態管理技術の開
発（R2～R3） 

■人材育成 

＜研修会形式の人材育成＞ 参加者数８０名、参加企業数５８社、育成者数５４名 

 AI・IoT技術等を製造現場に積極的に導入し、その活用を可能とするための企業技術者の人材育成を実施した。 

［IoT技術］・・・・・・・・・・センサ信号を取得するための、様々なIoT手法を学ぶ実習形式の研修  

［AI技術］・・・・・・・・・・・AIによる画像処理を中心に、モデル構築、組込・検査装置への実装に関する研修 

［ロボット技術］・・・・・・・ロボットシステム開発のための研修、生産システム設計の考え方とその実践方法を学ぶ実習形式の研修 

研修レベル 研修内容 

中級研修 

『Wi-Fi を活用した IoT 実践研修』 
センサ信号等を：無線通信技術により取得する手法を学ぶ実習形式の研修  

『マイコンを利用したＩｏＴデバイス研修』 

最新のマイコン技術により、センサ信号を取得するためのＩｏＴデバイス開発の手法を学ぶ実習形式の研修 

『ＡＩアプリケーションの使用方法と画像処理学習モデル構築研修』 

ＡＩツールを活用し、ＡＩ画像処理モデルを構築する手法を学ぶ実習形式の研修 

『産業ロボットシステムインテグレータ基礎研修』 

ロボットシステムを開発するうえで必要な知識や技能、提案能力等について学ぶ座学を中心とした研修 

『ＡＩ学習モデルの組込・検査装置化研修』 

ＡＩ画像処理モデルの組込・検査装置への実装方法を学ぶ実習形式の研修 

『自動化導入のための生産工程設計基礎研修』 

生産システム設計の考え方を習得し、その実践方法を学ぶ実習形式の研修 

『ＡＩ画像外観検査に必要な照明選定と撮像研修』 

画像検査における照明手法を学ぶ実習形式の研修 

中 止 と し た

研修（中級） 

『ロボット制御のためのPLC制御研修』、『ロボットシステム総合学習基礎研修』、『ロボットシステム総合学習応用研修』 

※新型コロナウイルス感染症の拡大に配慮し中止 

※講習会等の開催概要については、「３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成」に記載 

 

＜個別課題対応型の人材育成＞ 参加者数７名、参加企業数５社、育成者数７名 

個別課題のある企業技術者が実際にロボット実機に触れる機会を提供したり、最適なロボット選定や課題に対応する制御方法やハンド部の動作など

のロボットシステムの提案を行い、試運転等も行いながら、企業のロボット導入に関する課題解決を支援した。 

分野 研修内容 

金属加工業 

［課題］金属製製品の検査工程の自動化 

［実施内容］カメラ・照明選定方法およびＡＩ技術を活用した自動化手法の習得 

［課題］フレキシブル型協働ロボットによる部品交換作業の自動化 

［実施内容］フレキシブル型協働ロボットを使用し加工部品を組み付ける為の最適な

力制御方法について検証 

製紙業 
［課題］フレキシブル型協働ロボットを用いた材料細分化の自動化 

［実施内容］フレキシブル型協働ロボットを使用し作業の自動化について検証を実施 

電子機器 

製造業 

［課題］ロボットアームを用いた樹脂製品のカット検討 

［実施内容］フレキシブル型協働ロボットを使用し、樹脂製品の任意形状への切断に

ついて検証を実施 

 

 

■研究開発 
◎実用化を目指した研究 ３テーマ 

◇ハンドセンサを用いたパワーアシスト調整機能付き簡易装着型ロボット介護機器の開発（H３０～R２） 

研究概要 

医療介護施設の現場ニーズに対応するため、AI 技術を活用して両手のハンドセンサから得られた荷重情報および位置

情報を集約し、得られた情報から腰に掛かる負荷量をマイコンで推定する技術を確立し、推定された負荷量に応じてモー

タを制御する簡便な装着型ロボット介護機器開発を行う。 

本 年 度 

実施内容 

・可能性探査研究の研究成果を活用したハンドセンサの試作機を作製した。 

・AI 技術を活用して、ハンドセンサ等の出力値から腰部負荷の推定を行う腰部負荷量推定モデルを開発した。 

・腰部負荷量推定モデルを搭載した装着型ロボット介護機器の試作機を製作し、有用性について検証した。 

結果概要 

腰部負荷量推定モデルを搭載した装着型ロボット介護機器の試作機が完成し、筋電位センサを用いて腰部負荷量の

計測実験を行った。その結果、腰部負荷量に応じてアシスト力を調整することで筋電位のピーク値を抑えるとともに、疲労

感の抑制に効果があることを定量的に確認することができた。 

※詳細は２（２）に記載 

フレキシブル型協働ロボットによる 

部品交換作業 
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◎可能性調査研究・・・詳細は２（２）に記載 
 

・人工知能を用いた外観検査判定精度向上技
術の研究（R2） 

・機械学習手法を用いた音品質検査のための
音源分離技術の開発（R2） 

・AI 推論に使用するデバイスの特性比較
（R2） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

◇自動搬送ロボットの障害物検知・自車位置検知技術（R１～２） 

研究概要 
自動搬送ロボットへ適用できる 360 度ステレオカメラによる自己位置検出技術を開発し、既存の市販ロボットへの補完機

能としてアドオン、またはモデル台車へこれを実装することで、目標停止位置精度を向上させる。 

本 年 度 

実施内容 

現在市販されている自動搬送ロボットの補完機能として３６０度ステレオカメラを利用し、自動搬送ロボットの位置および

姿勢検出を行う技術を開発した。これにより、より安価で正確な移動が可能となった。 

結果概要 
・自動搬送ロボットの走行デモンストレーションと技術移転を進めた。 

・企業の開発案件等に本研究成果を活用し、現場に対応した実装を進める。 

※詳細は２（２）に記載 

 

◇人体通信を利用した作業動態管理技術の開発（R２～３） 

研究概要 
製造工程、検査工程での履歴情報の入力作業は、作業者への負担となっている場合が多い。そこで、人体をアンテナ

とした人体通信技術により、センサに触れただけで履歴情報の入力が可能な手法について検討する。 

本 年 度 

実施内容 

人体通信技術を用いて、作業に必要な動作のみで作業時間や作業場所といったデータの収集を可能とし、収集したデ

ータを自動的に分析するシステムを開発する。 

結果概要 

・フレキシブルな材料を用いた通信用電極を試作し、通信可否の評価を行った結果、導電性材料または非導電性材料で

も導電性材料と組み合わせることで通信用電極として利用できることが分かった。 

・ＦＭ変調方式を採用した人体通信機器の試作を行い、通信品質の確認実験を行った結果、良好な通信動作を確認する

ことが出来た。 

※詳細は２（２）に記載 

 

 

◎可能性調査研究 ３テーマ 

◇人工知能を用いた外観検査判定精度向上技術の研究（R2） 

研究概要 

生産性向上の実現に向け、画像処理技術を用いた外観検査の自動化が望まれている。従来の「テンプレートマッチン

グ」を主とした画像処理装置では、照明変化や欠陥の大きさが一定でない際に、判定精度が大きく下がってしまう。本研

究では、人工知能技術により、照明変化や欠陥の大きさに対する判定精度の向上を目的に、推論モデルの精度に及ぼ

す学習データの質の傾向を明らかにする。 

本 年 度 

実施内容 

従来の「テンプレートマッチング」を主とした画像処理装置で人工知能技術を用い、外観検査における判定精度を向上

させる技術の研究を行った。 

結果概要 
・前処理およびデータ作成方法を考案し、人工知能モデルの研究開発を行った。 

・指標として正答率と適合率を用い、共に９６％を超える高い精度をもつ人工知能モデルを開発した。 

 

◇機械学習手法を用いた音品質検査のための音源分離技術の開発（R2） 

研究概要 

既存の機械学習手法を利用した騒音下での音の判別では、判別規則がブラックボックス化されるため、現場での維持

管理が難しい。本研究では、機械学習により環境騒音下で特定機械音を抽出し、閾値法などの簡便な分類手法と併用

し、維持管理が容易な自動化システムの構築を目指す。 

本 年 度 

実施内容 

・センター米子施設の機械稼働音データセットを用いて環境音下での３種類（フライス盤、旋盤、縦型バンドソー）の機械

稼働音の復元を試みた。 

・出力から稼働音の分類を行う判別プログラムをより簡素な分類手法で実装できるかを検証した。 

結果概要 
・深層学習手法を用いて合成環境音から聞き分け対象となる機械稼働音を分離した。 

・分離した音を主成分分析を援用した分類手法で評価した。 

 

◇AI 推論に使用するデバイスの特性比較（R2） 

研究概要 

近年 AI 推論可能な小型デバイスが多数登場しているが、デバイスの特性や開発環境の違いにより適切なデバイスの選

定に時間を要している。本研究では、初歩的な AI 推論である手書き数字文字認識の学習済みモデルを用いて、主要な

デバイスへの搭載方法や処理速度等の特性等について比較評価を行う。 

本 年 度 

実施内容 

・手書き数字画像の認識の学習済みモデルを搭載した推論を行うプログラムの実装を行った。 

・各デバイスの特性の比較を行い、デバイスの特徴を把握した。 

結果概要 
・3 つのデバイスを選定し、開発環境の構築・学習済みモデルの実装を行った 

・開発環境構築、推論処理時間、消費電流について、各デバイスを比較し、有効な活用場面を抽出した。 
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◎MONOZUKURI エキスパート 

・・・詳細は２（２）に記載 

 
・面相ＡＩ画像検査技術の開発（R1～R2） 
・成形部品のＡＩ画像検査技術の開発 

（R1～R2） 
・音情報のＡＩ解析による熟練作業の数値化

技術（R1～R2） 
 

※「MONOZUKURI エキスパート」：県が企業、
大学、研究機関等との連携により、企業の
製造現場で働く技術者の人材育成を行う先
進的な取組み（県商工労働部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎「MONOZUKURIエキスパート」（県事業） 

「ものづくり現場の高度熟練技能に関する知識」と「AI活用に関する知識やスキル」の両方を併せ持ち、製造現場の生産性向上を推進する“実践人材

の育成”と、関連する人材の“新たなキャリアアップを支援する産学官連携体系の構築”を目指す県事業。センターは実証実験で参画。 

    AI 実装のモデル企業として選抜された企業３社の、AI 活用実証実験の支援を行った。 

〔ＡＩ活用実証実験〕 

平成３０年度の先行調査で選定された県内企業３社のテーマ（「画像処理」２テーマ、「音解析」１テーマ）について、製造現場へのＡＩ活用に向けた実証 

実験を県が整備した機器を用いて行った。実証実験用機器の現場設置・調整、初期設定、回収したデータ記録のＡＩ分析を行った。 

No. 研究テーマ 対象企業 

① 面相 AI 画像検査技術の開発 玩具製造業 

② 成形部品の AI 画像検査技術の開発 家電製造業 

③ 音情報のＡＩ解析による熟練作業の数値化技術 家電製造業 

    ※詳細は２（２）に記載 

 

〔セミナー支援〕 

ＭＯＮＯＺＵＫＵＲＩエキスパート事業工業高校教員向けセミナーの実施支援を行った。（２月） 

 

■関連する技術移転等の成果  
 

区分 タイトル 内容 

技術移転 
AI 技術によるアルミ板画像検査の  

高度化 
AI 技術を用いることで、従来の画像処理装置よりも画像検査の判定制度を向上させた。 

技術移転 回転刃組替え作業の自動化 協働ロボットによる高度な力制御による、回転刃組替え作業の自動化を実現した。 

技術移転 
農業用ハウス管理用 IoT システムの 

低コスト化 

デバイスの開発とデータ収集システムのプログラム改良により低コストで導入可能なシステム

へと改良できた。 

技術移転 
製品検査における不良位置計算方法

の改善 

従来の手計算による大まかな不良位置の算出から、位置を自動計算するソフトの開発で省

力化を実現した。 

人材育成 再利用材料細分化の自動化 
協働ロボットに３D プリンターで試作した切断用ハンドを取り付け、自動切断することに成功し

た。 

技術相談 完成部品の梱包自動化 高速型スカラロボットによる梱包の自動化条件を提案し、目標とするタクトタイムを達成した。 

技術相談 製品工程検査の自動化に関する相談 部品挿入ミス検査の自動化に対して AI 画像検査を提案し、社内でシステム構築を検討中。 

技術相談 
鳥取県版スマート農業推進事業アシ

ストスーツ実証プロジェクト 

アシストスーツの筋活動量への影響を数値化し、農作業の内容や作業姿勢が大きく影響す

ることが分かったことから、農家へのアシストスーツの活用支援への知見が付与できた。 

技術相談 加工部品のラック掛け自動化 
ロボットハブを活用して事前検証を支援した結果、開発方針が決まり、国補助事業への申請

を準備中。 

 
 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・ものづくり人材育成塾等の各種人材育成事業に参画いただいた企業に対して、とっとりロボットハブを活用した実習や AI 関連のセンタ 

ー要素研究の成果等を活用し、企業の生産性向上の支援を行った。ただ、コロナ禍で専門家派遣事業やロボット制御に関する研修が行 

えない等、本格的な企業現場での自動化実装支援が十分には実施できなかった。 

・センターに今までなかった技術分野であり、職員のスキルアップや、技術蓄積を継続し、センター内 SIer（システムインテグレーター） 

の育成を目指す。 

【令和３年度計画での対応】 
AI・IoT・ロボット実装拠点を活用した人材育成（県委託事業）、ロボットハブ活用による個別課題の実証試験の実施、関連要素技術開発 

などを計画。企業の専門家派遣によるシステム導入、生産性向上を推進。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
「とっとりロボットハブ」や AI 技術を使った技術支援や人材育成が企業への技術移転やロボット導入等に繋がりつつあり、着実に推進 

している。 
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1 県内企業の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援  （５）グローバル需要獲得のための支援  

評価項目 

５ 自己評価：Ｂ   
 コロナ禍で県内企業の海外展開が容易ではない中、連携機関への紹介や、特許 PCT の共同出願など、県内企業のグローバル化に向けた活動を支援した。また、食品衛生法の改正に伴って HACCP が

制度化されたことにより、多くの中小事業者からの関連する相談が増加、コロナ禍にもかかわらず HACCP 制度説明を行う講習会には前年度より多くの企業が参加した。個別の企業支援についても、ニーズ

に応じた HACCP による衛生管理手法の検討を支援、さらに HACCP 認証取得支援を実施した。 

このことより、計画通り業務が進捗していると判断し、Ｂと評価した。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
（５）グローバル需要獲得のための支援  

海外市場展開を目指す企業等に対して、広

域首都圏輸出製品技術支援センター（ＭＴＥ

Ｐ）や日本貿易振興機構、公益財団法人鳥取

県産業振興機構（以下「機構」という。）国際

ビジネスセンター等、相談案件に最適な県内

外関係機関と連携しながら海外市場の獲得や

国際規格認証取得に関連する各種情報・支援

メニュー等を必要に応じて提供する。                        

また、引き続きＨＡＣＣＰ等食品認証取得

支援に取り組み、本県の食品の安全・安心の

確保にも貢献していく 

（５）グローバル需要獲得のための支援 
海外市場展開や国際規格認証取得を目指す

県内企業等への支援を関係機関と連携して行
う。 
 
①海外市場展開・国際規格認証取得支援 

海外市場展開や国際規格認証取得を検討し
ている企業からの相談に対して、以下の機関
等とも連携しながら支援を行う。 

 
◎広域首都圏輸出製品技術支援センター

（ＭＴＥＰ） 
◎日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ） 
◎機構国際ビジネスセンター ほか 

 
 
②ＨＡＣＣＰ等食品安全規格認証取得を支援 

県内食品製造業者における食品の安全・安

心の意識向上を図るため、県からの受託事業

によりセンター内に相談窓口を設置し、事業

者からの相談対応や専門機関へのナビゲート

等を行うとともに、食品安全規格等の研修会

を実施する。 

 

 

（５）グローバル需要獲得のための支援 
 

①海外市場展開・国際規格認証取得支援   

分野 支援内容 

材料系 
［対象］工芸品――海外輸出の手段について相談（３件） 

［対応］ＪＥＴＲＯへの橋渡しを実施 

機械系 
［対象］測定前処理剤――PCT（国際特許出願） 

［対応］センター単独出願の国内特許を国際化したいという相談、共同で PCT 出願を実施 

電気系 
［対象］バイオ関連製品――PCT（国際特許出願） （２件） 

［対応］センター共同出願の国内特許を国際化したいと相談、共同で PCT 出願を実施 

②ＨＡＣＣＰ等食品安全規格認証取得支援 

項目 概要 

実施 

状況 
□講習会の開催 

食品製造に関係する県内中小企業の食品衛生管理技術の向上を目的に、食品関連事業者を対象としたセミナーを開催した。 
参加者数 延べ１１３社・機関、１７３名 

＜講習会の開催概要＞ 

 研修名 研修内容 受講レベル 

１ 
令和２年度 
「食品の衛生管理技術向上ワークショップ研修会」 

ＨＡＣＣＰに基づいた衛生管理の構築、一般衛生管
理の基礎知識、危害要因分析の実習などについて 

初級 
(座学及び実習形式) 

２ 
令和２年度 
「第1回食品の衛生管理技術（初級編）研修会」 

ＨＡＣＣＰ制度化の最新情報、食品衛生の考え方、管
理ポイント具体例などについて 

初級 
(座学、Web配信) 

３ 
令和２年度 
「食品の衛生管理技術フォローアップ研修会」 

社内での監査員育成を目指し、審査準備のポイント
などについて 

初級 
(座学、Web配信) 

４ 
令和２年度 
「第２回食品の衛生管理技術（中級編）研修会」 

ＨＡＣＣＰ導入解説、異物混入対策の実施事例、具
体的改善策などについて 

初級 
(座学、Web配信) 

５ 
令和２年度 
「第３回食品の衛生管理技術（上級編）研修会」 

ＨＡＣＣＰチームリーダー養成のための実務手法、演
習などについて 

初級 
(座学、Web配信) 

 

＜講習会の写真＞ 

研修会 ワークショップ フォローアップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中期目標 

（５）グローバル需要獲得のための支援 

海外市場展開を目指す業種や企業も増加しつつあることから、県内企業の海外需要獲得ひいては収益力向上を図るため、情報収集や県内企業への情報発信を行うこと。 

また、引き続きＨＡＣＣＰ等食品認証取得支援に取り組むほか、ＥＭＣ関連規格やＣＥマーク等製造品国際規格認証の取得支援についても、第３期中期目標期間において連携体制を構築した広域首都圏輸出製

品技術支援センターに加え、日本貿易振興機構等県内外関係機関と連携して取り組むこと。 

第 1 回 第 2回 第 3回 
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成果

等 

［成果］ 

・研修会参加をきっかけに鳥取県版ＨＡＣＣＰ認定取得事業者が５件あった。 

・研修会終了後１ヶ月を目処に効果検証アンケートを実施し、日々の業務の中で研修内容が活かされているかの確認を行っている。 

このアンケートの回答を基に企業訪問の機会が生まれており、実務に関する相談対応を引き続き実施することができた。 

［情報収集］ 

・ＨＡＣＣＰ制度化に対応するため、県内では食品衛生協会が委託を受け個別訪問を実施している。 

・しかし多くの食品事業者は、衛生管理計画の構築ができおらず、ＨＡＣＣＰへの浸透が進んでいない状況である。 

・企業訪問時に輸出の有無を聞くと「スポット的に輸出している」との回答が多くある。今後は第三者認証取得に向けての支援が必要となって 

くると思われる。 

［対応方針］ 

・企業訪問による個別の支援の強化 

・令和２年６月からのＨＡＣＣＰ制度化に伴い、引き続き研修会による衛生管理の基礎力強化を推進。猶予期間中（令和３年６月）に中小企

業を中心に、HACCPに沿った衛生管理手法の現場導入を加速して推進する必要がある。 

 
 
 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・コロナ禍の影響により、グローバル需要獲得のための国際認証取得に関する技術相談や問い合わせは減少した。 

【令和３年度計画での対応】 
・新型コロナ感染症の状況を見ながら、関連機関との連携を強化する 

・特に当センターもオブザーバー参画している、東京都立産業技術研究センターを中心とする広域首都圏輸出製品技術支援センター 

（MTEP）の活用促進のための PR を行う。                           

・引き続き、県内企業訪問により要望等を調査する。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
ＨＡＣＣＰ等食品安全規格認証取得支援については、県からの要請（委託事業）により支援員を 2 名配置して、精力的に活動を行った。 

その他の分野の国際認証取得支援については、相談案件も少なかった。 

   ⇒企業の国際認証に対するニーズ把握を行うとともに、認証制度の周知を関係機関と連携して実施する。 
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２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 （１）企業の収益力向上を目指す実用化研究（短期的視点での研究）（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

評価項目 

６ 自己評価：Ａ 

令和２年度に実施した研究は、「KPI⑤研究開発プロジェクト件数」に基づき、センター活動全体として効率的かつ効果的に実施できる数として３３テーマを実施した。そのうち、１７テーマで独自技術が確立

し、企業への技術移転、特許出願、研究のステップアップ等に繋がった。また、KGI として設定した「技術移転（KPI③）」は設定数を上回って１７件となった。 これらの活動から計画を上回って業務が進捗して

いると判断し、Ａと評価した。 

※知的財産権の活用（KPI⑥）については、「（3）知的財産権の積極的な取得と成果の普及」で自己評価した。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究

開発 

 

【ＫＰＩ③】 技術移転件数：６０件 

 

【ＫＰＩ④】 知的財産権の活用 

◆出願件数：３２件 

◆実施許諾件数（全数）：２２件  

第 4 期終了時までに実施許諾件数を２２

件とする。 

 

【ＫＰＩ⑤】研究開発プロジェクト件数： 

◆年間３０テーマ程度 

研究活動を充実させるために、年間実施

テーマ数の目安を３０テーマとする。 

◆うち独自技術確立件数  ５０件 

研究成果のうち、次ステージに進展し

たものを独自技術の確立したとする。 

 

 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究

開発 

 

【ＫＰＩ③】 技術移転件数：１５件 

 

【ＫＰＩ④】 知的財産権の活用 

◆出願件数：８件 

◆実施許諾件数（全数）：２２件  

（第４期終了時までに実施許諾件数を２

２件以上とする。） 

 

【ＫＰＩ⑤】研究開発プロジェクト件数： 

◆年間３０テーマ程度 

◆うち独自技術確立件数）  １４件 

研究成果のうち、次ステージに進展した

ものを独自技術の確立したものとする。 

 

第４期中期計画に定めた研究区分により、

令和２年度は以下のとおり研究を実施する。

なお、年度途中であっても必要に応じて新た

に研究テーマを設定・実施するほか、実施途中

の研究の見直し等についても柔軟に行い、常

に県内産業界の動向を注視しながら適切な技

術開発に取り組む。 

 

 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 

■KPI③【技術移転】 移転数１５件   ⇒ 実績：１７件 （対ＫＰＩ ：１１３％） 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標 60 件/４年 ⇒ R１+R２の数 ５７％   

         【進捗状況】 年間 KPI(１５件)を上回り、実績は１７件となった。第４期 KPI(６０件)に対しても５７%の進捗となった。 
               企業との共同研究成果のほか、技術相談対応や実践的な人材育成事業などの日頃のセンター活動による技術普及が技術移転に発展。 

■KPI④【知的財産権の活用】 出願８件  ⇒ 実績：１０件（対ＫＰＩ ：１２５％） 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標３２件/４年 ⇒ R１+R２の数 ５９％   

                      実施許諾件数 ２２件/第４期終了時 ⇒ 今年度計３６件、順調に進捗＊年度ごとの数値目標設定なし 

         【進捗状況】 年間 KPI(８件)を上回り、実績は１０件となった。第４期 KPI(３２件)に対しても５９%の進捗となった。 
センター独自研究、企業との共同研究による技術開発、オーダーメイド型人材育成等の成果が発明に繋がった。 

              令和２年度は多数の発明が権利化され、新規性・独自性の高い研究開発の成果である。 

■KPI⑤【研究開発プロジェクト件数】  プロジェクト件数 ３０件程度 ⇒ 実績： ３３件 （対ＫＰＩ ：順調・・・適正数） 

                           独自技術開発件数 １４件 ⇒ 実績： １７件 （対ＫＰＩ ：１２１％） 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ プロジェクト数の目標 ３０件/年間 ⇒ 順調・・・・今年度適正数 

                        独立技術開発件数の目標 ５０件/４年 ⇒ ５６％   

         【進捗状況】 センター活動に負担なく効果的な研究プロジェクト推進の目安としたプロジェクト件数で推進できた。 
独自技術開発件数の実績は１７件となり、計画を大幅に超えて進捗。 

              研究プロジェクトの構築は計画通り。プロジェクトを独自技術開発へと発展させる、推進力を強化していく。 

 

中期目標 

２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 

【ＫＰＩ③】技術移転件数 

【ＫＰＩ④】知的財産権の出願件数及び実施許諾件数 

企業収益確保につながる研究開発を行い、その成果を実用化するとともに、成果の権利保護を図っていくことも重要であることから、本指標を設定する。 

【ＫＰＩ⑤】研究開発プロジェクト件数（取組件数、うち独自技術確立件数） 

企業への技術移転はもとより、より経済効果の高い研究成果を創出していくためにも、企業等関係機関とともに取り組む研究開発プロジェクト（大型プロジェクト、共同研究、受託研究）を推進して

いくことが重要であることから、本指標を設定する。 

（１）企業の収益力向上を目指す実用化研究（短期的視点での研究） 

実用化研究の推進に際しては、企業ニーズや国・県等の施策、市場動向を的確に把握し、県内企業への短期的な技術移転と実用化に加え、企業の収益確保を常に意識しながら、各種取組を推進すること。そ

の際、センター単独での実施が困難な研究や研究成果の実用化等については、強みと意欲を有する県内企業、大学、農林水産系公設試験研究機関等と連携しながらプロジェクト型の共同研究として積極的に取

り組むとともに、共同研究の実施に当たっては、センターがリーダーシップを発揮しながらプロジェクトをけん引すること。 

また、企業等から要請のあった技術開発については、センターが取り組むことによって解決が促進され、関係企業のみならず県内産業界に広く受益が及ぶものについて、受託研究として取り組むこと。 

さらに、研究テーマの設定に際しては、企業ニーズに応じた内容とするとともに、鳥取県経済成長創造戦略において位置づけた戦略的推進分野に加え、ＥＶ・自動運転支援システム等の次世代自動車技術や、

精密加工技術等を有した県内製造業による医療機器開発などものづくり成長３分野（自動車・航空機・医療機器）、豊富な農林水産資源を活用した高付加価値な食品開発分野、さらにはＩｏＴ・ＡＩ技術導入

による生産性向上を目指した取組など、県内企業の競争力強化及び新たな事業展開に結びつく研究テーマを積極的に設定すること。加えて、県内の重要な基盤的産業である電機･電子、機械･金属分野等の高度

化、グローバル需要の獲得、さらには地域の強みを活かしながら新事業創出を目指した研究にも取り組むこと。 

なお、研究推進に際しては、研究テーマの設定から研究成果に関する事後評価まで、外部専門家の意見も取り入れながらＰＤＣＡサイクルを回していくこと。その際、市場動向や今後の県内産業界の動

向、さらには技術移転の可能性についても考慮した上で、研究テーマ及び研究継続の決定や、必要な研究費の配分等を行うこと。加えて、得られた研究成果は関係者に広く周知し、研究成果の普及と技術移

転を推進すること。 

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

新産業創出を目指したシーズ開発、今後成長が見込まれるものの県内企業による独自の取組が困難と考えられる技術分野など、中長期的な視点での戦略的かつ基盤的な研究開発（以下「基盤的研究」とい

う。）について、将来的な国内外の経済・産業動向や県内の技術動向などよく見据えながら、各種取組を推進するとともに、鳥取県経済成長創造戦略など県や国の政策動向をよく考慮した上で、研究テーマ設

定を行うこと。 

また、基盤的研究によって得られたシーズや成果については、高付加価値な製品開発や新事業・新産業創出に向け、県内企業への技術移転を前提実用化研究へと発展させること。 

なお、基盤的研究の推進に際しては、競争的外部資金を積極的に活用すること。 
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□技術普及・技術移転の内容 

   ［研究］センター独自研究、共同研究等の研究成果の技術移転による実用化例・・・・・・・・・・７件（R１：１０件） 

   ［技術］機器利用、依頼試験、技術相談等を活用した技術課題の解決による例・・・・・・・・・・・８件（R１： ３件） 

   ［人材］企業のものづくり人材育成塾の参画による技術課題の解決による例・・・・・・・・・・・・・・３件（R１： ５件）／計１８件（１件重複） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□研究テーマの設定 

全ての研究テーマを研究評価委員会で審議し、その結果を基に理事長が次のとおり実施研究を決定した。 

※研究評価委員会 

◎産業技術センター研究等評価委員会・・・・・・・・・・・・・・・・・外部専門家で構成される委員会 

［対象］：戦略分野研究、実用化研究、先駆的研究、実用化促進研究 

※電子・有機、機械素材、食品開発の３分科会から構成。全体の研究評価委員会委員長：電子・有機素材分科会長 新田陽一氏 

◎可能性探査研究等評価委員会・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・センター管理職等で構成される内部委員会 

［対象］：プロジェクト研究、可能性探査研究等 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

研究の種類 研究テーマ名 担当 担当研究所 

①プロジェクト研究 

a.トップダウン 

自動搬送ロボットの障害物検知・自己位置検知技術の開発 機械・計測制御 
機械素材 
研究所 

地域資源を活用した高機能食品開発 水畜産食品 
食品開発 
研究所 

ｂ.外部資金 

革新的不動態厚膜形成法によるステンレス配管・容器溶接部等の高耐食化処理システム
の実用化開発 

－ 
機械素材 
研究所 

柔軟曲面の圧力感知を可能とするセンサーの生産技術確立と量産対応の研究 

アルミニウム加工工程における薄板軟質材の加工端面品質向上を目的としたスリット手法
の開発（ライン実証） 

機械・計測制御 

【区分Ａ】企業に技術移転(センター固有技術の移転)し、技術力向上、利益貢献したもの 

［技術］ マスク補助パーツの開発（ケイケイ） 
［技術］ 冷凍を応用した柿ピューレの製造工程の改善（物産観光やず） 
［技術］ 医療シミュレータ内蔵 USB カメラの品質改善（MICOTO テクノロジー） 

【区分Ｂ】企業に技術移転(センター固有技術の移転)し、利益計上間近又は事業化が期待できるもの 

［技術］ AI 技術によるアルミ板画像検査の高度化 （片木アルミニューム製作所） 
［人材］ 協働ロボットによるアルミ切断用回転刃組み替え作業の自動化（片木アルミニューム製作所） 
［研究］ パワー半導体用基板の製造方法および耐熱ガラス基板（日本マイクロシステム） 
［研究］ 鳥取オリジナル麹菌の吟醸酒用変異株の育種（諏訪酒造） 
［研究］ 上品な香りで優れた発酵力を持つ純米酒製造に適した新規酵母の開発（久米桜酒造） 
［研究］ 光学式非接触測定用前処理材・スプレー体（フジオカ） 
［技術］ 塑性流動解析シミュレーションによる金型形状の検討（サンライズ工業） 
［研究］ 超撥水性モスアイ構造を活用した三次元培養素材の開発（シャープ米子） 
［技術］ 厨房用ブライン冷解凍装置（トライアングル） 
［技術］ 冷凍フルーツトマトを使ったトマトジャムの開発（結夢） 
［技術］ 透明トマトエキスを使った商品化（結夢） 
［人材・研究］手漉き印刷用和紙の開発（あおや和紙工房） 
［研究］ 樹脂と金属の摩擦熱接合技術（エイブル精機） 
［人材］ IoT を活用したデータセンシングの低コスト化（山田農園） 

研究区分 内容 件数 

＜A＞トップダウン研究 ①プロジェクト研究 a.必要に応じて理事長がトップダウンで指示する研究 

b.外部資金研究（サポイン等） 

c.競争的資金を目指し年度途中の短期準備研究 

２ 

８ 

０ 

＜B＞企業との連携研究 ②戦略分野研究 県戦略的推進分野に該当する企業との共同研究 １ 

③実用化研究 技術支援等から発展した企業と共同研究 ０ 

＜Ｃ＞センター単独研究 ④先駆的研究 本県の未来を切り拓く、先導的な研究開発 ３ 

⑤実用化促進研究 アイデアを実現する実用化技術の確立を目指す研究 ４ 

⑥可能性探査研究 アイデアの可能性を探る研究 ①～⑤へ繋げる研究等 １５ 

マスク補助パーツ（ケイケイ） 

柿ピューレを活用した製品（物産観光やず） 
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放射光・FEM を活用した第三世代超高張力鋼の損傷挙動の解明と逆問題解析への発展 

無機材料 

次世代自動車用配電部材（バスバー等）の高性能化に寄与する難加工厚板材の革新的
曲げ成形技術の開発 

リチウムイオン電池負極の高容量・高寿命化を可能にする新規ケイ素系活物質の開発 

プレス加工による微細なステンレス鋼の先端成形に関する研究 

酸素充填解凍を用いた生鮮用冷凍水産物の高品質化技術開発 水畜産食品 
食品開発 
研究所 

②戦略分野研究 
フレキシブル基板用途に向けた有機素材に対する導電性金属インクの密着性・追従性の
改良 

有機・発酵 
電子・有機 
素材研究所 

④先駆的研究 

射出成形による樹脂と金属の接合を可能にする表面処理方法の開発 有機・発酵 
電子・有機 
素材研究所 

ハンドセンサを用いたパワーアシスト調整機能付き簡易装着型ロボット介護機器の開発 機械・計測制御 
機械素材 
研究所 

生カニの味判定装置開発に向けた基礎技術開発 水畜産食品 
食品開発 
研究所 

⑤実用化促進 

研究 

人体通信を利用した作業動態管理技術の開発 電子システム 
電子・有機 
素材研究所 

シミュレーション技術を活用した小型・薄肉形状部品の高周波焼入れ技術の高度化 
機械・計測制御 

機械素材 
研究所 

部材軽量化のための異種材料摩擦熱自動スポット接合システム技術の開発 

ブランド野菜「大山ブロッコリー」を用いた高品質冷凍食品の開発 農産食品・菓子 
食品開発 
研究所 

⑥可能性探査 

研究 

人工知能を用いた外観検査判定精度向上技術の研究 電子システム 

電子・有機 
素材研究所 

合板等に塗布可能な不燃コート剤の開発 
有機・発酵 

酸味に特徴のあるビール「サワービール」製造に適した乳酸菌の探索 

食品パッケージのフォント形状が食品イメージに与える効果 製品化支援 

AI 推論に使用するデバイスの特性比較 
機械・計測制御 

機械素材 
研究所 

機械学習手法を用いた音品質検査のための音源分離技術の開発 

化学研磨したアルミニウム材の耐食性向上に関する検討 

無機材料 制振性に優れたポーラスマグネシウムの開発 

廃シリコン汚泥リサイクルのためのメカニカルミリング処理による非晶質化の検討 

魚醤油のおいしさを決定する要因の探索 

水畜産食品 

食品開発 
研究所 

担体素材を用いたウシ血清蛋白除去カラムの開発 

脳オルガノイド形成を目指した培養神経細胞における機能評価法の確立 

液体クロマトグラフ質量分析計を用いた葉酸分析法の確立 

農産食品・菓子 県産エゴマの特性を活かした加工技術の探索 

ねばりっこの流通時における保存技術の探索 

 

 

 □独自技術等に発展した研究プロジェクト １７件 

独自技術の発展 研究テーマ名 

技術移転・特許出願 
研究ステップアップ 

部材軽量化のための異種材料摩擦熱自動スポット接合システム技術の開発 

技術移転 
人工知能を用いた外観検査判定精度向上技術の研究 

香りに優れた純米酒製造に適した新規酵母の開発 
ねばりっこの流通時における保存技術の探索 

特許出願 

視覚と触覚による汎用的な産業用ロボットのランダムピッキング技術の開発 
ハンドセンサを用いたパワーアシスト調整機能付き簡易装着型ロボット介護機器の開発 
銅ナノ粒子ペーストを用いた大型ガラス基板への高精度スクリーン印刷と多面取り加工技術を用いた次世代パワー半導体
用実装基板の新製造技術の開発 
地域資源を活用した高機能食品開発 

作業性を考慮した水産物の高品質冷解凍・保管技術の検討 

研究ステップアップ 
特許出願 

合板等に塗布可能な不燃コート剤の開発 

研究ステップアップ 

酸味に特徴のあるビール「サワービール」製造に適した乳酸菌の探索 

フレキシブル基板用途に向けた有機素材に対する導電性金属インクの密着性・追従性の改良 

廃シリコン汚泥リサイクルのためのメカニカルミリング処理による非晶質化の検討 

魚醤油のおいしさを決定する要因の探索 

県産エゴマの特性を活かした加工技術の探索 

企業支援に活用 
機械学習手法を用いた音品質検査のための音源分離技術の開発 

液体クロマトグラフ質量分析計を用いた葉酸分析法の確立 



 
- 22 - 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□研究成果の評価 

    令和２年度に実施した研究成果をセンター研究等評価委員会で評価した。また、すべての新規提案研究及び次年度に継続する研究について、「継続が

妥当」という答申が委員長から理事長にあり、令和３年度の実施を決定した。 

     【評価結果（講評）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

□年度途中から開始した研究 

区分 活用事業 研究テーマ名 

競争的外部資金  

（４件） 

令和２年度戦略的基盤技術高度化支援

事業（サポイン）（経済産業省） 

次世代自動車用配電部材（バスバー）等の高性能化に寄与する難加工厚板材の

革新的曲げ成形技術の開発 

企業との共同研究（企業の、新事業・研

究開発支援事業「紀陽ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｻﾎﾟｰﾄ

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」（紀陽銀行) 獲得による） 

アルミニウム加工工程における薄板軟質材の加工端面品質向上を目的としたスリッ

ト手法の開発（ライン実証） 

令和２年度研究成果最適展開支援プロ

グラム（Ａ－ＳＴＥＰ）（JST） 

リチウムイオン電池負極の高容量・高寿命化を可能にする新規ケイ素系活物質の

開発 

企業との共同研究（企業の医療機器開発

支援補助金（機構）獲得による） 
プレス加工による微細なステンレス鋼の先端成形に関する研究 

共同研究（１件） 産総研との共同研究 地域資源を活用した高機能食品開発 

 

   

□研究成果の情報発信  

○論文発表（R２年度 ４件） 

・Metabolites 2020, 10 (8), 334; L-Ascorbate Biosynthesis Involves Carbon Skeleton Rearrangement in the Nematode Caenorhabditis elegans 

・Tetsu-to-Hagane 2020,15(12),944-952; Analysis of Nano-hardness Distribution Near the Ferrite-martensite Interface in a Dual Phase Steel with  

Factorization of Its Scattering Behavior 

・（公社）日本金属学会欧文誌、第 61 巻 11 号、p2101-2106（２０２０）;Hot Compression Behavior of Mg-14Li-6Al-1Ca Alloy. 

・（一社）軽金属学会会誌、第 71 巻 4 号、p171-176（２０２１）「Mg-Zn 系ポーラス材料のスペーサー法による作製とその圧縮特性」 

  ○学会における口頭発表（R２年度 １件） 

・第９３回日本生化学会大会「ナノ構造表面による三次元培養法“ドロップ培養”の特性を活かした非アルコール性脂肪性肝炎（NASH）モデルの開発」  

電子・有機素材分科会 （分科会長：米子高専 新田 陽一氏）    評価委員５名出席      実施日 令和３年３月４日 

講評時のコメント 

今までは従来の延長線上の研究が多かったが、本年度は新たな研究の提案があり評価したい。 

研究開始前に事前の予備的な実験を実施されているものが多く、成果につながる可能性があり期待したい。 

完了した研究テーマについて、その後の状況を評価委員会で簡単に報告するような機会を設けていただきたい。 

研究開始時には権利の調査も含め、既存技術との比較が重要である。 

成果の根拠を明確にして、知見を蓄積してほしい。 

機械素材分科会     （分科会長：米子高専 山口 顕司氏）    評価委員６名出席      実施日 令和３年３月２日 

講評時のコメント 

技術移転や実用化間近の有望な研究課題が多く、研究成果を着実に出すことで、企業に活用されることが期待される。 

基礎研究というよりかは、企業に寄り添った形の研究テーマが設定されている点が、産業技術センターらしい研究開発と

評価できる 

食品開発分科会     （分科会長：近畿大学 尾﨑 嘉彦氏）    評価委員６名出席      実施日 令和３年３月８日 

講評時のコメント 

継続テーマについては、前年度の内容（指摘事項、前年度の進捗等）を踏まえた、今年度の内容となるよう説明を工夫

していただきたい。 

製品の市場性調査、競合技術の調査など事前調査をしっかりと実施すること。 

企業ニーズに応えた研究課題になっている点は評価できるが、そこからの目標設定が明確ではない。技術開発後の目

標を綿密な調査の上、設定いただきたい。 

研究評価委員会全体の総評  

本年度は新たな挑戦となる研究の提案があり、その姿勢を評価したい。また、企業に寄り添った形のセンターらしい研究テーマが設定されて

おり、技術移転や実用化に向けての研究成果が期待される。 

事前の予備実験が行われている研究が多い一方で、研究開始や継続時に重要である権利調査、既存技術や競合技術との比較、市場調査

が不足している研究も見られた。これらを綿密に精査したうえで、技術開発後の方向性を示すような目標を設定していただきたい。 

継続テーマは、前年度の内容（前年度の進捗等や指摘事項）が分かるように説明をしていただきたい。また、前年度完了テーマは、その後の

状況について評価委員会での報告をお願いしたい。 
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   ○センター研究成果発表会 

開催日：令和２年１０月２８日（水） 

場  所:WEB 会議システムで配信 

事前申し込み：１０７名（６６社・団体） 

基調講演 『産業用ロボットにおけるビジョンとＡＩ活用最前線』 

講師 産業技術総合研究所 インダストリアルＣＰＳ研究センター オートメーション研究チーム 研究チーム長 堂前 幸康 氏 

口頭発表４件 （資源リサイクル分野における AI 画像認識の活用事例、深層学習を活用した騒音環境下での音の聞き分け・監視技術の開発、等） 

ショートプレゼンテーション２６件 

 （有機系素材の屋外用途に向けた防汚剤の開発、装飾を目的としたステンレス鋼のカラーリング処理技術、 

境港産クロマグロ肉質の簡易推定技術に関する研究、等） 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・AI・IoT・ロボット関連技術の企業現場での実装支援をはじめ、これまでのセンターの研究成果をベースに人材育成等を通じて企業に普 

及、実用化に至ったものなど、多くの技術移転が実現した。今後も、企業ニーズに沿った取り組みによる技術移転推進が重要。 

・独自技術確立として、新たな研究ステージにステップアップしたほか、技術移転や特許出願等にも発展した。 

さらに、令和元年度以前の研究が独自技術確立に至ったものもあり、完了した研究テーマの開発技術であっても、継続的に企業に PR す 

ることが重要。 

【令和３年度計画での対応】 
 ・各研究所での毎月の PDCA 会議で技術開発の見通しを定期的に点検する。 

 ・産業技術センターエグゼクティブアドバイザー事業(TiiT-EA)を活用するなど企業から求められる研究開発を推進し、確実な独自技術確 

立を図る。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・センターKGI である技術移転は着実に進展。 

・継続して技術移転を実現していくためには、企業からの技術相談、人材育成において企業ニーズを把握し、研究開発をはじめ各種センタ 

ー活動に反映していく必要がある。 

⇒職員の提案力・コーディネート力等を強化する研修等の実施、、関係機関との連携を強化する。 

 
 

 

（１）企業の収益力向上を目指す実用化研究

（短期的視点での研究） 

センターで実施する研究テーマは、次のよ

うに研究開発の段階を明確にして設定し、県

内企業への技術移転を目指して実施する。 

 

＜Ａ＞トップダウン研究 

①プロジェクト研究 

a.必要に応じて理事長がトップダウンで指示

する研究 

b.外部資金研究 

c.競争的資金等を目指すために、年度途中に

短期準備が必要な研究 

 

 

（１）企業の収益力向上を目指す実用化研究

（短期的視点での研究） 

 

 

 

 

＜Ａ＞トップダウン研究 

研究事業 

①プロジェクト研究 １テーマ 

■柔軟曲面の圧力感知を可能とするセンサー

の生産技術確立と量産対応の研究（R1～R3） 

※令和元年度採択鳥取県産学共同事業化プ

ロジェクト支援事業・鳥取県 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ａ＞トップダウン研究 

■柔軟曲面の圧力感知を可能とするセンサーの生産技術確立と量産対応の研究（R１-3） 

※従来の製造プロセスでは実現できなかった柔軟性のある圧力センサーを開発する。 

スクリーン印刷技術をコアとする生産技術を確立し、人体モデルの様な自由曲面、 
内視鏡の様な屈曲する円筒曲面、ベッドマットの様な不特定変形する曲面の圧力測定 
に適用する。 

背景 柔軟性のある圧力センサーの実用化ニーズは高く、立体曲面に加わる荷重が

測定できるため、内視鏡やベッドマット等の医療介護分野をはじめ、ロボットハン

ド等の工業分野等での幅広い利用が見込まれる。 

課題 従来のセンサー基材はポリイミド樹脂が使用される。多少の屈曲性はあるもの

の、柔軟性に劣るため、大きな曲げ変形に対応できない。 

概要 エラストマー等の柔軟基材を適用するための表面改質方法、スクリーン印刷によ

る柔軟圧力センサーの試作と特性評価を行った。 

成果 コロナ放電処理によるエラストマー基材の密着性が大幅に改善され、柔軟圧力

センサーの試作開発に成功した。センサーデータを収集し、シミュレータを制御

するボックス試作に繋げることができた。 

課題と

今後の

対応 

開発した柔軟圧力センサーを用いた医療教育用シミュレータ（大腸内視検査、

脳波測定）の試作と評価。 

 

 

柔軟圧力センサー    特性評価の様子 

試作したシミュレータ制御ボックス 
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＜Ｂ＞企業との連携研究 

②戦略的分野研究 

県戦略的推進分野等に関連する技術課題の

解決を目指す企業との共同研究 

③実用化研究 

技術支援等から発展した企業との共同研究  

＜Ｂ＞企業との連携研究 

②戦略的分野研究 １テーマ 

■有機素材に対する導電性金属インクの密着

性・追従性の改良（R1～R2） 

 

＜Ｂ＞企業との連携研究 

②戦略的分野研究 

■フレキシブル基板用途に向けた有機素材に対する導電性金属インクの密着性・追従性の改良（R2-3） 
※シリコーンゴムをはじめとする有機系素材に対する導電性インクを開発する。 

背景 医療用ウェアラブルデバイスや携帯機器等では、フレキシブル基材あるいはゴムシート等

が用いられており、より高度な伸縮性や捻回性、屈曲性が要求されている。 

課題 プロトタイプの導電性金属インクを開発したが、塗布後の抵抗値のバラツキ、銀の着脱が

課題。また、長期耐久性の確認やシルクスクリーン印刷挙動の把握等が必要。 

概要 金属インクの組成や焼成温度条件の検討を行い、抵抗値の安定化、銀の着脱の低減を

目指して、導電性インクの改良を行った。また、プロトタイプの導電性金属インクについて

長期耐久性試験も行った。 

成果 １２０℃で焼成処理により、抵抗値のバラツキが抑えられ、カップリング剤の使用やインク組

成の改良で銀粒子の着脱も抑えられることが分かった。ただ、連続負荷試験で銀粒子の

若干の剥離が観察される状況。感圧ゴムへの組み付け実験では、荷重と抵抗値との関

係で、応答は見られるもバラツキが大きかった。長期耐久性試験結果は、良好だった。 

課題と

今後の

対応 

銀の着脱が依然として観察されるために、インク組成について改良を加える。感圧ゴムへ

の組付実験での荷重と抵抗値の再現性の問題について、インク組成やインク厚の調整

等を再検討し、シルクスクリーン印刷における粘弾性挙動も把握し、目標達成を目指す。 
 

＜Ｃ＞センター単独研究 

④先駆的研究 

本県の未来を切り拓く先導的な研究 

⑤実用化促進研究 

実現可能性を確認したアイデアの実用化技

術の確立を目指す研究 

⑥可能性探査研究  

技術アイデアの可能性を確認する研究 

 

特に、「＜Ｂ＞企業との連携研究」を充実強

化し、企業の技術課題を解決するための共同

研究や受託研究を推進する。技術相談等で抽

出した緊急な技術課題については、「③実用

化研究」等において該当企業と連携して短期

的な解決を図り、センター単独では困難な案

件については、必要に応じて大学等の関係機

関とも連携しながら取り組む。 

さらに、中期目標で県から指示のあった鳥

取県経済成長創造戦略の戦略的推進分野等へ

の取組みのなかで、「次世代自動車分野」、「豊

富な水産資源を活用した高付加価値食品分

野」、「生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・

ロボット技術分野」については、県内企業の

競争力強化及び新たな事業展開に結びつくこ

とを目的に、センター重点分野として取り組

む。これらの重点分野は本県の重要な基盤的

産業でもあり、新事業創出やグローバル化な

どを念頭にした中長期的な研究戦略の中で、

短期的な研究についても県内産業界の動向を

見ながら適宜実施する。 

なお、研究テーマの設定、研究成果等の評価

については、センター研究評価委員会を設置

して、各技術分野に応じた外部専門家の意見

を取り入れながら、継続の判断や研究費の配

分等を引き続き実施して効果的な研究マネジ

メントを行う。 

また、得られた研究成果についても、引き続

きセンター研究発表会を開催して関係企業等

へ周知すると共に、その他の成果普及の機会

を活用しながら情報発信を行う 

＜Ｃ＞センター単独研究 

⑤実用化促進研究 ７テーマ 

■人体通信を利用した作業動態管理技術の開

発（R2～R3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■部材軽量化のための異種材料摩擦熱自動ス

ポット接合システム技術の開発（R1～R2） 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ｃ＞センター単独研究 

⑥実用化促進研究 

■人体通信を利用した作業動態管理技術の開発（R2～R3） 
※人体通信技術を利用し、製造作業に必要な動作だけで作業場所や作業時間などのデータを 

収集・分析するシステムの開発 

背景 製造現場において、熟練作業者と一般作業者の作業効率の差異を低減させるために、

作業時間の計測や作業履歴の管理が行われている。 

課題 作業時間の計測や作業履歴の管理を行うためには作業データ収集・分析が必要となる

が、既存の手法は分析に時間を要するとともに作業者への負担となっている。 

概要 人体通信技術を用いて、作業に必要な動作のみで作業時間や作業場所といったデータ

の収集を可能とし、収集したデータを自動的に分析するシステムを開発する。 

成果 ・フレキシブルな材料を用いた通信用電極を試作し、通信可否の評価を行った結果、導 

電性材料または非導電性材料でも導電性材料と組み合わせることで通信用電極として

利用できることが分かった。 

・ＦＭ変調方式を採用した人体通信機器の試作を行い、通信品質の確認実験を行った 

結果、良好な通信動作を確認することが出来た。 

課題と

今後の

対応 

（課題）今年度試作した人体通信機器が、実際の製造現場において安定稼働できるかの 

検証を行う必要がある。 

（今後の対応）今年度試作した人体通信機器を用いた作業分析システムのプロトタイプを 

完成させ、研究所内に模擬的な加工工程を構築し、システムの稼働検証と評価を行う。 

 

■部材軽量化のための異種材料摩擦熱自動スポット接合システム技術の開発（R1～R2） 
※アルミニウムと熱可塑性ＣＦＲＰの摩擦熱接合が可能な自動接合システムを開発する 

背景 金属と樹脂などの異種材料接合技術である摩擦熱接合は、自動車の軽量化技術として

必要性が高まっている。 

課題 金属と樹脂は溶融温度帯が異なることを利用する方法だが、低融点側の樹脂の加熱の

不足や過多が生じやすく、安定した接合強度が得られないなどの課題がある。 

概要 材料温度や加工圧力を測定し、接合部の溶融状況を判断することで、最適な接合が可

能となるシステムを開発した。 

成果 ・接合時間短縮のために工具に予熱を与えアルミニウムと熱可塑性ＣＦＲＰの接合実験を

行ったところ、昇温速度が上昇して接合時間短縮効果が得られ、接合強度も向上した。 

・前年度行った純アルミニウムによる接合に加え工業用部品で広く使用されるアルミニウ

ム合金についても接合を試みたところ、純アルミニウムに比べ温度が上昇しづらいが、接

合条件を見直すことでアルミニウム合金の接合も可能になった。 

課題と

今後の

対応 

基礎的な技術開発は完了したが、実用化には接合時間の短縮などが必要である。今後

は、県内企業などとの共同研究により、製品化を考慮した技術開発に取り組む。 

                          

試作した人体通信機器による 

通信品質評価の様子 

工具予熱実験の様子 

剥離前          剥離後 

a.シリコーンゴムからのインクの剥離試験 

b.剥離試験後のテープ     c.導通試験 
導電性インク塗布シリコーンゴムの剥離・導通性試験 

送信機電極

受信機電極

送信データ

受信データ

送信側(Voltage:2V/div,Time:2.0ms/div)

純アルミニウムとアルミニウム合金の 

温度上昇の違い 
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■シミュレーション技術を活用した小形・薄

肉形状部品の高周波焼入れ技術の高度化  

（R2～R3） 

 

 

■シミュレーション技術を活用した小形・薄肉形状部品の高周波焼入れ技術の高度化（R2～R3） 
※誘導加熱解析法を活用して小形・薄肉形状部品の表面硬化層分布を精密に制御する技術を確立する 

背景 環境エネルギー問題等を背景に、機械部品の表面硬化処理法の転換が進んでおり、小形・

薄肉形状部品に対しても「高周波焼入れ」を適用するケースが増加している。 

課題 小形・薄肉部品の誘導加熱においては、当該工程で用いるワーク保持治具がワークの誘導

加熱に影響を及ぼすことが製造現場で問題視され始めている。しかし、近年、顕在化した問

題であるため十分に検証されていない。 

概要 高周波焼入れ時のワーク保持治具の材質（透磁率、電気抵抗率など）および形状・配置が

磁束の流れに及ぼす影響を解明して、焼入れ硬化層を高精度（0.1mm 単位）に予測できる

誘導加熱シミュレーション技術を確立する。 

成果 誘導加熱の解析手法を構築し、次の 3 点について確認した。 

①室温から 1000℃までの温度依存性を考慮した各種入力データ（材料物性値）の妥当性 

②加熱コイル形状、周波数、電力を変化させた場合の誘導解析の再現性 

③誘導加熱解析で評価可能な項目の限界点 

課題と

今後の

対応 

令和２年度の結果を基に、ワーク保持治具の形状および材質の影響を考慮した誘導加熱解

析手法を構築し、実験検証を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ブランド野菜「大山ブロッコリー」を用い

た高品質冷凍食品の開発（R2～R3）  

 

■ブランド野菜「大山ブロッコリー」を用いた高品質冷凍食品の開発（R2～R3） 
 ※ブランド野菜「大山ブロッコリ－」と呼ぶに相応しい高品質の冷凍ブロッコリーの製造方法を提案する 

背景 鳥取県西部でブランド化がすすめられている「大山ブロッコリ－」について、「大山ブロッコリー」のブ

ランドイメージを保った冷凍食品の供給が検討されている。 

課題 比較的鮮度低下しやすいブロッコリーを高品質な状態で冷凍加工するための保存条件と「大山ブ

ロッコリー」としてのおいしさを保証できる加工条件を明らかにする必要がある。 

概要 原料の一次処理やブランチング方法、凍結条件を検討することでブランド野菜「大山ブロッコリ－」

に相応しい高品質の冷凍ブロッコリーの製造方法を提案する。 

成果 ブランチング温度を低くすると食味、色合いに悪影響を及ぼすことが示唆された。また、ブロッコリ

ー１株ずつ保管試験を行った結果、氷温貯蔵および鮮度保持効果を有する包装資材が有効であ

ることが分かった。加工方法、保存方法について大まかな道筋を作ることができた。 

課題と

今後の

対応 

酵素失活の有無等の詳細なエビデンスや、長期間保存および凍結速度の品質に与える影響など

を解明する。また、冷凍ブロッコリの最新の市場性を調査する。さらに技術移転先として想定される

企業と連携しながら製品化を目指す。 

 

                                     

 ＜Ｃ＞センター単独研究 

⑥可能性探査研究  １５テーマ 
＜Ｃ＞センター単独研究  

⑥可能性探査研究 

□人工知能を用いた外観検査判定精度向上技術の研究 

□合板等に塗布可能な不燃コート剤の開発 

□酸味に特徴のあるビール「サワービール」製造に適した乳酸菌の探索 

□食品パッケージのフォント形状が食品イメージに与える効果 

□機械学習手法を用いた音品質検査のための音源分離技術の開発 

□AI 推論に使用するデバイスの特性比較 

□化学研磨したアルミニウム材の耐食性向上に関する検討 

□低炭素鋼の粗大結晶粒の微細化を目指した熱処理方の検討 

□廃シリコン汚泥リサイクルのためのメカニカルミリング処理による非晶質化の検討 

□制振性に優れたポーラスマグネシウムの開発 

□魚醤油のおいしさを決定する要因の探索 

□多孔質素材を用いたウシ血清蛋白除去カラムの開発 

□脳オルガノイド形成を目指した培養神経細胞における機能評価法の確立 

□液体クロマトグラフ質量分析計を用いた葉酸分析法の確立 

□県産エゴマの特性を活かした加工技術の探索 

□ねばりっこの流通時における保存技術の探索 

 

解析結果（焼入れ硬化層パターン）の妥当性確
認結果の一例（解析対象：歯車） 
歯幅中央断面および歯幅端の各図において、上

図：実物のマクロ腐食写真、下図：解析結果 
 th：誘導加熱における加熱時間 

保存時の重量変化（１株当たり） 
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（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研

究（中長期的視点での研究） 

中期目標で定義された基盤的研究につい

ては、企業との共同研究を想定した「②戦

略的分野研究」やセンター独自の先進的技

術の確立を目指す「④先駆的研究」等によ

り実施する。また、外部資金を活用した関

係機関との大型プロジェクト研究にも取組

み、県内企業への技術移転を推進する。 

 

 

 

 

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研

究（中長期的視点での研究） 

＜Ａ＞トップダウン研究 

重点分野（ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット分野）事

業で実施する研究 

 

◎事業名：「生産性向上を目指したＡＩ・Ｉ

ｏＴ・ロボット導入実証支援に係

わる要素技術の開発」（2019 年～

2022 年） 

    

【研究所間連携研究】 

 

■自動搬送ロボットの障害物検知・自車位置

検知技術（2019～2020） 

「生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ・ロ

ボット導入実証支援に係わる要素技術の

開発 

 

 

 

 

連携研究：MONOZUKURI エキスパート構築検討

事業】 

■面相 AI 画像検査技術の開発 

■成形部品の AI 画像検査技術の開発 

■音情報のＡＩ解析による熟練作業の数値化技

術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国等の助成事業を活用して企業等と取り組む

共同研究 

 

【プロジェクト研究】 

■革新的不動態厚膜形成法によるステンレス配

管・容器溶接部等の高耐食化処理 システムの

実用化開発（R1～R3） 

■酸素充填解凍を用いた生鮮用冷凍水産物の

高品質化技術開発（R1～R2） 

■放射光・FEM を活用した第三世代超高張力鋼

の損傷挙動の解明と逆問題解析への発展（R2

～R4）  

■次世代自動車用配電部材（バスバー等）の高

性能化に寄与する難加工厚板材の革新的曲

げ成形技術の開発 （R2～R4） 

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究（中長期的視点での研究） 

＜Ａ＞トップダウン研究 

■自動搬送ロボットの障害物検知・自車位置検知技術（R1～R2） 

※自動搬送ロボットの位置決めに関して画像認識アルゴリズムの改良と高速演算基板を用いて 

高速化し実用的な精度を得る 

 

背景 近年の人手不足の影響等により、県内の製造業においても、製造現場において搬送工

程のロボット化・自動化のニーズがある。 

課題 現状のシステムは、部品の受け渡しの失敗が多発し、現場ごとのカスタム対応が必要で

あり、技術およびコストの両面で導入に対するハードルとなっている。 

概要 現在市販されている自動搬送ロボットの補完機能として３６０度ステレオカメラを利用し、

自律搬送ロボットの位置および姿勢検出を行う技術を開発した。これにより、より安価で

正確な移動が可能となった。 

成果 自動搬送ロボットの走行デモンストレーションと技術移転を進めた。 

課題と

今後の

対応 

企業の開発案件等に本研究成果を活用し、現場に対応した実装を進める。 

                             

連携研究：MONOZUKURI エキスパート構築検討事業 
■面相 AI 画像検査技術の開発 

研究概要 
検査者の目視で行っている外観検査は勘と経験を必要とするため、検査者による差異が発生する。そこで、機械学習により外観
検査を判別可能とするシステムの検討を行う。 

本 年 度 
実施内容 

・昨年度開発した画像データ収集システムの改良を行った。 
・機械学習の基となる教師データを蓄積した。 

結果概要 
・開発した画像データ収集システムの照明等の見直しを行い、教師データの質が向上した。 
・約 3000 件のサンプルデータを取得し、AI 分析を１ロット分実施した。 

  ■成形部品の AI 画像検査技術の開発 

研究概要 
樹脂製品の検査工程で、熟練検査員が目視検査により外観を合否判定（外観検査）しているものについて、ＡＩを活用して検査
精度の向上を目指す。 

本 年 度 
実施内容 

・検査ターゲットの変更に伴い、機械学習の基となる教師データ取得条件を再度検討した。 
・樹脂製品検査工程に開発した画像データ収集システムを設置し、教師データを蓄積した。 

結果概要 
・１製品につき２パターンの照明環境を整えることで、不良の判別に適切な画像データを取得する方法を確立した。 
・約３０００件のサンプルデータを取得し、AI 分析を実施した。 

■音情報のＡＩ解析による熟練作業の数値化技術 

研究概要 
検査者の聴覚で行っている異音検査は、勘と経験を有するため、検査者による差異が発生する。そこで、機械学習による異音
検査について検討する。 

本 年 度 
実施内容 

音検査追加サンプルデータの収集による AI 判別正答率の検証と、発音体の固定治具変更等による効率的な収集に向けた遮
音箱の改良を行った。 

結果概要 
・追加サンプルテータによる判別正答率には大きな変化が無く、昨年度に開発した異音判別システムの有効性が確認できた。 
・将来の判別工程完全自動化に向け、サンプルの搬入出方向を遮音箱の縦方向から横方向に改良した。また、遮音箱改良が
判別正答率に影響しないことも確認した。 

 

国等の助成事業を活用して企業等と取り組む共同研究 

【プロジェクト研究】 
No. 研究テーマ 共同研究機関 活用資金 新規継続 

① 
革新的不動態厚膜形成法によるステンレス配
管・容器溶接部等の高耐食化処理  システムの
実用化開発 

（株）アサヒメッキ、産総研、電気通信
大学  

令和元年度戦略的基盤技術高度
化支援事業 

継続 

② 
酸素充填解凍を用いた生鮮用冷凍水産物の高
品質化技術開発 

水産研究・教育機構、その他 33 機関 
令和元年度養殖業成長産業化技
術開発事業 

継続 

③ 
柔軟曲面の圧力感知を可能とするセンサーの生
産技術確立と量産対応の研究 

（株）日本マイクロシステム、鳥取大学、
（株）メディビート 

令和元年度  鳥取県産学共同事業
化プロジェクト支援事業 

継続 

④ 
放射光・FEMを活用した第三世代超高張力鋼の
損傷挙動の解明と逆問題解析への発展 

鳥取大学、東北大学、物質・材料研究
機構 

令和２年度科学研究費助成事業 
基盤研究 B 

新規 

⑤ 
次世代自動車用配電部材（バスバー等）の高性
能化に寄与する難加工厚板材の革新的曲げ成
形技術の開発 

（株）田中製作所 
令和２年度戦略的基盤技術高度化
支援事業 

新規 

 

全方位カメラ搭載ロボット 

３次元空間のデータ 距離推定画像 
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＜Ｃ＞センター独自研究： 

③先駆的研究 ３テーマ  

■射出成形による樹脂と金属の接合を可能に

する表面処理方法の開発（R1～R2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ハンドセンサを用いたパワーアシスト調整

機能付き簡易装着型ロボット介護機器の開

発（H30～R2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■生カニの味判別装置開発に向けた基礎技術

開発（R2～R3） 

 

＜Ｃ＞センター独自研究 ③先駆的研究 

■射出成形による樹脂と金属の接合を可能にする表面処理方法の開発（R1～R2） 

※新規な表面処理方法を開発し、射出成形による樹脂と金属の接合を実現する 

背景 自動車や電気機械産業など多くの産業において、軽量化や高付加価値化への

要望からマルチマテリアル化が期待されている。 

課題 樹脂と金属の接合において、現状は専用グレードの樹脂を用いたり、表面処理に

入手困難な薬品を使用しており、汎用性が低い。 

概要 金属の表面処理には塩酸、硫酸、硝酸、りん酸、水酸化ナトリウム、酸化亜鉛等

の工業的によく用いられる薬品のみで処理を行い、標準グレード樹脂との接合に

適した表面処理方法の開発を行った。 

成果 複数の薬品を組み合わせて処理をした金属に、標準グレードの樹脂を射出し、接

合した結果、３０ＭＰａの引張強さのものが得られた。 

課題と

今後の

対応 

金属表面の粗化を行った後、さらに、皮膜処理を施すことにより高強度な接合体

の作製に取り組む。 

 

 

■ハンドセンサを用いたパワーアシスト調整機能付き簡易装着型ロボット介護機器の開発（H30～R2） 

※ハンドセンサによる検出値に応じてパワーアシストする装着型ロボット介護機器を開発する 

背景 介護現場では労災認定の最も多い腰痛を予防するため、装着型ロボット介護機

器の導入が進んでいる。 

課題 作業者の負荷に応じてアシストする市販品は、装着の簡便さや動作安定性に課

題がある。 

概要 ・可能性探査研究でハンドセンサの仕様を変更したハンドセンサ２号機を活用し、

腰部負荷の推定可能なニューラルネットワーク構造の確立を行った。 

・ロボット介護機器の試作開発に向けて、主要部品の選定や構造設計を行った。 

成果 腰部負荷量推定モデルを搭載した装着型ロボット介護機器の試作機が完成し、

筋電位センサを用いて腰部負荷量の計測実験を行った。その結果、腰部負荷量

に応じてアシスト力を調整することで筋電位のピーク値を抑えることとともに、疲労

感の抑制に効果があることを定量的に確認することができた。 

課題と

今後の

対応 

ハンドセンサの商品化と負荷量推定モデルを搭載した装着型ロボットの商品化を

目指して、企業と連携して研究を進める。 

 

 

■生カニの味判別装置開発に向けた基礎技術開発（R2～R3） 

※カニ個体の品質に合わせた加工を実施するために個体ごとに選別できる技術開発を行う。 
背景 紅ズワイガニは外観等で選別が成された後、カゴ（30kg）単位で売買が行われており、過去の

研究で、同じカゴ内のカニでも品質のバラツキがあり、中には高品質なカニが混在しているこ
とが明らかとなっている。 

課題 紅ズワイガニは黒変などの品質低下が発生しやすいことから、取引後速やかに一般的なカニ
加熱加工が施される。カゴの中から高品質であるカニを選別し、その品質維持に合った加工
を実現することが課題である。 

概要 カニ内部の品質を評価するために電気インピーダンス（体脂肪計の原理）で評価する方法を
開発した。また本法でカニを選別した後、その個体ごとの品質（加熱後歩留まり、アミノ酸量、
食塩量など）との相関を確認した。 

成果 カニの細胞外液に含まれる溶質を評価していると考えられる電気インピーダンス法による選
別の結果、実際の品質との相関は良好であった。それぞれ 8%程度の頻度で偽陰性、偽陽
性が見られた。 

課題と

今後の

対応 

現状、スループット性（多検体迅速測定）の向上や、選別後のカニ加工条件決定には至って
いない。今後は上記を補完できる他技術調査や加熱加工条件の検討に取り組む。 

 

 
 

   

ハンドセンサ 

試作機 

カニ選別の様子 

選別後のカニの個体ことの品質 

引張試験後の金属表面に残存した樹脂 

疲労感の計測結果 

（値が小さいほど疲労感が大きい） 
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２ 鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発 （３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

評価項目 

７ 自己評価：Ａ 
令和２年度の特許出願数は１０件となり、KPI④の設定値を上回った。このうち、「企業や研究機関との共同研究」または「企業の課題解決を直接センターが支援」により共同出願に至った発明は５件であ

った。また、センター保有特許の活用を促すために、日頃の技術相談や企業訪問等の技術支援活動をはじめ、ホームページ、研究成果発表会、その他各種イベント等でセンターシーズの情報発信を積極

的に実施した結果、実施許諾件数は昨年度からプラス１２件と大幅に増加して３６件となり、企業での実用化・製品化等に繋がる知的財産活動が進展した。 

これらの活動から、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

県内企業との共同研究を積極的に取り組

み、技術移転を意識した知的財産権の取得を

強化する。また、知的財産権の出願にあたって

は、その有効性について弁理士や関係機関等

からの意見を踏まえて、センター知的財産委

員会において十分に検討した上で実施する。

さらに、保有する発明の県内企業での実用化

を推進し、実施許諾等により広く普及する 

 

 

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

① 知的財産権の取得等 

センターで実施した研究開発等の活動によ

り得た新たな知見や技術については、県内企

業への技術移転を念頭に積極的に知的財産権

の取得を目指す。 

なお、職員から届けのあった発明について

は、センター知的財産委員会においてその妥

当性について十分に検討のうえ、出願、審査請

求、更新等の手続きを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

■KPI④【知的財産権の活用】 出願８件  ⇒ 実績：１０件（対ＫＰＩ ：１２５％） 

［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標３２件/４年 ⇒ R１+R２の数 ５９％   

                      実施許諾件数 ２２件/第４期終了時 ⇒ 今年度で計３６件 ＊年度ごとの数値目標設定なし 

         【進捗状況】 特許出願件数は年間 KPI(８件)を上回り、実績は１０件となった。センター独自研究、企業や研究期間との共同研究 
による技術開発、人材育成等の成果が発明に繋がった。実施許諾件数はプラス１２件と大幅に増加した。 

 

① 知的財産権の取得等 

【実施状況】 

■成果の保護と活用 

zzz＜特許出願＞１０件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称（番号,出願日,出願状況） 概 要 開発経緯 

耐水素脆性及び耐食性に優れるステンレス鋼構造物

並びにその製造方法 
(特願 2020-133347,R2.8.5、企業・産総研等と共同出願) 

ウエットプロセスによりステンレス鋼構造物の表面に形成した金属酸化物皮膜

を不働態化処理した機能膜で被覆した耐水素脆性及び耐食性に優れるステ

ンレス鋼構造物並びにその製造方法 

企業との 
共同研究 

ピッキング装置およびピッキング方法 
(特願 2020-139585,R2.8.20, 単独出願) 

触覚センサを用いた探り動作によるピックアップと幾何形状データの利用による

大まかな位置認識を取り入れたピッキング装置ならびに方法 

センター 

研究開発 

包帯巻き具 
(特願 2020-180112,R2.10.28, 大学・県との共同出願) 

包帯収容部から包帯を引き出す張力を調整する機構を備え、摩擦力による抵抗

を調整することにより一定圧で包帯を巻くことができる包帯巻き具 
受託研究 

ブライン凍結機及びブライン凍結法 
(特願 2020-201000,R2.12.3、企業と共同出願) 

熱交換性能が高い浸漬方式を応用し、厨房でも使用できる小型の冷凍並びに
解凍機能を１台に兼ね備えた冷解凍装置とその装置を使って製造した高品質冷
解凍熟成食品 

研究会事業 

身体負荷推定装置及び身体負荷推定方法 
(特願 2020-175694,R3.１.12、単独出願) 

ハンドセンサを用いた荷重情報と姿勢情報、および筋電位センサを用いた身体

の負荷情報が関連付けられた教師データに基づき学習したモデルを用いて、負

荷を推定する装置 

センター 

研究開発 

醤油加工品及びその製造方法 
（特願 2021-009957,R3.1.26、産総研と共同出願) 

液中硬化被膜法により醤油をカプセル化し、そのカプセルの食感や硬さを調節でき

る技術 

産総研との 
共同研究 

三次元培養法、三次元培養構造体、および三次元培

養構造体の製造方法 
(特願 2021-036219,R3.3.8、企業と共同出願) 

ナノサイズの突起を施した微細構造により超撥水性を持たせた表面上（凸部の間に

平坦部を有する構造）で動物細胞を液状化に培養し、組織再現性の高い細胞塊（ス

フェロイド）を形成させる方法法 

企業との 
共同研究 

金属樹脂接合装置 
(特願 2021-052308,R3.3.25、単独出願) 

金属板とＣＦＲＰ板とを重ね合わせ、金属板側に金属棒を回転させながら押し付ける

ことで発生する摩擦熱をＣＦＲＰ板に伝達させることで樹脂を溶融させ、温度センサや

荷重センサによるモニタリングにより融着を自動判定する技術 

センター 

研究開発 

ﾊﾟﾜｰ半導体用基板の製造方法および耐熱ｶﾞﾗｽ基板  
(特願 2021-056365,R3.3.30、企業と共同出願) 

従来のアルミナ等セラミックス基板よりも安価なガラス基板をデバイス実装基板として
提供する製造方法並びに当該方法を用いた実装基板。 

企業との 
共同研究 

不燃コート剤 
(特願 2021-058681,R2.3.30、単独出願) 

建築用合板に不燃層をコートすることにより不燃性能を付与させる技術 
センター 

研究開発 

中期目標 

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及 

研究着手段階から知的財産権の取得、ならびに県内企業への実施許諾を行うことを強く意識しながら研究に取り組み、その成果により取得した知的財産権を積極的に公開し技術移転を進めるなど、効果的な

知的財産創出サイクルを確立すること。 

なお、知的財産権の取得に当たっては、弁理士等の知的財産専門家を活用して新規性や活用の見込みについて十分検討するとともに、成果の普及においても関係機関と十分連携して取り組むこと。 

［再掲］･･･２ 鳥取県の経済・

産業の発展に資する研究開発 

特願 2020-139585 

ピッキング装置 
特願 2020-201000 

ブライン凍結機 
特願 2021-009957 

醤油カプセル化技術 
特願 2021-058681 

不燃コート剤 

特願 2021-052308 

金属樹脂接合装置 
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＜登録＞特許１０件 

     

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

名称（番号,登録日,出願状況） 概 要 開発経緯 

潤滑剤供給装置及びこの潤滑剤供給装置を

有する成形加工装置並びにこれを用いた成形

加工方法 

(特許第 6707746号,出願日 R1.12.6,登録日 R2 

.5.25、企業との共同出願) 

アルミニウム合金複雑形状品のインパクト成形において、潤滑油の精密制御滴下、ア

ームによる被成形品のダイス金型内への装着保持、ダイス金型内部の清掃を一連の

サイクルとする加工油塗布装置、プレス加工装置、及びプレス加工方法 

企業との 
共同研究 

複雑形状容器部品用金型並びに複雑形状容

器部品及びその製造方法 

(特許第 6713613 号 ,出願日 R1.2.9,登録日

R2.6.8、企業との共同出願) 

容器壁面の材料流動を制御する機構を備えた金型と、金型摩擦による材料流動技

術の開発により複雑形状の容器を成形するインパクト成形法 

企業との 
共同研究 

視線誘導標および同期点滅システム 

(特許第 6754106 号,出願日 H26.12.17,登録日

R2.8.25、企業との共同出願) 

ドライバーの視認性を高めるために、①無線通信によって親機と子機の同期点滅を

行うことができ、さらに親機機能と子機機能の両方を兼ね備える同期システムを持ち、

②車輌などが接触した時の柔軟な屈曲性および自己復元性を持ち、さらに、③同期

点滅システムの着脱ができる形状を持つ視線誘導標を開発した。 

企業との 
共同開発 

離床センサおよび離床状態判定装置 

(特許第 6771295 号,出願日 H28.3.24,登録日

R2.10.1、センター単独出願) 

離床センサにおいて、①温度、湿度の変化に伴う誤検出を低減し離床の精度を高め

るとともに、②マットレスの上部ではなく下部に設置することにより、センサずれ、汚れ

付着、破損を低減させることが可能な静電容量タイプの離床検出手法を開発した。 

センター 

研究開発 

ピッキング装置およびピッキング方法 

(特許第 6811505 号,出願日 R2.8.20,登録日

R2.12.17、センター単独出願) 

触覚センサを用いた探り動作によるピックアップと幾何形状データの利用による大まかな

位置認識を取り入れたピッキング装置ならびに方法 

センター 

研究開発 

関節用デジタル角度計 

(特許第 6815060 号,出願日 H30.10.4,登録日

R2.12.24、企業との共同出願) 

医療行為として手指関節の屈伸を計測する専用のデジタル角度 技術支援 

鼻息検査用具 

(特許第 6822656 号,出願日 H28.11.22,登録日

R3.1.12、センター単独出願) 

鼻息検査において幼児の恐怖心を抑制しつつ正確な計測を可能とし、かつ洗浄・消

毒が可能で清潔な鼻息検査器具用カバー 

センター 

研究開発 

身体負荷推定装置及び身体負荷推定方法 

(特許第 6822715 号,出願日 R2.10.19,登録日

R3.1.12、センター単独出願) 

ハンドセンサを用いた荷重情報と姿勢情報、および筋電位センサを用いた身体の負

荷情報が関連付けられた教師データに基づき学習したモデルを用いて、負荷を推定

する装置 

センター 

研究開発 

水素バリア機能を有するステンレス鋼及びその

製造方法 

(特許第 6853536 号,出願日 H29.5.8,登録日

R3.3.16、企業等との共同出願) 

化学発色処理による表面処理を施して水素脆化防止機能を付加した金属材料及び

水素脆化防止機能を付加するための方法 

企業等との 
共同研究 

三次元培養法、三次元培養構造体、および三

次元培養構造体の製造方法 

(特許第 6854500 号,出願日 H30.9.21,登録日

R3.3.18、企業等との共同出願) 

ナノサイズの突起を施した微細構造により超撥水性を持たせた表面上（モスアイ構

造）で動物細胞を液状化に培養し、組織再現性の高い細胞塊（スフェロイド）を形成さ

せる方法 

企業等との 
共同研究 

現在保有特許権３９件、意匠権３件、出願中３７件･････････計７９件、うち実施許諾３６件 

 

 

 

鼻息検査用具 

特許第６８２２６５６号 

関節用デジタル角度計 

特許第６８１５０６０号 
視線誘導標および同期点滅システム 

特許第６７５４１０６号 
三次元培養構造体 

特許第６８５４５００号 
複雑形状容器部品 

特許第６７１３６１３号 
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② センター発明の普及 

センターの保有する発明については、日頃

の技術支援活動をはじめ、ホームページ、技術

ニュース、センター主催の研究発表会やイベ

ント等の多様な手段により情報発信を行い、

企業等への技術移転を推進する。 

 

 

 

 

 

 ■知的財産委員会の開催（１０回開催） 

  職員からあった勤務発明、特許出願済みの発明についての審査請求、特許登録済みの発明の更新等について審議するために、センター知的財産委員

会を 10 回開催した。 

 

＜審議内容及び結果＞ 

開催日時 審議内容及び結果 

第１回 

R2.4.27 

特 許 の更 新 の可 否 

 〃    

〔精液注入装置〕（更新しない） 

〔触媒を用いた炭素材料の製造方法および炭素材料〕（更新する） 

第２回 

R2.5.14 
職務発明認定及び継承  〔ランダムピッキング装置〕（認定及び継承する） 

第３回 

R2.6.10 

職務発明認定及び継承 

 〃    

特 許 の更 新 の可 否 

 〃      

〔耐水素脆性及び耐食性に優れるステンレス鋼構造物並びにその製造方法〕（認定及び継承する、早期審査請求する） 

〔ハンドセンサを用いた負荷量推定装置〕（認定及び継承する、早期審査請求する） 

〔スフェロイド形成促進剤（第１段分）〕（更新する） 

〔キチン・アスタキサンチン分離生産方法〕（更新する） 

第４回 
R2.8.11 

早期審査請求の可否 

審 査 請 求 の可 否 

PCT 国内移行の可否 

〔三次元培養法、三次元培養構造体、および三次元培養構造体の製造方法〕（早期審査請求する） 

〔包帯巻き具〕（共同出願先の権利放棄による無償譲受を承認する、審査請求する） 

〔関節用デジタル角度計〕（移行しない） 

第５回 

R2.9.18 

優 先 権 主 張 の 可 否 

審 査 請 求 の可 否 

特 許 の更 新 の可 否 

 

〔印刷用和紙〕（認定及び継承する） 

〔包帯巻き具〕（審査請求する） 

〔コラーゲンペプチド含有溶液、コラーゲンペプチド含有粉末、コラーゲンペプチド含有溶液の製造方法及

びコラーゲンペプチド含有粉末の製造方法〕（更新する） 

第６回 

R2.10.7 

特 許 の更 新 の可 否 

 〃   

 〃    

〔タグ取り付け具〕（更新する） 

〔帯状部材取り付け具〕（更新する） 

〔印鑑〕（更新する） 

第７回 
R2.11.10 

職務発明認定及び継承 

 〃    

特 許 の更 新 の可 否 

PCT 国際出願の可否 

〔カプセル化醤油とその製法〕（認定及び継承する） 

〔厨房用小型浸漬式冷解凍装置及び高品質冷凍・解凍熟成食品〕（認定及び継承する） 

〔断熱コーティング組成物及び断熱遮熱塗料〕（審査請求する） 

〔光学式非接触測定用の前処理剤およびスプレー体〕（再審議） 

第８回 

R2.12.10 

審 査 請 求 の可 否 

不服審判請求の可否 

PCT 国際出願の可否 

特 許 の更 新 の可 否 

 〃    

〔羽根車式流量センサ及び流量制御システム〕（審査請求する） 

〔金属ロール端面揃え装置〕（承認する） 

〔光学式非接触測定用の前処理剤およびスプレー体〕（出願を承認する） 

〔紙成形体の製造装置〕（更新する） 

〔紙成形体の製造装置及び紙成形体の製造装置〕（更新する） 

第９回 

R3.2.10 

職務発明認定及び継承 

 〃   

 〃   

特許分割出願の可否 

PCT 国際出願の可否 

審 査 請 求 の可 否 

 〃   

不服審判請求の可否 

特 許 の更 新 の可 否 

〔不燃コート剤〕（認定及び継承する） 

〔摩擦熱を利用した金属と樹脂とのスポット融着技術〕（認定及び継承する） 

〔パワー半導体デバイス用基板並びにその製造方法〕（認定及び継承する） 

〔三次元培養法、三次元培養構造体、および三次元培養構造体の製造方法〕（分割、審査請求を承認する） 

〔三次元培養法、三次元培養構造体、および三次元培養構造体の製造方法（２件）〕（出願を承認する） 

〔スフェロイド形成促進剤の濃縮方法および精製方法〕（審査請求する） 

〔マイクロプレート〕（審査請求する） 

〔金属ロール端面揃え装置〕（承認する） 

〔プリント基板の穴あけ加工方法及びプリント基板の穴あけ加工シート〕（更新する） 

第１０回 

R3.3.3 

特 許 の更 新 の可 否  

 〃   

 〃   

 〃   

〔簡易で効率的な凍結融解濃縮法〕（更新する） 

〔紙成形体の製造方法及び紙成形体の製造装置〕（更新する） 

〔梨果汁添加茶〕（更新しない） 

〔ステンレス鋼発色管理方法およびシステム〕（更新する） 

 

 

 

 

② センター発明の普及 
■情報発信 

県内外で実施した研究成果発表等を通して、保有する特許情報の発信を行った。 

・センター研究成果発表会等により県内企業等へ情報発信 

・IP ビジネスサイト MOBIO「知的財産マッチング（２件）」、「産業技術支援フェア in KANSAI（４件）」で関西広域連合を通して情報発信したほか、中国

地域産業技術連携推進会議等を通して県外企業等へ情報発信した。 

 

■センター発明の企業での活用（実施許諾） 

     第４期中期計画 KPI では第４期終了時点で２２件の実施許諾を目安としているが、令和２年度は令和元年度をさらに上回って１２件の新規実施許諾を行  

った。令和２年度終了時点で３６件のセンター発明が県内企業等に活用される契約を結んでいる。 
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 ＜活用＞実施許諾件数 総数３６件（うち新規１２件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[実施料収入] １１４，３８４円／R２年度 （１２１，０３５円／R１年度）・・・ 実施許諾中の３６件のうち、１１件で実施料収入があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・特許出願、実施許諾共に大幅に進捗し、センター活動の成果が独自技術として発明に繋がってきている。今後は実施料収入増に努める。 

【令和３年度計画での対応】 
 ・保有している発明を積極的に企業へ発信するため、日ごろの技術支援活動、広報活動による情報発信を引き続き積極的に行う。 

 ・PDCA 会議、ｴｸﾞｾﾞｸﾃｨﾌﾞｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ事業、ﾌﾟﾚｺﾝｿｰｼｱﾑ事業により、実施研究の点検、実施前研究の実現可能性などを定期的に検討する。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・企業への実施許諾は第４期 KGI とした技術移転（KPI）には重要なステップであり、今後も県内企業に提供できる知財創出を戦略的に推 

進する。 
 

番号、名称（略記） 

特許第４６０４２７３号 コラーゲンペプチド含有溶液及び含有粉末の製造方法 

特許第４６２０９５８号 印鑑 

特許第４５０１１２９号 和紙成形体の製造方法及び和紙成形体の製造装置 

特許第４４８２６９７号 簡易で効率的な凍結融解濃縮法 

特許第５０９２０７５号 

意匠第１３１５５３２号 

シャフト用治具 

シャフト固定用治具片 

特許第４４１５１６８号 あぶらとり紙 

特許第４２６９３２５号 プリント基板の穴あけ加工方法ト 

特許第５５０４４０８号 マイクロ水力発電システム及びその制御方法 

特許第５３２６１３１号 成膜方法及び硬質被膜被覆部材 

特許第５７２５６４０号 梨果汁添加茶 

特許第６２２９１３５号 タグ取り付け具 

特許第５９６６１２７号 ボイラ装置 

特許第５５７８６４８号 スフェロイド形成促進剤（第１段分） 

特許第６７５４１０６号 視線誘導標および同期点滅システム 

特許第５０９２０７５号 

意匠第１３１５５３２号 

意匠第１５４８８８４号 

シャフト用治具 

シャフト固定用治具片 

シャフト固定用治具片 

特願２０１６-０６７１６０ 金属ロール端面揃え装置 

意匠第１６１２４６５号 時計用カバー 

特願２０１８-１６４１８８ コーヒー茶葉の製造方法及びコーヒー茶葉 

特許第５９９８３１４号 アルミニウム合金の表面処理方法 

特許第６３２６７０９号 ステンレス鋼発色管理方法およびシステム 

特許第６３３７３８３号 化学発色法による発色ステンレス鋼の製造方法 

特許第６５１９０３５号 非磁性高強度ステンレス鋼加工品製造方法等 

特許第 6815060 号 

PCT/JP2019/38085 

関節用デジタル角度計 

特願２０１９-１６９７４７ 印刷用和紙 

番号、名称（略記） 

特許第６６６４６１５号  鍵製造方法および鍵製造ライン 

特許第６７１３６１３号  複雑形状容器部品用金型、容器部品 

特許第６７０７７４６号 潤滑剤供給装置 

特願２０２０-０１８４１９ 金型欠損検出システム 

特願２０１９－０７８５７１ 

PCT/JP2019/38085 

光学式非接触測定用の前処理剤お

よびスプレー体（２件） 

特許第４６５４６１９号 

特許第５４３９６３９号  

筒形紙成形隊の製造方法、製造装置 

特許第４７１６２１１号  丸形紙成形隊の製造方法、製造装置 

特願２０２０－２０１０００ ブライン凍結機及びブライン凍結法 

特願２０１９－２３１８７０ 色ムラ検査装置および色ムラ検査方法 

特願２０２１－０５２３０８  金属樹脂接合装置 

特許第６３３７３８３号 パワー半導体用基板の製造方法等 

番号、名称（略記） 実施料収入 

特許第４５０１１２９号 和紙成形体の製造方法 ３８,４６３円 

特許第６７５４１０６号 視線誘導標と同期点滅システム ２０,２８９円 

特許第４６２０９５８号 印鑑 １３,５９９円 

特許第５９９８３１４号 アルミニウム合金の表面処理方法 １１,８５５円 

特許第４２６９３２５号 プリント基板の穴あけ加工方法 １１,４９６円 

特許第４４８２６９７号 濃縮液抽出方法 １０,３２８円 

特願２０１８－１６４１８８ コーヒー茶葉 ５,７７０円 

特願２０１９－０７８５７１  PCT/JP2019/38085 関節用デジタル角度計  １,５９０円 

特願２０１９－１６９７４７ 印刷用和紙 ４５１円 

特許第６２２９１３５号 タグ取り付け具   ４４０円 

特許第４４１５１６８号 あぶらとり紙 １０３円 

   

   

新規実施許諾（１２件） 
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３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

評価項目 

８ 自己評価：Ａ 

本県の基盤的産業から第４期重点分野まで幅広い専門分野に関する技術研修や、企業の個別課題に対応するオーダーメイド型人材育成を実施した。その結果、参画企業数は延べ３０６社、参加者数

は４５６名、育成者数（中上級者レベル）１４２名となり、ＫＰＩを大幅に上回って進展した。また、重点分野に関する人材育成や複数の研究会から企業への技術移転が生まれるなど、センター要素技術や研究

開発の成果が県内企業に普及・活用される機会として、人材育成事業が有効に機能した。 これらの活動から、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

 企業ニーズの高いオーダーメイド型人材育成メニューの提供など、これまでに培ってきた産業人材育成のノウハウを活かしながら、引き続き積極的に企業内人材等を受け入れるとともに、県内ものづくり

の現場において研究開発力や製造技術・商品化手法等の技術力を高め、あらゆる課題解決に積極的に取り組むことができる、高度産業人材育成に取り組むこと。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

 

【ＫＰＩ⑥】 人材育成メニューの充実 

参画企業：８００社、参加者数：１,６００人、

育成者数：２６０人 

参加企業および参加者数はセンターが実施す

る人材育成事業の延べ数。育成者数は、中上

級者向け人材育成事業の修了者数 

 

 

本県製造現場で活躍する高度技術者の育成

を目的にセンターが長年実施してきたオーダ

ーメイド型人材育成を継続実施するととも

に、第４期に設定する「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボ

ット」、「次世代自動車」、「水産資源を活用

した高付加価値食品」等の重点分野に関する

研究開発、製造技術や商品化手法等の技術力

向上を目指す中上級者向け人材育成を特に強

化して実施する。 

その他、県や機構等の関係機関が行う類似

セミナーや講習会等との連携により効率化を

図り、センターは県内中小企業の製造現場で

活躍する技術者・研究者を対象とした実習形

式の専門研修を中心に人材育成を実施する。 

 

 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

 

【ＫＰＩ⑥】 人材育成メニューの充実 

参画企業：２００社、参加者数：４００人、育

成者数：６５人 

参加企業および参加者数はセンターが実施す

る人材育成事業の延べ数。育成者数は、中上級

者向け人材育成事業の修了者数 

 

 

県内企業の課題解決能力や次世代の新たな

技術課題への対応力の向上を目指して以下の

取り組みを行い、本県成長分野や地域産業に

おける技術力のある高度産業人材の育成を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 鳥取県で活躍する産業人材の育成 

県内企業の技術課題等を解決するため、ものづくりから商品開発までの幅広い分野に対応した各種人材育成事業を実施した。 

■⑥KPI【人材育成メニューの拡充】の達成状況   

 参画企業数 ２００社 → 実績数 ３０６社（対ＫＰＩ ：１５３％） 

参加者数  ４００人 → 実績数 ４５６人（対ＫＰＩ ：１１４％） 

中上級育成者 ６５人 → 実績数 １４２人（対ＫＰＩ ：２１８％） 
［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標 参画企業数  ８００社/４年 ⇒ R１+R２の数 １０６％  、参加者数  １,６００名/４年 ⇒ R１+R２の数 ８０％   

育成者数   ２６０人/４年 ⇒ R１+R２の数 １０２％   

 【進捗状況】 年間 KPI に対し実績は大きく上回り、現時点で第４期 KPI 値に達するなど大幅に進捗している。 
企業ニーズに合致した研修の設定や、センター独自研究をニーズのある分野に的確に普及する活動により、多くの産業人材を育成した。 

【実施状況】                                                   数値は延べ数 

分野 実施状況 項目 
参加企業数

参加者数 

中上級 

育成者数 

重点 

分野 

生産性向上を目指した AI・IoT 技術分野 

①  「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入支援プロジェクト」 ＜新規＞ 

◎中級：ＩｏＴ技術分野（通信・外部機器制御等）、ロボット技術分野（外部機器連携やロボット制

御等）、ＡＩ技術分野（ＡＩ処理、画像認識技術等）など７回開催 

※ロボット制御に関する３回の講習会は新型コロナウィルスの影響で開催中止とした。 

技術基

盤の強

化 

５８社 

８０名 
５４名 

次世代自動車分野 

②  「次世代自動車関連技術研究会事業」 ＜新規＞                          

◎初級：鋳造関連技術セミナー、画像測定器の講習会を開催 

◎中級：超硬材料金型工具の長寿命化対策ワークショップ、車載機器セミナーの実施 

技術応

用力の

強化 

２７社 

５０名 
１２名 

基盤的 

産業 

分野 

電気・機械関連分野 

③  「分析技術能力強化事業」 ＜継続＞  

◎初級：走査電子顕微鏡による低真空観察技術の原理と観察テクニックに関するデモ 

◎中級：熱分析、レオメータ、波長分散蛍光Ｘ線分析装置の基礎と応用に関するデモを実施 

課題解

決能力

の強化 

２１社 

２９名 
８名 

④  「次世代ものづくり人材育成事業」  ＜継続＞               

◎初級：製品設計・シミュレーション評価技術、組織観察および硬さ試験方法や銅の熱処理方

法に関して、座学と実習による個別研修を実施 

課題解

決能力

の強化 

２社 

５名 
－ 

食品関連分野 

⑤  「食品開発･品質技術人材育成事業」 ＜継続＞                           

◎初級：微生物制御、食品のおいしさや香りの測定方法、粉体加工技術に関する座学および

実習形式の研修を実施 

◎中級:おいしさの評価実習を実施（全５回の官能評価トレーニング参加者） 

製品開

発力の

支援 

１３１社 

２０５名 
２２名 

地域産業分野 

⑥  「鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業」 ＜継続＞ 

◎中級：因州和紙の印刷特性の把握とその評価に関する研究会を２回実施 

製品開

発力の

支援 

１２社 

２０名 
８名 

⑦  「清酒製造技術支援事業」 ＜新規＞ 

◎初級：酒成分の分析手法、酒造プラントを活用した試験醸造実習の２回実施 

◎中級：全国新酒鑑評会研究会 ※新型コロナウィルスの影響で開催中止、企業訪問に振替 

製品開

発力の

支援 

１２社 

１８名 
－ 

全分野

対応の 

ｵｰﾀﾞｰﾒｲ

ﾄﾞ型研修 

⑧  「ものづくり人材育成塾」 ＜継続＞                            

◎中上級：企業が抱える技術課題の解決を図るために、企業の要望に応じたオーダーメイド型

研修を実施。課題解決手法習得コース、AI・IoT・ロボット技術習得コース、水産加工

技術習得コースを設定 

課題解

決能力

の強化 

４２社 

５０名 
３８名 

合 計  
４５６名 

３０６社 
１４２名 
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○実施した人材育成事業に多くの企業技術者が参加した。KPI 値を大幅に上回り延べ３０６社、４５６名が参加 

○中上級育成者数も KPI 値（65 名）を大幅に上回って１４２名となった。 

  （要因）AI・IoT・ロボット導入支援プロジェクトの人材育成が、前年度の基礎的講習から実践的研修にステップアップしたことなど。 

○既存製品の改善や新製品開発等に結びついた事例 

事例 内容 人材育成事業 
厨房用ブライン冷解凍
装置の開発 

当センターから飲食店向け簡易ブライン冷凍装置開発を提案した企業がものづくり人

材育成塾に参加され、データ収集等を経て０号機を試作、センター主催研究会参加

飲食店で試運転を行い、特許出願（１２月）、実施許諾（３月）を経て、R3年６月に実

機完成、販売開始予定。 

 
鳥取県水産加工

技術研究会、もの

づくり人材育成塾 

地域特産品を使用し
たビール・発泡酒の製
品化および事業化 

ものづくり人材育成塾において、「地域特産品を使用したビール・発泡酒の試作」をテ

ーマとして実施された㈱鳥プロを中心とした倉吉ビール㈱が、令和２年８月２９日にグ

ランドオープンし、製造販売（目標販売数量２２ｋL）。 

 

ものづくり人材育

成塾 

回転刃組替 アルミコイル製造における板裁断時の回転刃の組み替え作業は、一般的なロボット制

御では挿入が難しい。そこで、フレキシブル型協働ロボットを用いた自動化技術習得

に取り組んだ。高度な力制御を行うことにより回転刃の組み替え作業の自動化技術

が確立でき、今後、実機に組み入れる予定である。 

 

マスク用特殊素材製造
条件の開発 
 

抗ウイルス性素材に関する特許を保有する企業より、新たに抗ウイルス性素材の製造

を再開したいとの相談があった。製造機械が新たになったことで、製造条件を再度検

討する必要が生じたため、ものづくり人材育成塾で受け入れ、粉砕等の製造条件の

検討を支援した。特殊ドロマイト製造条件を確立し、製造が開始、現在、マスクメーカ

ーへ販売している状況。 

 

農業ハウス管理用IoT
低コストシステムの開発 
 

令和元年度に開発したシステムの低コスト化について相談があり、市販の安価な無線

通信モジュールと温湿度センサを用いたセンサデバイスの開発とデータ収集プログラ

ムの改良についてオーダーメイド型人材育成を行い、低コストシステムへの改良を実

現した。 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・人材育成事業に多くの企業技術者の参加があり KPI 値を大幅に上回った。特に、オーダーメイド型研修である「ものづくり人材育成塾」 

で多くの成果があった。今後も育成者の活躍についてフォローアップしていき支援すると共に、研修の改良、改善にも努める。 

・重点分野「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術分野」については、県内製造業の人手不足解消及び生産性の向上が重要であり、その支

援を継続的に行っていく。 

・重点分野「次世代自動車関連分野」については、次世代自動車に求められる「軽量化、低コスト化、電動化等」についての県内企業の取

り組みを勧奨した。現在、自動車メーカーの SDGｓに対する取組が加速化しており、自動車部品関連企業への対応が重要。 

・重点分野「水産資源の高付加価値商品開発」については、鳥取県水産加工技術研究会事業を立ち上げた。研究会で先導的な技術情報を

企業に提供し、新たな取り組みを促していく。 

【令和３年度計画での対応】 
・引き続き、“企業ニーズに合致した研修の設定”や“センター独自技術の普及”、” 提供に繋がる研修の実施”などにより、多くの産業人 

材を育成する。 

・重点分野「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット」については、県からの受託事業を進め、生産性向上のためのＡＩ技術、ＩｏＴ技術、ロボット技術

の最新技術の導入支援、最新技術に係わる人材育成を行い企業の生産性向上を支援する。 

・引き続き、センターエグゼクティブアドバイザー事業などで専門家のアドバイスを得ながら研究員のレベルアップを図り、事業を推進 

する。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
 ・人材育成事業への企業の参加が多く、“技術者の技術開発力向上”、“研修技術による製品化”などの成果に繋がっており、第４期の計画 

は非常に順調に進捗している。 
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 【重点分野】 

＜生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ技術分

野＞ 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入支援プロジェク

ト（新規） 

･･･再掲 

 

県内企業がロボット技術等を積極的に導

入・活用することを可能とするために、 Ａ

Ｉ・ＩｏＴ・ロボットの各分野の専門技術や連

携技術に関する人材育成を行う。 

 

◎中級：ＩｏＴ技術分野（通信・外部機器制御

等）、ロボット技術分野（外部機器連

携やロボット制御等）、ＡＩ技術分野

（ＡＩ処理、画像認識技術等）などの

座学と実習研修。 

◎上級：・ＩｏＴ技術分野（通信・生産工程の

スマート化技術等）、ロボット技術分

野（ロボットピッキング等）、ＡＩ技

術分野（ＡＩの生産工程制御等）など

の実習研修 

・全分野を対象としたロボットシス

テムインテグレーターの専門研修 

・参加企業ごとの導入に向けた課題

に対応する個別研修 

上記想定内容に限定せず、随時、企業要望を企

業訪問等により調査し、研修内容の改善を図

る。。 

 

※人材育成以外の内容は「（４）生産性向上の

ためのＡＩ・ＩｏＴ・ロボット等先端技術の

実装支援」に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【重点分野】 

＜生産性向上を目指したＡＩ・ＩｏＴ技術分野＞ 

■ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット導入支援プロジェクト（新規） 

県内企業がＡＩ・ＩｏＴ・ロボット技術等を積極的に導入・活用可能とするための人材育成研修を行った。ＩｏＴ技術では組み込みマイコン技術、通信技術に関する

実践形式の講習会を、またＡＩ技術では、ＡＩによる画像解析手法や画像検査装置への組み込み手法に関する講習会、またロボット技術では、ロボットシステム開

発において必要とされる基礎知識に関する講習会を開催した。 

項目 概要 

実施状況 参加者数 延べ５８社、８０名 

 

＊育成者の合計は８０名となるが複数の研修に参加した重複者を除き、実績は５４名とした。 

 

 研修内容 
受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 
Ｗｉ－Ｆｉを活用したＩｏＴ実践研修 

開催日：R2.7.3 （鳥取開催） 
中級 座学＆実習  ９社９名 ９名 

２ 
マイコンを利用したＩｏＴデバイス研修 

開催日：R2.9.11-12 （２日間、鳥取開催） 
中級 座学＆実習 ７社１０名 １０名 

３ 
ＡＩアプリケーションの使用方法と画像処理学習モデル構築研修 

開催日：R2.9.25 （鳥取開催） 
中級 座学＆実習 １２社２０名 ２０名 

４ 
産業ロボットシステムインテグレータ基礎研修 

 開催日：R2.10.6-8 （３日間、米子開催） 
中級 座学＆実習 ７社８名 ８名 

５ 
ＡＩ学習モデルの組込・検査装置化研修 

 開催日：R2.10.23 （鳥取開催） 
中級 座学＆実習 1１社２０名 ２０名 

６ 
自動化導入のための生産工程設計基礎研修 

 開催日：R2.11.5-6 （２日間、米子開催） 
中級 座学＆実習  ４社４名 ４名 

７ 
ＡＩ画像外観検査に必要な照明選定と撮像研修 

開催日：R2.11.25 （鳥取開催） 
中級 座学＆実習 ８社９名 ９名 

  

 ＡＩ画像処理研修 ＳＩｅｒ基礎研修 

成果 研修を契機に技術力を高めた企業は、各社個別課題の改善･解決方法に関する相談がセンターにあるなど、主体的に製造・検査工

程の改善やロボット導入に向けた取組を進めている。 

課題と対応 ＜課題＞ 

・県内製造業は、多品種少量・顧客ニーズ対応型で労働集約型の製造形態となっているため、人手不足の状況の中でいかに生産性

向上を図るかが重要、その支援を継続的に行っていく。 

＜対応＞ 

・今後も、生産性向上のためのＡＩ技術、ＩｏＴ技術、ロボット技術に関する最新技術の導入支援、最新技術に係わる人材育成を進めると

ともに、将来的なスマート工場化、企業全体のＤＸ化等にも支援の幅を広げる。 

 

アンケート結果(ｎ＝８２)   
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 ＜次世代自動車分野＞ 

■次世代自動車関連技術研究会事業（新

規）･･･再掲 

 

◎初級：自動車部材に関する「軽量化」･「電

動化」をテーマに関連部品の製造プ

ロセスに係る最新技術、先進事例、市

場動向等に関する講習会を行う。 

 

※講習会以外の内容は、「１（３）新事業の創

出、新分野進出のための支援」に記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜次世代自動車分野＞ 
■次世代自動車関連技術研究会事業（新規） 

第４期中期計画における重点分野の一つである「次世代自動車分野」について関係企業等との情報交換や意見交換等を行い、県内企業の競争力強化及び

新たな事業展開を推進した。 

項目 概要 

実施状況 参加者数 延べ２７社、５０名 

 研修内容 
受講 
レベル 

形式 
企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 軽量化技術分科会 鋳造関連技術セミナー 
 （開催日：R２.８.２７、R３.３.２３） 
「鋳造関連産業を取り巻く課題と技術対策｣、実地見学会他   

初級 座学 ９社１９名 － 

２ 軽量化技術分科会 超硬材料金型工具の長寿命化対策ワー
クショップ  （開催日：R２.１０.３０） 
「金属加工における金型・工具の長寿命化に向けて｣他 

中級 座学＆実習 ７社１２名 １２名 

３ 画像測定機技術講習会  （開催日：R３.２.１７） 
「画像測定機による精密測定と関連する国際規格の動き｣他 

中級 座学＆実習 ７社１０名 － 

４ 車載関連技術分科会 パワーデバイス部品・実装基板の熱対
策ワークショップセミナー  （開催日：R３.３.１２） 
「基礎からの熱対策・熱設計・評価方法｣ 

中級 座学＆実習 ４社９名 － 

 

 

成  果 自動車部品関連企業の課題について、次世代自動車に求められる「軽量化、低コスト化、電動化」に関する技術セミナー、ワークショ

ップを開催した。その結果、鋳肌加工性改善の共同研究に繋がるなどの成果が得られた。 

課題と対応 ＜課題＞自動車メーカーのSDGｓ・脱炭素化への動きが加速化しており、自動車メーカーの次世代自動車への新しい動きが、自動車

部品関連企業に大きな影響を与える。 

＜対応＞SDGｓ・脱炭素化に関連した先導的な技術情報を企業に提供し、新たな取組を促進する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基盤的産業分野】 

＜電気・機械関連分野＞ 

■分析技術能力強化事業（継続） 

県内の電気・電子分野、機械・金属分野の技

術者に対する分析技術の向上を図るため、各

種分析機器（電子顕微鏡、波長分散型蛍光 X 線

分析装置、熱分析装置など）を用いた講習と実

習を行う。また、企業要望の多い「鉄鋼材料の

成分分析」をテーマとした実習についても実

施する。 

◎初級：製品の品質管理の基礎分析技術とし 

て、電子顕微鏡装置の原理、試料作製や観

察時の測定テクニック等について座学と実

習による講習を行う。 

◎中級：製品中の極微量金属成分分析、電子部 

品の熱物性評価、電子材料の加工性に影響 

する粘性評価等の製品開発や品質評価に関 

する分析・評価手法を習得する実践的な技 

術研修会を行う。 

・波長分散型蛍光 X 線分析装置講習会 

（座学と実習） 

・熱分析装置講習会（座学と実習） 

・レオメーター講習会（座学と実習） 

◎上級：鉄鋼材料の成分分析について、複数の 

分析機器（走査電子顕微鏡、蛍光Ｘ線分析装 

置、ＩＣＰ発光分光分析装置、炭素硫黄同時 

分析装置）を用いた一連の分析手法につい 

て、各装置の長所・短所の紹介を交えなが 

ら、分析から解析まで実習形式により行う。 

【基盤的産業分野】 

＜電気・機械関連分野＞ 
■分析技術能力強化事業（継続） 

県内の電気・電子、機械・金属関係の技術者に対する分析技術の向上を図るためのセミナーを開催した。 

項目 概要 

実施状況 参加者数 延べ２１社、２９名 

 
研修内容 

受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 電子顕微鏡セミナー～低真空観察技術～ （開催日：R２.１0.１５） 初級 座学 ７社１１名 － 

２ 熱分析の基礎と応用～試料観察機能によるその場観察～   

（開催日：R３.２.４） 
中級 座学＆実習 ４社４名 ４名 

３ はじめてでもわかるレオロジーの基礎と応用 （開催日：R３.２.２６） 中級 座学＆実習 ６社７名 ７名 

４ 波長分散型蛍光Ｘ線分析装置 中級セミナー（開催日：R３.３.２５） 中級 座学＆実習 ４社７名 － 

＊育成者の合計は１０名となるが複数の研修に参加した重複者を除き、８名とした。 

 

  

第３回セミナー 第４回セミナー 
 

成  果 ・企業技術者に対して、センターの機器を自分で活用してもらえるように講習会を開催し、利用の促進に繋がった。 

・セミナーを受講して、新製品の開発のためのデータ収集ができることが分かり、新製品開発に役立てられた。 

課題と対応 ・コロナ渦における開催となり、講演はＷｅｂ形式で行うことができたが、実習・実演については開催方式について課題が残った。 

・企業の要望を重視し、それに対応できるセミナーを検討する。 
 

アンケート

結果 

(ｎ＝４３)   

鋳造関連技術セミナー 長寿命化対策ワークショップ 

アンケート結果(n=２４) 
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 ＜機械関連分野＞ 

■次世代ものづくり人材育成事業（継続） 

製造業におけるものづくり技術の向上のた

めに、先端的ものづくり技術に関する技術講

習会を実施する。 

 

◎初級：外部専門家による最新動向や最新事

例等に関する技術講習会を行う。 

◎中級：機械加工技術分野（ワイヤーカット

放電加工）、計測技術分野（３次元

測定）、加工技術分野（切削シミュ

レーション）、設計・評価技術分野

（製品設計・シミュレーション評

価）、材料評価技術分野（材料の強

度評価、微細組織観察、熱処理技

術）等の４分野７講座から、企業要

望に応じて座学と実習による技術講

習会を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

＜機械関連分野＞ 
■次世代ものづくり人材育成事業（継続） 

製造業におけるものづくり技術の向上のために、設計・評価技術分野（製品設計・シミュレーション評価）、材料評価技術分野（微細組織観察、熱処理技術）の

座学と実習形式による技術講習会を実施し、２社５名の育成を行った。 

項目 概要 

実施状況 参加者数、２社５名 

 研修内容 受講レベル 形式 
企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 
講座分野：製品設計、評価技術（実施回数：１回） 

「製品設計・シミュレーション評価技術」 
初級 座学＆実習 １社４名 － 

２ 
講座分野：材料評価技術（実施回数：１回） 

「組織観察及び硬さ試験方法」、「鋼の熱処理」 
初級 座学＆実習 １社１名 － 

 

 

 

 

 

 

 

 

講習会の様子 

成  果 ・製造設計及び熱処理について、実習を伴った講習会を行った結果、現場作業者の理解が深まった。 

課題と対応 ・県内外の他機関で、類似の講習会が開催されており、連携または棲み分けを調整する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜食品関連分野＞ 

■食品開発・品質技術人材育成事業（継続） 

食品開発に必要な技術、品質管理に不可欠

な知識と技能の習得を目指して、食品の製造

や品質管理のための技術研修のほか、商品開

発支援棟及び健康美容創出室に導入した機器

を用いた実演やその活用事例の説明を行う技

術講習会を実施する。 

 

◎初 級：食品の品質管理や製品の品質向上

に必要な加工方法や評価方法を習

得するため、微生物検査、賞味期

限・消費期限設定、粉末乾燥化、食

品の殺菌について基本的な手法に

ついて講義形式の研修を行う。 

◎中上級：新規食品開発のための健康機能性

成分の高度分析やおいしさ等の客

観的評価手法（企業内官能検査パ

ネラー育成を含む）習得に関する

実技研修を行う。 

・LC-MS/MS による食品成分測定技

術研修 

・食品のおいしさ、かおりの測定手  

法研修 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜食品関連分野＞ 
■食品開発・品質技術人材育成事業（継続）  

食品の品質管理や新商品の開発を行う食品関連企業、６次産業・農商工連携の事業者などの担当者を対象に、製品の品質向上や加工方法・評価手法の習

得、高品質加工や機能性成分分析・評価の実習等を実施し、付加価値の高い食品開発などに取り組める人材の育成を行った。 

項目 概要 

実施状況 参加者数 延べ１３１社、２０５名 

 
研修内容 

受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 賞味期限延長を実現するための微生物制御技術 開催日：R２.７.３０ 初級 座学 ３６社３９名 － 

２ 

食品のおいしさ、かおりの測定手法研修（初級） 開催日：R２.１０.８ 初級 座学 ７１社１３９名 － 

食品のおいしさ、かおりの測定手法研修（中級） 
開催日：R２.1１.５、R２.1２.３、R３.1.１４、R３.２.４、R３.３.４（５回） 

中級 実習 １０社２２名 ２２名 

３ 食品素材の乾燥・粉末化技術講習会  開催日：R３.３.２５ 初級 座学 ２４社２７名 － 

 

 

成  果 ［賞味期限延長を実現するための微生物制御技術講習会］ 

・食品製造事業者に加え、６次産業事業者、飲食業など、従来よりも幅広い事業者の参加により、コロナ禍を乗り越えるための商品

開発や賞味期限延長などに繋がる技術支援事例が増加した。 

・研修会後のアンケートにあった要望に対応してフォローアップ企業訪問を実施し、機器利用等による保存性の確認等に繋がった 

［おいしさ・かおり測定手法研修］ 

・自社で官能評価パネリストの養成を行いたいという企業ができ、パネリスト育成のための手順等の個別指導につながった。 

［食品素材の乾燥粉末化技術講習会］ 

・講習会参加企業に企業訪問したところ、粉末の菌数低減を検討されていた。原料の洗浄方法等の技術支援を予定。 

課題と対応 ［賞味期限延長を実現するための微生物制御技術講習会］要望が高い「静菌技術」、「微生物制御技術」の事例紹介を行う。 

［おいしさ・かおり測定手法研修］時間が長いという指摘があったので、初級向け講習を短時間で行う。 

［食品素材の乾燥・粉末化講習会］企業訪問等を併せて行い効果を高める。 
 

受講者アンケート

（n=９０） 

アンケート結果

(ｎ＝５)   

微生物制御技術講習会 乾燥粉末化技術講習会 おいしさ・かおり研修  官能評価トレーニング  
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 ＜地域産業分野＞ 

■鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業（継

続）・・・再掲 

業界要望の強い“プロ用印刷適性和紙”、“和

紙製品の新たな用途開発”についての技術講

習会を行う。 

 

◎初級：新規用途開発を目的として、“セルロ

ースナノファイバー”や“不織布”を

テーマとしてワークショップ形式の

技術講習会を開催する。 

◎中級：プロ用印刷機を用いて、センター内で

企業技術者と共に試作した和紙の印

刷適性評価及び改良試作を研究会方

式により実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜地域産業分野＞ 
■鳥取伝統和紙高度利用促進支援事業（継続） 

印刷適性に優れた和紙製造と技術者育成を目的に、和紙製造事業者、紙販売事業者を対象とした技術講習会を開催した。技術講習会は講習、実習、意

見交換で構成。実習人数および新型コロナウィルス感染対策を考慮し、定員をしぼり、同内容のものを２回開催した。 

項目 概要 

実施状況 参加者数 延べ１２社、２０名 

 
研修内容 

受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 鳥取伝統和紙高度利用研究会 （開催日：R２.１１.２７と１２.４） 

  内容：因州和紙の印刷特性の把握とその特性の評価 
中級 座学＆実習 １２社２０名 ８名 

   ＊研修終了後、個別に実機での製造試験を実施した者について育成者とした 

各社が持参した多様な和紙にインクジェットプリントを行い、それらを比較、参加者間での意見交換を通じて因州和紙の印刷特性

の把握と評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講習 実習 

成  果 技術移転に向けて機械抄き、手漉き和紙事業者が計３回現場試作を行い、実用化の検討を行った。 

課題と対応 ＜課題＞ 

・開発技術「印刷用和紙」の技術普及、技術移転を進めるため、事業所ごとの製造設備、規模に合わせた個別対応が今後必要。 

・開発したインクジェット向け印刷用和紙はプロ写真家、愛好家向けの商品であり、グラビア印刷向け商品の検討も必要。 

・今後、和紙の高度利用を図るには、印刷以外の用途展開についても検討する必要がある。 

＜対応＞ 

・令和３年度は印刷用和紙の商品展開をにらみ、グラビア印刷をテーマとした講習会を開催する。 

・因州和紙の新規用途開発を目的として“セルロースナノファイバー”等を用いた機能性和紙をテーマとした講習会を開催する。 
 

 ■清酒製造技術支援事業（新規） 

製麹から仕込みまでの製造技術や製造管理

に必要な分析手法に関する技術講習会を行

う。また、全国新酒鑑評会への入賞率の向上を

目指した勉強会を実施する。 

 

◎初級：酒造プラントを活用して製麹から仕

込みまでの試験醸造のほか、原料米

の溶解性やグルコース分析等の分析

手法に関する実習形式の技術講習会

を行う。       

◎中級：全国新酒鑑評会への出品酒および出

品候補酒のきき酒評価や各社の製造

についての意見交換を研究会形式に

より行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■清酒製造技術支援事業（新規） 

若手製造技術者のさらなる技術向上と共に、ブランド力向上を目的に、「吟醸酒製造」をテーマとして、吟醸酒製造管理技術や最新情報の取得のためのセミナ

ー及び要望に応じて酒造プラントを活用した試験醸造を行う。 

項目 概要 

実施状況 参加者数 延べ１２社、１８名 

 
研修内容 

受講 

レベル 
形式 

企業数 

参加者数 
育成者数 

１ 
全国新酒鑑評会研究会  
※コロナウィルス感染拡大で中止 個別の企業訪問で対応（５社） 中級 研究会 開催中止※ － 

２ 
分析手法講習会  （開催日：Ｒ２.１１.２６） 

原料米の溶解性評価（尿素崩壊性）とグルコース分析の実習等 初級 
座学＆

実習 
１０社１６名 － 

３ 
試験醸造講習会（開催日：Ｒ２.３月） 
 内容：酒造ﾌﾟﾗﾝﾄを活用した試験醸造（ﾀﾗｲ製麹、ﾓﾛﾐ仕込） 初級 実習 ２社２名 － 

 

 

 

成  果 ・紹介した簡易なグルコース分析手法を今後の製造管理の参考にしたいとの意見が多くあり、品質管理向上に役立てていただいた。 

・産業技術センターでの試験醸造で、タライ製麹について情報提供し、今後の製造技術に役立てていただいた。 

課題と対応 ＜課題＞他の製掬法、分析手法や小仕込み研修のニーズを把握した。 

＜対応＞実施した製掬・仕込み研修等の要望が大きいことから、引き続き支援事業において実施する。 
 

受講者アンケート 
（n=１８） 

アンケート（n=１９）  

分析手法講習会 試験醸造会 
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 【全産業分野を対象としたオーダーメイド型

研修】 

■ものづくり人材育成塾（継続） 

 

◎中上級：県内企業等の製品開発力・品質管理

技術等の向上を目的に、参加企業が

自らの課題を持ち込み、その課題解

決にセンター職員と取り組むオーダ

ーメイド型研修等を行う。 

    ・課題解決手法習得コース 

    ・AI・IoT・ロボット技術習得コース 

    ・水産物加工技術習得コース 

 

【企業現場の技術的課題に対応したオーダーメイド型の研修】 
■ものづくり人材育成塾・・・「オーダーメイド型の研修の実施」 

企業の抱える技術課題に対してオーダーメイド型の実習研修を行った。                                             

項目 概要 

実施状況 ○参加状況  

受け入れコ―ス 担 当  
参加者 

企業数 人数 

課題解決手法習得コース   

［電子・有機素材研究所］ 

電子部品の信頼性技術／ハードウェア･ソフトウェア制御技術／電気・電子

製品の材料利用技術／紙製品の製造技術及び製品性能評価技術／プラ

スチック成形加工に関する研究／機能性材料に関する研究／バイオマス

変換技術に関する研究／酒類製造技術／微生物応用技術／木製品等の

製造技術及び性能評価技術 

［機械素材研究所］ 

機械加工技術／計測技術／生産システム化技術／３次元ソフトを利用した

評価技術／金属材料の表面処理技術／金属材料の成形加工技術／環

境リサイクル技術／その他無機材料等の利用技術 

［食品開発研究所］ 

食品衛生管理技術／食品加工技術／農産物等の食品素材化及び応用

技術／健康志向型食品及び美容関連素材の開発／機能性評価技術 

電子システム担当  １ １ 

有機・発酵担当 ７ ７ 

機械素材研究所 １ ２ 

機械・計測制御担当 ２ ３ 

無機材料担当 ５ ９ 

水畜産食品担当 ５ ５ 

農産食品・菓子担当 １２ １２ 

計 ３３ ３９ 

AI・IoT・ロボット技術習得コース ※令和２年度新設コース 

電子システム担当 １ １ 

機械・計測制御担当 ４ ６ 

計 ５ ７ 

水産加工技術習得コース         ※令和２年度新設コース 水畜産食品担当 ４ ４ 

計 ４２ ５０ 

※令和２年度から令和３年度へ受講継続９名（９社） 

 

 

 （受講コースの内訳） 

受入分野別では食品分野が最も多く約５割程度と高い割合を占め、中でも「食品の機能性評価」、「農産物等の食品素材化」およ

び「健康食品」への関心が高かった。 

研究所 受入分野コース 参加者数（名） 企業数（社） 

電子・有機素材 

研究所 

ハードウエア／ソフトウエア制御技術 １ １ 

木製品等の製造技術及び性能評価技術 ２ ２ 

酒類製造技術 ３ ３ 

機能性材料に関する研究 ２ ２ 

 小計 ８ ８ 

機械素材研究所 

機械加工技術 ２ １ 

金属材料の成形加工技術 ３ １ 

３次元ソフトを利用した評価技術 １ １ 

環境リサイクル技術 ４ ２ 

金属材料の表面処理技術 ２ ２ 

その他無機材料等の利用技術 ２ １ 

 小計  １４ ８ 

食品開発研究所 

機能性評価技術 ５ ５ 

農産物等の食品素材化及び応用技術 ８ ８ 

健康志向型食品及び美容関連素材の開発 ３ ３ 

食品加工技術 １ １ 

  小計 １７ １７ 

 計 ３９ ３３ 
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○アンケートの実施 

＜参加者向けアンケート＞ 

令和２年度の研修修了者を対象に、満足度や事業の活用効果等について調査した。 

対象数：３１社３７名  回答数：３０社３３名（回収率：８９％） 

 

 
 

 

（主な意見） 

・他社とのコラボが可能となり、えごま煎餅、えごま食パンの２アイテム発売に繋がった。賞味期限の延長にも繋がった。 

・自社はちみつの成分が国際規格に当てはまることが確認できた。 

・レジンテーブルの受注を渋っていたが、本研修の後に受注し現在製作中。今回の研修がなければ難しかった。 

・手作業による工程を、ロボットを用いた自動化に置き換えるための基礎ができた。 

・農業施設での温度・湿度の確認が施設に行かなくても確認・監視ができるようになった。 

・酵母の発酵力・ビール醸造特性の評価する手法を学ぶことができた。 

＜経営者向けアンケート＞ 

研修終了後６ヶ月以上経過した企業の経営者層を対象に、企業技術者の人材育成や技術力向上等にどのように役立ち、 

活用されているかを調査した。 

対象数：２３社（平成元年７月から令和２年６月までに修了した企業）   回答数：１９社（回答率：８３％） 

（経営層向けアンケート） （割合） （ 回 答 数 ） 

人材育成の満足度 大変満足、満足 ９５％ １９ 

技術力向上や生産性

向上等への活用度 

非常に活かされている、活かされている ７９％ １９ 

（主な意見） 

「トランス脂肪酸の自社分析が可能となった」、「無機レジストインキの試作品完成」、「東京 2020 公式ライセンス商品成立、

ロシア美術館での展示、他ラインナップの商品化」、「黒らっきょうの品質向上」、「複数種類のブドウを使った白ワインの製

造技術を習得できた」、「鋳物ガス欠損の低減」、「ファインバブルによる洗車洗浄が実用化された」 

項  目            回答内容 （割合） （ 回 答 数 ） 

研修内容満足度 大変満足、満足 １００％  ３３ 

業務の有益性満足度 とても役立った 、役立った １００％  ３３ 

目的到達満足度 十分達成した 、ほぼ達成した  ７６％  ３３ 

成  果 ○研修の活用効果（アンケート調査結果） 

参加者および経営者向けのアンケートを実施した結果、「研修内容満足度（参加者向け）」、「業務の有益性の満足度（参加者向

け）」は１００％、「人材育成の満足度（経営者向け）」は９５％であり、本事業が企業に有効に活用されている。効果の内訳では、「新

製品開発」の回答がもっとも多く、課題持ち込み型のオーダーメード研修ならではの効果が現れている結果となった。 

○研修で習得した技術により、実用化へ繋がった事例 

［IoTを活用したデータセンシングの基礎研究］ 

農業用ハウスの環境データ収集を行うIoT機器の開発について、システムの低コスト化実現に関する相談があり、市販の安

価な無線通信モジュールと温湿度センサを活用したセンサデバイスの開発とそれに伴う実証実験用IoTシステムの改良につい

て支援を行った。その結果、システム開発の低コスト化を実現することができた。 

［地域特産品を使用したビール・発泡酒の試作］ 

本研修に申し込まれた(株)鳥プロを中心に、倉吉ビール(株)が設立された。令和２年８月２９日にグランドオープンし、製造

販売している（目標販売数量２２ｋL） 

[ステンレス材料のロット（組成）違いによる発色色調バラツキへの影響] 

ステンレス鋼の化学発色時に色調のバラツキが見られ、原因究明したいとの相談。材料ロットの違い≒組成の違い着目し、

波長分散型蛍光Ｘ線分析装置を活用した組成分析法を取得したことで、特定成分の僅かな含有量の差も一因であると確認

し、より安定した製造に繋がった。 

［焼却灰および焼却灰固化製品中の有害元素の簡易分析方法の検討］ 

焼却灰固化製品の有害元素の定期検査をしているが、操作が煩雑で手間と時間を要するため、簡易法を検討したいとの

相談。波長分散型蛍光X線分析装置を活用した簡易・迅速法について助言。従来法に比べ大幅に分析所要時間を短縮で

きることを見出し、品質管理の迅速化に貢献。 

  ［乾シイタケ抽出物の抗炎症作用の検証-LPS 誘導性遺伝子発現解析］ 

乾シイタケ抽出物の抗炎症性作用を検討したいとの相談を受け、ものづくり人材育成塾で動物培養細胞を用いた抗炎症

性評価の指導・支援を行った。数種類の乾シイタケ抽出物を用い、炎症や抗炎症に関する遺伝子発現の把握に繋がった。 

[日本ハチミツから採取したハチミツの特徴解析と新商品の開発]  

新規事業として養蜂事業に取り組み、製造するハチミツについて、ものづくり人材育成塾を活用した品質管理に関する検

査手技習得・品質管理担当者の育成を支援した。さらに、製品の特徴づけのために香りに関する分析を支援し、目標通りに

商品化することができた。 

課題と対応 本事業は、企業の個別技術課題の解決を目的として受け入れる人材育成であるため、企業技術者の育成だけでなく、実際に製品

化に繋がる開発事例も多い。非常に人気のある事業であるので、引き続き研修の充実を図る。 

令和３年度は、第４期中期計画の重点分野企業の個別の技術課題に対し速やかに取り組み、中上級の企業技術者育成を継続実

施する 
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４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

評価項目 

９ 自己評価：Ａ 

令和２年度は、産業技術総合研究所との連携が共同研究に進展、県内支援機関との合同企業支援の実施、国の競争的資金プロジェクトの獲得に繋がるなど、令和元年度より強化してきた

県内外の関係機関との連携活動が着実に進展した。具体的には、産総研との共同研究においてはセンター主導の独自技術開発により特許出願に発展した。さらに、外部専門家を交えた検討

会等を主導的に行い、事業化に向けての企業課題を明確にしてサポイン事業への応募・獲得に繋がった。そのほか、鳥取県産業振興機構・鳥取県信用保証協会との連携検討会や合同企業訪

問等の活動を行い、企業と共同で競争的外部資金の獲得やトライアル発注対象品への登録、特許出願等の成果が得られた。 

これらの活動から、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した 

中期目標 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

 企業の技術開発や事業化を目指した取組を強力に支援するため、自前主義によるサービス提供だけに依ることなく、公益財団法人鳥取県産業振興機構など産業支援機関、国立大学法人鳥取大学など学術機

関に加え金融機関などの県内機関はもとより、国立研究開発法人産業技術総合研究所や他県公設試験研究機関などの県外機関とも迅速かつ緊密に連携し、センターによる提供サービスの質的向上をより一層

図ること。その際、企業現場の課題を共有し解決策を提供するため、センターが主体性を発揮しながら、関係機関との連携支援体制を構築すること。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

 

【ＫＰＩ⑦】県内外機関との連携支援プロジ

ェクト件数：４０件 

※センターが主体的に組成するもの 

 

県内企業への技術移転を目指した県内外

の関係機関との連携による大型研究開発プ

ロジェクトを積極的に推進する。特にセン

ターの技術シーズを基にした研究プロジェ

クトの組成を強化する。 

さらに、機構等の産業支援機関との連携

により企業現場の課題を共有し、技術支援

のみにとどまらず、市場獲得、経営強化ま

での総合的な支援体制を構築し、県内企業

の事業拡大に貢献していく。 

また、国立研究開発法人産業技術総合研

究所（以下「産総研」という。）との連携を

深め、センター単独または産総研単独では

困難な技術支援については互いに補完する

など、県内企業への提供サービスの質的向

上を図る。 

 

◎県内外機関との連携支援プロジェクト

件数：４０件 

※センターが主体的に組成するもの。 

 

 

 

４ 県内外機関との連携支援体制の構築 

 

【ＫＰＩ⑦】県内外機関との連携支援プロジ

ェクト件数：１０件 

 

関係機関との情報交換や連絡調整などを行

い、業務の効率化、有効性の向上に努めるとと

もに、県内企業への支援を行うなかで、センタ

ー単独より関係機関との連携により実施する

ことが有効と思われる案件については、積極

的に専門機関と共同で各種事業を実施する。 

 

 

①共同研究プロジェクト 

県内企業への技術移転を目指した大型研究

開発プロジェクトを関係機関と連携して推進

する。 

 

【実施予定のプロジェクト】 

 

■革新的不動態厚膜形成法によるステンレス

配管・容器溶接部等の高耐食化処理システム

の実用化開発 （R1～R3） 

［連携先］（株）アサヒメッキ、産総研、電気

通信大学、機構   

［活用事業］令和元年度戦略的基盤技術高度

化支援事業（サポイン）・経済産業省 

 

■酸素充填解凍を用いた生鮮用冷凍水産物の

高品質化技術開発 （R1～R2） 

［連携先］水産研究・教育機構、東京海洋大

学、その他大学、公設試、漁業協同組合等

の３３機関 

［活用事業］養殖業成長産業化技術開発事

業・水産庁 

 

■柔軟曲面の圧力感知を可能とするセンサー

の生産技術確立と量産対応の研究（R1～R3） 

 

［連携先］（株）日本マイクロシステム、鳥

取大学、（株）メディビート、機構 

［活用事業］和元年度採択鳥取県産学共同

事業化プロジェクト支援事業・鳥取県 

※詳細内容は「２（１）企業の収益力向上を目

指す実用化研究（短期的視点での研究）、（２）

未来の経済・産業発展に貢献する基盤的研究

（中長期的視点での研究）」に記載 

 

また、センターが主導的に組成する企業等と

4 県内外機関との連携支援体制の構築 
 

■KPI⑦【県内外機関との連携支援プロジェクト】１０件  ⇒ 実績数１７（対ＫＰＩ ：１７０％） 
［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標 40 件/４年 ⇒ R１+R２の数 ８０％   

             【進捗状況】 年間 KPI(１０件)を上回り、実績は１７件となった。第４期 KPI(４０件)に対しても８０%の進捗となった。 

   ■センターが主体的に関係機関との連携により試みた活動（１７件）は次の通りである。 
分類 件数 連携先 概要 実施効果 

３機関連携支
援 

１件 
産 業 振 興 機
構、信用保証
協会 

センターを含む３機関が連携した企業支援を行うため検討会を開
催（8 回）。センターの技術支援先を中心に４社への合同企業訪問
を行った。 
また、8 社の支援案件の情報を共有し、今後の対策や方向性につ
いて協議を行い、各機関にて支援へ発展した。 

・合同企業訪問で抽出した製品の 

「鳥取県トライアル発注」登録を支援 

・県の創業・ベンチャー支援の助成

金を紹介し、県との顔繋ぎを行った。 

・冷凍技術について熱分析手法を

提案し、センターで支援した。 

事業拡大支援 １件 
産 業 振 興 機
構、信用保証
協会 

事業拡大のため工場移設を検討している酒造会社に合同企業訪
問し、工場移設に伴う品質変化等の懸念に対する技術課題につい
て情報提供した。 

センターの技術支援を紹介し、事業

化に向け継続検討中。 

商品開発支援 

１件 
信 用 保 証 協
会、産業振興
機構 

極低温の冷凍技術を有する企業に合同企業訪問し、独自技術を
活用した商品展開について支援した。 

・企業の極低温技術とセンターの食

品冷凍技術を組合せ権利化した。 

・HP の刷新を提案、広報強化へ。 

１件 鳥取大学 
「病院内減塩食品の開発」に向けて、病院と連携を図り、開発の方
向性などを協議した。 

試作品を病院で評価していただくこ

とになった。 

受注獲得支援 １件 産業振興機構 
産業機構主催の「自動車部品研究会」に参画する県内企業２社を
合同訪問し、自動車メーカーに独自技術を PR し受注獲得を図る
「オンライン商談会」について情報提供した。 

新たな商談方法を提案し、受注機

会の拡大に繋がった。 

他機関との合
同職員研修会 

１件 
産 業 振 興 機
構、信用保証
協会 

企業支援の中心的な存在となる職員を養成することを目的に、産
業支援機関の中堅職員を対象とした合同職員研修を実施した。 

メンバーやチームで円滑に業務を遂

行するためのポイントを習得した。 

産総研との共
同研究 

１件 産総研 
「地域資源を活用した高機能食品開発」に関する共同研究を実施
し、県内食品企業が保有するシーズを実用化するためのミーティン
グ（6 回）や技術移転に向けた企業訪問を実施した。 

研究成果の一部を県内企業に技術

移転予定。 

産総研との連
携 

１件 産総研 
「地方行政法人鳥取県産業技術センター 研究成果発表会」と「中
国地域産総研技術セミナー  in 鳥取」を同時開催した。 

県内企業に最新の産業用ロボット技

術や人工知能技術について情報提

供し、産総研の活用を促した。 

県施策プロジ
ェクトへの参画 

３件 
鳥取県商工労
働部、産総研 

MONOZUKURI エキスパート事業において、３社に対して企業現場
の自動化のため画像処理等と AI を組み合わせたシステム開発を支
援した。 

製造現場の自動化を実現するため

の技術支援を行った。 

１件 
鳥取県農林水
産部 

県林業試験場が実施する「県産材の利用拡大に向けた CLT（直交
集成材）の新しい製造・利用技術の確立」プロジェクト参画。 

検討会、企業訪問、共同実験で助

言した。 

外部資金研究
の獲得支援                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

１件 
産 業 振 興 機
構、中小機構 

産業振興機構、中小機構と連携し、サポイン提案での研究・事業
化課題を明確にし、申請書のブラッシュアップを支援した。 

サポイン事業に採択された。 

１件 
産 業 振 興 機
構、中小機構 

サポイン事業の提案に向けて関係機関が集まり、研究・事業計画を
明確にし、申請書をブラッシュアップさせた。 

サポイン事業へ提案した（申請中）。 

外部資金研究
の事業化支援 

１件 
中国地域創造
研究センター 

完了したサポイン事業について、製造上の課題が残されていたた
め、事業化に向けた今後の取り組み方針について協議した。 

センターの技術支援により事業化に

向け継続検討中。 

セミナーの共
同開催 

１件 鳥取県、等 
デザインセミナー「誰のためのデザイン？あなたの商品の魅力、伝
えられていますか？」の共同開催した。 

関係機関と連携により、多くの参加

者の満足度の高いセミナーを構築 

はやぶさ２プロ
ジェクトへの支
援 

１件 岡山大学 
「はやぶさ２」が採取した「リュウグウ」のサンプル分析に必要なサン
プリング用治具を設計し、製造を県内企業で実施した。 

貴重なサンプルを切断する際に発

生する切削粉を回収可能とした。 
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の共同研究プロジェクトを創出するために、

センター研究員が主体となって産学官プロジ

ェクトを推進する「プレコンソーシアム事業」

を実施し、研究開発に関する各種競争的資金

獲得を目指す。 

 

◎「プレコンソーシアム事業」 

産業技術センターの研究シーズを活用した研

究プロジェクト事業の立ち上げに向けて、セ

ンター職員、企業、外部専門家等で研究グルー

プを構成し、開発課題の整理検討、市場性・事

業化の可能性の調査検討を行い、外部資金応

募に向けたプロジェクト計画を作成する。 

 

 

 

②県内関係機関との連携 

第４期初年度に試行的に実施した機構及び

保証協会との合同企業訪問の経験を踏まえ、

新たな事業に取り組む企業等に対する総合支

援を県内関係機関と必要に応じて連携して効

果的に実施する。 

◎有望なビジネスに取り組む企業の発掘 

◎センターの技術支援に加えて、県・機構等の

補助金活用、マーケティング、マッチング等

の販路開拓支援、経営支援等を関係機関と

連携して実施 

 

③産総研との連携 

産総研イノベーションコーディネーター

（以下「産総研 IC」という。）とともに、県内

企業が抱える技術課題の掘り起こしとその解

決手段の提示などを行う。センター単独では

困難な案件については産総研と連携して解決

に向かう。 

◎センター職員と本県に配置された産総研 IC

との合同企業訪問 

◎企業の課題抽出と産総研と連携した課題解

決 

 

④その他 

経済産業省や産総研、他県公設試との連携

強化のために、全国公設試験研究機関で組織

する産業技術連携推進会議に参画する。 

◎総会、各分科会（地域連携推進企画分科会、

環境･エネルギー技術分科会、食品･バイオ

分科会、機械･金属技術分科会 等） 

◎成果事例 

【３機関連携】 

◎商品開発支援 

   食品開発研究所の食品冷凍技術と企業が保有している-１２０℃の極低温技術とを組合せた飲食店向けブライン凍結装置の開発、販売を支援した。テレビ

や新聞等の各種メディアにも取り上げられ、製品の販売へと繋がった． 

※支援分担：金融面（信用保証協会）、権利化（産業振興機構）、技術開発支援（センター） 

◎合同企業訪問 

センター、産業振興機構、信用保証協会の企業支援担当者による検討会を定期的に開催し、合同企業訪問等による企業支援を行った。 

 合同企業訪問の中で抽出した製品を「鳥取県トライアル発注制度」の対象製品としての登録を支援、販路開拓に繋がった。 

 ◎合同職員研修開催 

３機関連携での初めての取り組みとして、センター、産業振興機構と信用保証協会の中堅職員を対象とした合同職員研修を開催した。グループワークを通

じてチームの強みや理想について考え、さらに３機関の実務担当者の連携を深めた。 

 

【産総研との連携】 

産総研と当センターとの“共同研究”に取り組み、「既成概念にとらわれない高機能食品開発」をテーマにミーティングを定期的に開催した結果、技術移転

に繋がる成果となった。 

【外部資金研究の獲得支援】 

県内企業が課題解決に取り組む案件について、産業機構や中小機構と連携して国・県等の支援事業への挑戦を先導し、採択後のフォローも行った。 

・サポイン事業 採択：１件、応募：１件（申請中） 

【県施策への参画】 

   昨年度に引き続き、県林業試験場が実施する「県産材の利用拡大に向けた CLT の新しい製造・利用技術の確立」プロジェクトに当センター職員が参画し、

強度性能評価、現地技術指導を担当し、事業推進を支援した。 

■その他の連携 

○他機関主催イベント等への参画 

分類 連携先 概要 

研究成果発表 

・産総研 

（中国センター）「中国地域産総研技術セミナー in 鳥取」「鳥取県産業技術センター研究成果発表会」を合同開催した。 

（関西センター）産業技術フェア in KANSAI で３件のポスター展示を行った。 

・ものづくりビジネスセンター大阪「MOBIO 企画展」で２件のポスター展示を行った。 

センター紹介 関西広域連合 関西広域連合の WEB サイト“かんさいラボサーチ”で製品開発成果等を紹介した。 

○受け入れ 

分類 連携先 概要 

学生教育 米子高専 ・米子高専 1 名のインターシップを受け入れた。 

○会議参加による情報交換 
分類 連携先 概要 

 産総研 

・第９４回公立鉱工業試験研究機関長協議会幹事会に出席 

・第６１回産業技術連携推進会議 総会に出席 

・産業技術連携推進会議総会および企画分科会に出席 

・中国地域公設試機関長･所長会議に出席 

・産業技術連携推進会議中国地域部会機械金属技術分科会に出席 

・産業技術連携推進会議 知的基盤部会 計測分科会 形状計測研究会に出席 

・産業技術連携推進会議 素形材技術分科会 総会・担当者会議に出席 

・産業技術連携推進会議 中国地域部会・四国地域部会合同 環境・エネルギー技術分科会に出席 

技術連携 

産業振興機構 ・鳥取県自動車部品研究会セミナーに参加 

産総研 
・Kansai-３D 公設試験研究機関勉強会に参加 

・IoT 人材育成研修に参加 

中国経済連合会 ・産業技術委員会に参加 

水産研究・教育機構 

・令和２年度水産利用関係研究開発推進会議に参加 

①品質安全研究会および資源利用研究会、②品質安全研究会及び「第 27 回低・未利用資源有

効利用研究連絡会（旧カタクチイワシ勉強会）」、③水産利用関係研究開発推進会議 

経済交流 

鳥取県 

・鳥取県産業振興未来ビジョン策定検討会議（第１回、第２回）に出席 

・鳥取県６次産業化サポートセンター 地域支援検証委員会（第１回～第６回）に出席 

・令和２年度 関西発！ とっとり経済交流セミナーに参加 

産業振興機構 
・令和２年度定時評議員会に出席 

・役員候補者検討委員会に出席 

知的財産 
ビジネスセンター大

阪（MOBIO） 

・令和２年度ものづくりビジネスセンター大阪（MOBIO）企画展「知的財産マッチング」に出展（２テー

マ） 
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＜課題と対応＞ 
【令和２年度の課題】 

・３機関連携による合同企業訪問はコロナ禍で必要最小限にしたため昨年度より実績数は落ちたものの、新事業にチャレンジしている県

内企業を連携のネットワークでピックアップし、製品化支援や助成事業に関する支援を行うことができた。 

・センター主導での研究プロジェクトを構築するだけではなく、完了プロジェクトのアフターフォローを関係機関と連携して行い、技術 

移転等に繋げる。 
【令和３年度計画での対応】 

・センター主導での３機関連携を実施し、各々の機能を活かした総合的な企業支援例を創出する。 

・産総研や大学等の連携により、センター研究員の研究開発能力の強化を行う。 
【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
 ・産総研との連携については、今後も精力的に実施。その他、共同研究等大型プロジェクトへの発展等が期待できる案件は、他機関との連 

携強化も視野に入れながら、県内企業への技術移転及び売上げ貢献を目標に活動を推進していく。 
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５ 積極的な情報発信、広報活動 

評価項目 

１０ 自己評価：Ａ 

センター活動を県内企業をはじめ県民の皆様へ広く情報発信するための取り組みとして、令和２年度はセンター重点分野や企業への技術移転の成果を紹介した「技術ニュース」を

年４回発行した。また、研究成果発表会をオンライン開催し、多くの参加者にセンターの研究成果を発信した他、ホームページやメーリングリスト、TV 番組などマスコミ等の媒体を

活用した情報発信を行うなど、情報発信に努めた。また、センターホームページをリニューアルし、センターの活動や情報が伝わりやすいシステムを構築した。 

コロナ禍により対面での情報発信が制限される中、様々な媒体を活用して積極的な情報発信に努めたことから、大きく計画が進展したと判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

５ 積極的な情報発信、広報活動 

県内企業の技術開発及び生産活動を支援するため、ホームページや各種広報媒体を活用するとともに、講習会やセミナー、研究発表会等の開催を通じて、センターの技術的知見や最新の技術情報等について、

積極的かつ効果的に情報発信すること。 

また、これまでセンターの利用実績がない企業等へのＰＲに加え、他機関と連携した情報発信など、効果的な手法を活用しながら利用企業の増加に努め、センターの利用拡大を図ること。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
   

５ 積極的な情報発信、広報活動 

センターの技術的知見や最新の技術

情報等について、これまでどおりセン

ターホームページや各種広報媒体など

を活用するとともに、センターが主催

する各種講習会や研究会等を通じて積

極的に情報発信する。さらに、県等他機

関が主催する関連イベント等において

も、参加機関と連携しながら効果的な

情報発信を行っていく。 

 

 

５ 積極的な情報発信、広報活動 

センターの研究成果や技術的知見、

各分野の最新技術情報等について以下

の方法により情報発信し、広く県内企

業へ周知する。 

 

〇センター研究成果発表会 

〇センター主催のセミナー、講習会 

〇センターホームページ及び技術情報

誌、マスコミ等 

〇県等他機関が主催する関連イベント     

等 

 

 

 

 

 

 

 

５ 積極的な情報発信、広報活動 
○技術情報の発信 

・センター研究成果発表会や技術講習会、ホームページ、メーリングリスト、県外関係機関主催イベントへの参加等により、センター研究成果や保有する知的財産 

などの独自技術等について県内外企業等へ積極的に情報提供した。 

・県内ケーブルテレビの情報番組等で一般県民向けにも情報発信を行った。 
 

【実施状況】 

 □センター研究成果発表会 

開催日：令和２年１０月２８日 

場 所：WEB 開催 

参加者：１０７名（６６社） 

 

基調講演 『産業用ロボットにおけるビジョンとＡＩ活用最前線』  

講師 産業技術総合研究所 インダストリアルＣＰＳ研究センター  

オートメーション研究チーム 研究チーム長 堂前 幸康 氏 

口頭発表４件 （資源リサイクル分野における AI 画像認識の活用事例等） 

ショートプレゼンテーション２６件 

（有機系素材の屋外用途に向けた防汚剤の開発、 

装飾を目的としたステンレス鋼のカラーリング処理技術、 

境港産クロマグロ肉質の簡易推定技術に関する研究等） 

 

 

 

 

 

 

□多様な情報提供 

・ホームページ：技術講習会等の情報提供、主要試験機器及び新規導入機器などの情報を随時更新 

          センターの事業内容や組織運営状況について、業務実績報告書、財務諸表や研究活動等に係る規程を公開する等の情報提供を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

センターパンフレット 

産総研中国センター田澤所長と当センター理事長との対談 

産総研セミナーの様子 分科会（食品開発）の様子 
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・とっとり技術ニュース：令和２年度から内容を大幅にリニューアルし、第４期中期計画の重点分野、センター独自研究、技術支援企業、人材育成事業、新規導入機器、

保有特許等のセンター活動を県民に分かりやすく紹介した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［論文発表など］学会誌などへの論文発表（４件）、センター研究報告（１４件：研究論文２件、技術レポート９件、再録３件）、学会での口頭発表（１件） 

［ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽなど］技術研究会や講習会等の開催案内、研究成果等の情報提供（１１件）等⇒ＴＶ・ラジオ５件の放送、新聞９件の掲載 

［ｹｰﾌﾞﾙ TV で発信］中海ケーブルネットワークの「産業技術ＨＯＴ情報」（センターの活動や成果を紹介する番組）（新規撮影４件）でセンターの 

研究成果や試験設備の活用方法、イベント情報について情報提供、動画サイトでも番組を公開しセンター活動を紹介している。 

 

＊鳥取県民チャンネルコンテンツ協議会ホームページの動画サイト http://www.tottorikenmin-ch.com/contents/hot.html 

 

・イベントなど：県主催のとっとり産業技術フェア等、対面を伴うイベントは中止が多かった。 

・その他 

・「令和２年度産業技術支援フェア in KANSAI」、「令和２年度ものづくりビジネスセンター大阪（MOBIO）企画展「知的財産マッチング」で 

センターが保有する技術や特許の技術情報を県外企業等へ情報発信 

・関西広域連合所属公設試の紹介 HP「かんさいラボサーチ」新設のため、研究員紹介、成功事例紹介の取材協力 

  

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・コロナ禍でとっとり産業技術フェア等の様々なイベントが中止となり、対面での情報発信が制限される中、新しい広報戦略が必要となった。 

・技術ニュースを積極的に発信した他、研究成果発表会を完全オンラインで実施するなど積極的な情報発信を行い多くのアクセスを得ることがで 

きた。今後もオンラインでの情報発信が重要となるため、効果的な情報発信手法を常に意識していく必要がある。 

【令和３年度計画での対応】 
 ・コロナ禍に対応しながら、積極的な情報発信を行う（センターの事業紹介、技術移転先等の企業紹介、保有機器の積極的な活用提案など） 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
 ・研究成果の県内企業への周知、技術移転の進展など、センター活動の情報提供について順調に発信 

 

    

写真印刷用 因州和紙の開発 耐久性に優れた鍵の開発 黒ニンニクの粉末加工技術支援 画像測定器の紹介 

（令和２年７月） （令和２年９月） （令和２年１１月） （令和３年３月） 
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

１ 機動性の高い業務運営 

評価項目 

１１ 自己評価：Ａ 

センター内部統制の強化や「経営企画委員会」による重要事項の協議など、センター活動の進捗を点検しながら運営した。各研究所においても定期的なＰＤＣＡ会議の実施や、令和２年度に創設した産

業技術センターエグゼクティブアドバイザー(TiiT-EA)事業での外部専門家との意見交換・助言により、研究所業務の推進を行った。その他、重点分野「ＡＩ・ＩｏＴ・ロボット」や研究プロジェクトの推進のため、

研究所横断的なプロジェクトを形成し実施した。その結果、競争的資金の獲得等の成果に繋がった。 

また、新たに地方独立行政法人会計にマッチした財務会計システム、人事給与システムを整備し、財務会計処理・給与管理・人事管理等の業務の効率化、職員の負担軽減を実現するとともに、会計処

理等に係るチェック機能の強化を図った。 

これらの戦略的な意思決定や新たなシステム構築を行ったことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

１ 機動性の高い業務運営 

理事長のリーダーシップのもと、迅速な意思決定に基づく機動性の高い業務運営を行うこと。 

そのためには、社会情勢や企業ニーズなどセンターを取り巻く環境の変化に応じて絶えず点検・見直しを行い、質の高い的確なサービスを県内企業へ提供できる運営体制とすること。 

職員の配置に際しては、本県産業の将来像と今後の技術動向を見据え、中長期的な視点に基づいた職員採用に努めるとともに、県内産業界の状況に対応した組織・職員配置を的確に行うこと。 

その際、必要に応じて技術スタッフを配置するほか、センター職員も自前主義に陥ることなく、任期付職員の採用、企業からの研究員派遣、ならびにクロスアポイントメント制度（※）の活用など、県内外

の支援機関や企業等から迅速に技術支援・人材確保を図っていく取組を推進すること。 

さらに、センターが取り組む目標や責務について、職員の共通認識を図るとともに、鳥取・米子・境港３施設間における情報の共有化についても徹底すること。 

このような業務運営による実績は、センター評価委員会（※）意見を踏まえ知事が評価し、その評価結果を役員報酬（退職手当を含む。）に反映させること。 

（※）「クロスアポイントメント」：研究者等が大学、公的研究機関、企業の中で、二つ以上の機関に雇用されつつ、それぞれの機関における役割に応じて研究・開発等に従事することを可能にする制度 

（※）「センター評価委員会」：地方独立行政法人法の規定に基づき、知事の附属機関として設置されるものであり、センターの業務実績評価案について意見を述べる等の役割を有している 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

   
１ 機動性の高い業務運営 

本中期計画に記載した内容を達成するた

めに、迅速かつ機動性の高いセンター運営

を行う。 

そのために、本県産業の将来像と今後の

技術動向を見据え、県内産業界の状況に対  

応した組織・職員配置を行うとともに、必

要に応じて技術スタッフを配置し、人材確

保についても様々な可能性を探りながら実

現していく。 

また、次に示す図のとおり本計画で設定

するＫＰＩを関連づけて、それぞれの進捗

状況を確認しながらＰＤＣＡサイクルを運

用し、センターの目標や責務の実現に取り

組む。 

１ 機動性の高い業務運営 

第４期初年度の成果を踏まえ、第２年度で

ある令和２年度においても適切な組織体制・

職員配置により中期計画を着実に推進する。

特に、本年度計画で設定するＫＰＩを基にセ

ンター活動の進捗確認と改善を繰り返しなが

ら、機動性の高いセンター運営を行う。 

〇社会情勢や企業ニーズの変化等に迅速・

的確に対応できる柔軟な組織体制の構築 

〇将来を見据えた計画的な職員採用と、業

務状況に対応した柔軟な職員配置 

〇重点分野に関する所間連携プロジェクト

の運用 

〇幹部会やグループウェアの活用等による

役職員間の確実な情報伝達と共有 

〇本計画で設定する KPI による業務進捗管

理及び業務改善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 機動性の高い業務運営 

   本県産業構造の変化、技術相談内容等の変化に対応する組織の見直しを行った。また、四半期ごとの各研究所等のＰＤＣＡ会議の開催やセンター運営

について検討を行う「経営企画委員会」を７回開催するなど、令和２年度の業務進捗の点検や運営について検討した。 

【実施状況】 

項目 実施状況 

組織等の見直し ○内部統制の強化。 

〇センター重点分野を効率的に推進するため、プロジェクトチームを結成した。特に AI・IoT ロボット導入支援強化においては、

先導的な助言や指導を行う参与を配置し、全研究所横断的なチーム編成を行った。 

〇県内産業の現状把握、課題抽出を行う「技術連携推進担当」の設置について検討し、令和３年度の組織新設に繋げた。 

〇センターの将来を見据え、新たに研究員２名を合格者とした（令和３年４月１日１名採用） 

業務進捗管理及

び業務の効率化

推進 

○センター幹部会による情報共有 

毎月１回 全１２回開催・・・業務の進捗確認、重要事項の協議等を実施 

 

○経営企画委員会でのセンターの経営全般に関する提言 

全７回開催し、第４期中に取り組む重点分野、研究テーマ、企業支援、組織体制等について議論し、提言を行った。 

開催日時 協議内容 

第１回（R２.４.３０） コロナウイルス感染症対策におけるセンター活動方針、各所運営方針 

第２回（R２.５.２８） 年度計画の再点検、令和元年度センター活動トピックスの整理 

第３回（R２.７.２９） 重点分野の進捗確認、産業振興未来ビジョン策定について 

第４回（R２.９.２４） 研究や事業の２Q 中間報告、R３新規・継続事業の検討 

第５回（R２.１１.２８） 新規研究テーマ提案、重点分野の推進、センター事業の活用計画 

第６回（R３.１.２１） 令和３年度年度計画案作成、研究テーマ・研究会事業の意見交換 

第７回（R３.２.１５） 令和２年度進捗確認、令和３年度計画案のブラッシュアップ 

 

○技術分野横断的な連携 

・「とっとりロボットハブ」の拠点整備や拠点を活用した人材育成事業の実施のため、電子・有機素材研究所、機械素材研究

所、及び食品開発研究所が連携して実施（昨年度より継続）。 

・令和２年度に採択された戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）について、機械素材研究所と電子・有機素材研究所

の２所で連携する体制とし、研究に取り組んだ 

○情報ネットワークシステムの改修による業務の効率化 

・令和２年３月より県庁ＬＡＮから分離独立して独自ネットワークを構築・移行したことに伴い、センター業務実績に係る各種デ

ータベースを職員が手作りで構築し、運営推進に活用した。 

・現行の財務会計システム、給与システムのサポートが終了することから、県の予算を得て新たな財務会計システム、人事給

与システムを構築した。このシステムにより、業務の効率化や職員の負担軽減を実現するとともに、会計処理等に係るチェック

機能の強化を図る。 
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また、「産業技術センターエグゼクティブア

ドバイザー事業」により各分野の専門家を招

聘して、企業への技術支援・人材育成、研究開

発業務などあらゆる研究所活動を点検しなが

ら推進する。 

◎「産業技術センターエグゼクティブアドバ

イザー事業（TiiT-EA 事業）」 

各研究所が担当する分野に精通した外部

専門家を招聘し、定期的に研究所活動に対

する技術的なアドバイスを受ける。さらに、

職員と専門的な意見交換を行うことによ

り、各研究所活動による成果創出を促進す

る。 

 

[新財務会計システム] R３.３～運用開始 

・独立行政法人会計基準に準拠した会計処理、予算管理、債権管理、資産管理等の機能を備えた独法向けパッケージ

システムを導入。 

・これまで手入力だった、会計処理に係る仕訳作業や各種伝票作成、旅費システム、機器利用・依頼試験ＤＢとのデータ

連係機能を完全自動化。 

・新システム導入に併せて、財務会計事務に係る処理フロー、処理権限者等の見直しを行い、内部チェック機能を強化。 

[新人事給与システム] R３.１～運用開始 

    ・地方公務員の人事・給与制度に対応し、人事管理と給与管理の一体的処理、財務会計システムと連動した事務処理が

可能なシステムを導入。 

    ・人事発令（辞令書作成）、人事履歴管理等の人事管理事務の電子化、給与・期末勤勉等の明細、昇給辞令書等の電

子化・自動配信 

    ・マイナンバー管理の電子化 

 

 

◎産業技術センターエグゼクティブアドバイザー事業（TiiT-EA 事業） 

項目 実施状況 

実施内容 

〇電子・有機素材研究所 

アドバイザー やまぐち発酵文化研究所 柏木 享 氏 

目標 吟醸酒のレベルアップにより、全国新酒鑑評会において入賞及び金賞の受賞率向上 

実施 ２回実施（R２.７.１３、R２.９.１６） 

 

〇機械素材研究所 

アドバイザー 山本 茂之 氏（元産業技術総合研究所中国センター所長代理） 

目標 センターの研究テーマをブラッシュアップし、次のステージへ発展させる 

実施 １回実施（R２.７.２０） 
 

アドバイザー 産業技術総合研究所イノベーション推進本部地域連携推進部中小企業連携室 松崎 邦男氏 

目標 
次世代自動車研究会の中で具体的な内容を構築し、研究の拾い出しやテーマ出しを行うことで、企

業との共同研究に発展させる 

実施 ３回実施（R２.６.１８、R２.９.１８、R２.１１.１６） 

 

〇食品開発研究所 

アドバイザー 野口ハイテック 野口 明徳 氏 

目標 研究テーマの掘り起こしから再考し、競争的資金の獲得を目指す 

実施 ４回実施（R２.６.１８、R２.７.２８、R２.８.２５、R２.１０.２０） 
 

実施の効果 

［効果］ 

〇電子・有機素材研究所 

・５社の吟醸酒の仕込み等にアドバイスをいただき、全国新酒鑑評会で２社入賞することができた。 

・酒造りの支援は難しい面があるため、専門家を招聘したことで運営に大いに役立てられた。 

〇機械素材研究所 

 ・公設試職員としての、研究に対する考え方を職員に徹底いただくことができた。 

 ・競争的資金に向かう研究テーマのブラッシュアップを支援いただき、２件の応募、１件の採択に至った。 

〇食品開発研究所 

  ・研究員が持つ技術シーズを研究テーマに押し上げるため、研究員と EA でアイデアソンを行った。 

  ・R3 年度新規テーマのアイデアが生まれた他、競争的資金に２件応募することができた。 

 

＜課題と対応＞ 
【令和２年度の課題】 

・３研究所の連携による AI・IoT・ロボット関連の人材育成事業や研究プロジェクトの推進等、所間連携により進めることができたが、今 

後も同様なフレキシブルな組織運営が重要である。 

・エグゼクティブアドバイザー事業を今年度より開始。適切な研究所活動の推進に効果的に本事業を活かして、成果創出に繋げていく。 

【令和３年度計画での対応】 
 ・引き続きエグゼクティブアドバイザー事業により、各研究所が技術支援、人材育成、研究開発などについて専門家を招聘して研究所活動 

を推進する。 

 ・各研究所でのＰＤＣＡ会議を開催し、進捗管理を徹底する。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・機動性の高い組織体制の整備を継続的に推進している。 
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２ 職員の意欲向上と能力発揮 

評価項目 

１２ 自己評価：Ａ 

センター研究職員の公的機関の研究者としての能力や意識改革を図るために、センター職員による職員研修を実施した。また、３機関連携による職員研修もセンター主導で実施し、実務担当者間の意

識共有を深めることができた。また、専門技術のレベルアップを図るために、産総研等の外部機関での技術研修に引き続き職員を派遣した。習得した専門的な研究手法をセンター研究開発や技術支援に

活用するほか、研修を通じて得た人的ネットワークの構築などの効果にも繋がった。このように職員の能力発揮に努めた結果、外部機関から７名の職員が表彰を受けることができた。 

これらのことから、計画以上に業務が進捗していると判断し、A と評価した。 

中期目標 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

県内企業の技術的課題の解決、技術移転を意識した研究開発の推進を行う人材の育成を継続的に行うとともに、関係機関と連携したプロジェクト実施に際しては、センターが主体性をもって時代の変化に的

確に対応した研究活動・支援活動を推進するため、センター内におけるコーディネート型人材・プロデュース型人材の育成に取り組むこと。 

その際、職員の能力や志向等踏まえながら、国立研究開発法人産業技術総合研究所や大学など研究開発機関や学術機関等への職員派遣など、多様な人事交流制度を活用すること。 

また、客観性・透明性の高い職員評価を行うとともに、評価結果を勤勉手当、昇給、昇進、職員配置等に反映させ、継続的に職員のレベルアップに繋げること。 

第４期中期計画 令和２年度度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
２ 職員の意欲向上と能力発揮 

センター第４期重点分野について、研究開

発から企業人材の育成までの一連の活動をセ

ンター内の横断的な連携により実施し、県内

企業の技術課題の解決、技術移転を強く意識

したコーディネート型人材・プロデュース型

人材の育成をＯＪＴにより行う。 

その他、必要に応じて産総研や大学等への研

修派遣なども行い、研究員の研究開発スキル

のレベルアップを図る。 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

第４期中期計画期間の重要目標達成指標

（以下「ＫＧＩ」という。）として位置づけた

「ＫＰＩ③ 技術移転（件数）」をセンター職員

が強く意識して活動し、コーディネート型人

材・プロデュース型人材としての能力を身に

つけていくようにＯＪＴ、専門技術研修等に

より職員の人材育成を推進する。 

◎技術相談対応、企業人材の育成、他機関

との連携等でのＯＪＴ 

◎課題別・専門分野別の研修への参加 

◎県等の専門審査会への委員就任 

 

そのほか、分野別・目的別に、センター職員

研修を必要に応じて実施する。 

 ◎センター職員の意識向上のための職員研   

  修 

◎食品の技術開発から市場獲得までの総合

的視点による支援を目指した職員研修  

 

また、客観性・透明性の高い職員評価の実施

により、職員の能力と実績に基づく人事管理

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 職員の意欲向上と能力発揮 

企業等からの多様な技術課題や、今までにない新しい技術分野等の相談に対応する職員の技術支援能力を向上させるため、独自の技術研修事業の実施

や産総研等の関係機関への職員派遣を行った。 

【実施状況】 

項目 実施状況 

センター主

体で取り組

んだ職員研

修 

【IT ツール研修】 

web 会議システムの利用方法、業務実績データーベースの活用方法と EXCEL ピポットテーブルの活用方法についての職員研修

を行い、コロナ禍に対応する企業支援や効率的なデータ集計・分析に役立てることができた。 

【センター研究員の意識改革研修】 

センターの MVV（ミッション・ビジョン・バリュー）とは何であるのかを話し合って考えるワークショップを実施し、センターの今後の方向

性や課題解消について自由な意見交換を行った。 

【３機関連携による合同職員研修】 

企業支援の中心的な職員を養成することを目的に、３機関連携での初めての取り組みとして、センター職員と産業振興機構及び信

用保証協会の中堅職員との合同職員研修を開催した。グループワークを通じて、職場のチームの強みや理想について意見交換を行

うなど、実務担当者の連携を深めた。 

＜研修の様子＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人材育成基

本方針の制

定 

令和３年３月に人材育成基本方針を制定し、センター職員の人材育成を効果的・計画的に進めるため、求められる人物像や必要

な能力・姿勢等を明確化し、人材育成に向けた基本的な考え方、具体的な取組内容を明示した。 

＜基本的な考え方＞ 

 職員の育成に向けた人事施策の展開…年齢・経験・職位に応じた総合的・計画的な人材育成を図り、主体的な能力開発を促進 

 人材育成サイクルによる人材育成の推進…任用、能力開発、人事評価の各人事施策のサイクル化し、総合的・一体的な人材育成 

を図る 

 人材育成推進環境の整備…人材育成、能力開発に対し、職場を挙げて人を育てる環境づくり、職場風土の醸成を図る 

外部講師招

聘 等 に よる

職員研修 

食品開発研究所研究員２名が、豆塾（マネジメント、コーチング等に関する研修）および豆ゼミ（新商品開発やマーケティング等に

関する研修）に参加した。 

委員就任 

職員の技術支援能力や研究開発能力の向上に繋がる活動として、県、鳥取県産業振興機構、団体、教育機関関係など合計３５件

の審査会等に審査員として出席し技術面からの提言を行った。 

［県 関 係：１０件］鳥取県中小企業調査、研究開発支援補助金審査会、経営革新計画承認審査会など 

［機構関係： ３件］とっとりバイオフロンティア関連の審査会 

［そ の 他：２２件］鳥取大学非常勤講師、鳥取環境大学非常勤講師、酒類総合研究所全国新種鑑評会など 
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資格の取得 

センター業務に関連する資格取得を奨励した。 

  ・新規取得 ［技術士］ 企画室１名（生物工学部門） 

  ・既得 ［博士号］電子・有機素材研究所５名、機械素材研究所５名、食品開発研究所５名、企画・連携推進部 ４名、計１９名 

［技術士］機械素材研究所２名、食品開発研究所１名 

外部機関へ

の派遣研修 

専門的知識や技術を習得するために、産総研や民間企業等が実施する技術研修、中小企業大学校の技術指導員研修等に職員を

を参加させた。また、鳥取県人材開発センターが実施する県職員研修にも段階別に職員を参加させ、職員の能力開発に努めた。 

○産総研への派遣 

・令和２年度 AI 道場への参加（２名、３日間） 

「ＡＩ向けクラウド型計算システム （ＡＢＣＩ）の使用方法を習得と、画像を判別するＡＩの開発」 

○広島県立総合研究所 

・摩擦攪拌接合セミナー及び装置見学会（１名、１日間） 

○鳥取県地域活性化雇用創造プロジェクト推進協議会 

 ・「中堅リーダー育成講座」（２名、５日間） 

・「中小企業のための管理者育成講座」（２名、５日間） 

○鳥取県職員人材開発センター等（延べ１９名参加） 

・基礎研修（階層別や年齢に応じた指名研修。県新規採用研修、採用３年目研修等） （１８名） 

・能力開発・向上研修（自主的に選択して受講する研修。解決力向上研修、）（１講座、１名参加） 

人事評価要

領の改正 

〇年２回の職員評価を実施し、評価結果を人事管理や人材育成に活用した。 

〇実績評価（挙げた業績の評価）のみであった従来のセンター研究員個人業績評価要領の一部見直しを行い、行動評価（発揮した 

能力の評価）を導入することとした。令和３年度から適用する。 

 

【表彰等】 

職員の能力開発に努め、職員７名が外部関係機関から表彰された。 

○２０２０年度中国地域公設試験研究機関功績者表彰「試験研究功労賞」を受賞（主催：公益財団法人中国地域創造研究センター） 

（受賞理由）電気電子産業における新技術導入、人材育成、研究成果普及等の技術支援等の活動 

○令和２年度中国地方発明表彰～発明協会会長賞・実施功績賞（主催：（公社）発明協会） 

（受賞理由）（株）アサヒメッキ、奥野製薬工業(株)および（地独）鳥取県産業技術センターの共同発明特許 

「アルミニウム合金の表面処理方法（特許第 5998314 号）」 

○令和２年度鳥取県職業能力開発協会長表彰（主催：鳥取県職業能力開発協会） 

（受賞理由）鳥取県職業能力開発協会の技能試験委員として、多年にわたり技能水準の向上に尽力した成果（鍍金、酒造の 2 分野） 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

中期目標 
Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

【ＫＰＩ⑧】外部資金の新規獲得件数 
財務の安定化に加え、研究開発資金や企業ニーズの高い機器設備の整備など、提供サービスの質的向上に向け、外部資金を積極的に獲得していくことが重要であることから、本指標を設定する。 

第４期中期計画 令和２年度計画  年度計画に係る実績・進捗状況 

【ＫＰＩ⑧】外部資金の新規獲得件数４０件 
企業等との共同研究開発に対する国や県等

の助成事業の獲得、機器整備等に対する補助

事業の獲得、企業等との共同研究・受託研究、

寄付等 
 

【ＫＰＩ⑧】外部資金の新規獲得件数 １１

件 
企業等との共同研究開発に対する国や県等

の助成事業の獲得、機器整備等に対する補助

事業の獲得、企業等との共同研究・受託研究、

寄付等 
 

■KPI⑧【外部資金の獲得】獲得１１件  ⇒ 実績：１１件（対ＫＰＩ ：１００％） 
［第４期中期計画 KPI の進捗状況］ 目標４０件/４年 ⇒ R１+R２の数 ５０％   

         【進捗状況】 年間 KPI(１１件)に対し、実績も１１件となった。第４期 KPI(４０件)に対しても５０%の進捗となった。 
               今年度も外部資金獲得へ積極的に挑戦することができた。センタープレコンソーシアム事業の活用により採択率向上を図る。 

    ＜外部資金獲得状況＞ 
 補助事業名 財源 

１ 令和２年度研究成果最適展開支援プログラム（Ａ－ＳＴＥＰ）トライアウト 
「リチウムイオン電池負極の高容量・高寿命化を可能にする新規ケイ素系活物質の開発」 

ＪＳＴ 

２ 
令和２年度戦略的基盤技術高度化支援事業 
「次世代自動車用配電部材（バスバー等）の高性能化に寄与する難加工厚板材の革新的曲げ成形技術の開発」 経済産業省 

３ 企業との共同研究（Ｒ２年度医療機器開発支援補助金）「プレス加工による微細なステンレス鋼の先端成形に関する研究」 企業（機構） 

４ 企業との共同研究(新事業・研究開発支援事業「紀陽ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」) 
「アルミニウム加工工程における薄板軟質材の加工端面品質向上を目的としたスリット手法の開発（ライン実証）」 

企業（紀陽銀行） 

５ 
令和２年度科学研究費助成事業 基盤研究 B 
「放射光・FEM を活用した第三世代超高張力鋼の損傷挙動の解明と逆問題解析への発展」 

文科省 
日本学術振興会 

６ 養殖業成長産業化技術開発事業「酸素充填解凍を用いた生鮮用冷凍水産物の高品質化技術開発」 水産庁 
７ 令和２年度公設工業試験研究所等における機械設備拡充補助事業（熱分析システム） ＪＫＡ 
８ 令和２年度公設工業試験研究所等における機械設備拡充補助事業（画像測定器） ＪＫＡ 
９ ロボットエンジニア育成推進事業 鳥取県 
１０ 食の安全・安心プロジェクト推進事業「ワンストップ窓口」事業 鳥取県 
１１ 食の安全・安心プロジェクト推進事業「普及啓発」事業 鳥取県 

 

１ 予算の効率的運用 

評価項目 

１３ 自己評価：Ａ 

効率的な業務運営や経費抑制に努め、発生した剰余金については、企業支援サービスの質を低下させることがないように、計画的に老朽化した試験研究機器の更新費等へ充当した。また、国、県等の
競争的資金の獲得や県・企業からの委託事業による外部資金の受け入れなどが進み、予算の効率化を図りながらセンター活動を推進させた。 

財務会計処理、給与管理、人事管理等の業務の効率化、職員の負担軽減を実現するために、地方独立行政法人会計に対応した新たな財務会計システム、人事給与システムの構築を行い、運用を開始
した。 これらのことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価した。 

中期目標 

１ 予算の効率的運用 
運営費交付金（県から毎年度センターへ交付）を充当して実施する業務（臨時的経費及び職員人件費を除く）については、期間開始前に示される基準に沿って、毎事業年度において経費抑制を行うとともに、

事務処理の簡素化・効率化、施設・設備の有効利用の徹底、外部委託の活用など、業務運営の効率化と経費抑制を目的とした見直しを恒常的に実施すること。 
また、センターの業績に応じたインセンティブとして、業績評価に基づき増減させる算定ルールを適用する。 

なお、経費抑制に当たっては、利用企業等へのサービスを低下させることのないよう努めること。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

１ 予算の効率的運用 

センター予算の編成に当たっては、その必

要性を十分に吟味して、スクラップ・アンド・

ビルドの徹底など事業の見直しと重点化によ

り、運営費交付金の効率的運用を行う。 

また、事務処理の簡素化・効率化、施設・設

備の有効利用の徹底、外部委託の活用等によ

り、業務運営の効率化と経費抑制を図る。 

なお、情報ネットワークや業務システムの

構築・活用に当たっては、上記視点に十分考

慮しながら進める。 

 

 

１ 予算の効率的運用 

効率的かつ効果的なセンター業務運営の実

現のため、以下の取り組みにより、提供サー

ビスの水準を維持・向上しながら、予算の効

率的運用、事務処理の効率化を図る。 

 

◎スクラップ・アンド・ビルドなど、事業の

見直しと重点化を重視した予算編成を行う

とともに、複数年契約や外部委託の活用等

による経費抑制、効率的な予算執行を徹底

する。 

 

◎センター独自の情報ネットワークシステム

を適切に運用するとともに、財務会計シス

テム、人事給与システムを刷新し、事務の

効率化を進める。 

 

１ 予算の効率的運用 

業務の効率的な運営により確保した剰余金は、計画的にセンターの機能維持のための施設・機器整備に活用した。また、地方独立行政法人会計に対応し
た会計システムの構築、機器利用・依頼試験の事務処理と会計事務処理を一元処理する独自システム構築により、業務運営の効率と経費の削減に繋げた。 

 【実施状況】 

項目 実施状況 

業務運営の

効率化 

〇新財務会計・人事給与システムの整備構築 
  ・産業技術センター独自の地方独立行政法人対応財務会計システム、人事給与システムを県補助により構築。 
 【新財務会計システム】・旅費システム、機器利用・依頼試験データベースとのデータ連携機能を構築。 

・独法会計基準に準拠した減価償却・資産管理を自動処理 
 【新人事給与システム】・人事発令（辞令書作成）、人事履歴管理等の人事管理事務の電子化 
               ・給与・期末勤勉等の明細、昇給辞令書等の電子化・自動配信 

○冷暖房の厳格管理、施設照明のＬＥＤ化をはじめ、パソコンや公用車のリース、機器保守点検などの外部委託等により、引き続き
固定経費を抑制 

○これまで業務の効率的な運営により確保した剰余金を活用して、企業からの要望が高い試験研究機器等を整備したほか、老朽化
した機器の更新を行った。機器整備に充当した額：５２,３７７千円 

当期剰余金８５,１２５千円となった。  

 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・会計事務の効率化にとって重要なアイテムとなる、新システムの整備を行った。 
・業務実績データベースを活用し、KPI 項目の点検活動を実施し、情報の共有化が進んだ。今後は、入力ルールの統一などデータの精度を 

上げていく。 

【令和３年度計画での対応】 
 ・財務会計・人事給与システムの本格運用と事務改善の推進を行う。  ・人事評価システムを導入する。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・予算の効率的な運用については計画的に推進できた。 
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２ 自己収入の確保 

評価項目 

１４ 自己評価：Ａ 

新型コロナ感染症感染拡大に伴う企業活動の停滞や、県外企業の機器利用・依頼試験の利用制限の影響が大きく、機器利用料、依頼試験手数料・施設利用収入は昨年度より減収となった。一方で、

産業技術センターエグゼクティブアドバイザー事業やプレコンソーシアム事業を活用して、競争的資金への応募を計画する案件を外部専門家を交えてブラッシュアップし、昨年度の件数を大幅に超える積極

的な応募（２０件）を行った結果、新規研究６件の獲得に至った。また、JKA 補助事業による機器整備では、要望した２機種すべて採択されるなど、財源確保に繋がった。 

これらのことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、A と評価した。 

中期目標 

２ 自己収入の確保 

県内企業等の機器利用や依頼試験への積極的な対応や、知的財産権の効果的な取得・活用によって使用許諾を推進するとともに、企業や大学等との共同研究等による競争的資金等外部資金の積極的な獲得に

努め、運営費交付金以外の収入を確保すること。 

なお、知的財産権の使用許諾に伴う使用料収入額のうち、センターと職員間における配分については、知的財産関係法令等に基づいて設定したルールを遵守すること。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

  
 

２ 自己収入の確保 
利用者へのサービスの向上を図るため、

機器設備の新設や試験メニューの統廃合、

料金の見直しを適宜行う。 

引き続き、企業等からの研究の受託、企業

や高等教育機関等との共同研究、国・県等の

施策に係る競争的資金、民間財団の助成等の

外部資金の獲得、その他の補助制度の活用

等、地方独立行政法人のメリットを十分に生

かし運営費交付金（県からセンターへ交付）

以外の収入の確保に努める。 

また、保有する知的財産権は、関係機関等

との連携など多様な手段を用いた情報発信

を行い、技術移転を促進する。併せて、活用

が見込めない場合は、権利放棄等の見直し等

を行う。 

なお、知的財産権の実施許諾に伴う実施料

収入額のうち、センターと職員間における配

分については、知的財産関係法令等に基づい

て設定したルールを遵守する。 

 
 

 

２ 自己収入の確保 

低金利等の外部環境を考慮し、経営基盤の確

立のため、以下の取り組みにより、継続して自

己収入の確保を進める。 

 

◎センターが保有する施設、機器設備の利

用拡大 

・企業ニーズに合った機器開放および依頼

試験メニューの設定と情報発信 

・関係機関との連携による情報提供 

 

◎外部資金の獲得 

・国、県等の関連事業への積極的な提案 

・企業等との共同研究、受託研究 

 

◎センター研究成果等の普及 

・企業への技術移転による実施許諾件数の

増加。 

 

 

    

 

 

２ 自己収入の確保 
 
【実施状況】 

□自己収入の確保の状況 
  （単位：千円） 

 
 
 
 
 
 
 

区 分 令和元年度 令和２年度 差引額 増減の理由  
 
 
 
 
 
 
 

事業収入 ４７，３２０  ３６，２０７  △１１，１１３   

 

うち機器利用  ３０，９３６  ２２，２５６  △８，６８０  大口ユーザーの機器利用の減 

うち依頼試験  ９，９５７  ７，４８１  △２，４７６  機器利用による独自分析への移行による減 

うち施設利用  ４，５０５  ４，８３２  ３２７  起業化支援室入居企業が５社増 

その他収入 １，９２２  １，６３８  △２８４  委員就任の減少による収入減（R1:57 件→R2：37 件） 

補助金等収入 １４３，５０９  ８０，７９５  △６２，７１４  
地域未来イノベーションプラットフォーム構築事業（経産省）

の終了に伴う収入減（８５，０００千円減） 

外部資金試験研究収入 ６，０９２  ６，６６０  ５６８   新規外部資金獲得の増（R１:４件→R２：６件） 

その他収入 ４，７１１  ３，４２９  △１，２８２  寄付金収入の減 

計 ２０１，６３２  １２７，０９１  △７４，５４１   

 
 

項目 内容 

機器利用・依

頼試験等に

よる収入 

○機器利用収入  R２年度２２,２５６千円（R１年度３０,９３６千円）７１.９％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○依頼試験収入  R２年度７,４８１千円（R１年度９,９５７千円） ７５.１％ 

○施設利用収入  R２年度４,８３２千円（R１年度４,５０５千円） １０７.３％ 

外部資金等

による研究、

機器整備 

〇競争的資金研究へ積極的にチャレンジし、公設試の採択率が低く難易度の高い競争的資金を獲得できた。 

   令和２年度 戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン）  １件応募 → １件採択 

   令和２年度 研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）  ４件応募 → １件採択  

   令和２年度（追加募集） 研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） １３件応募 → １件採択 

   その他、ウイルス等感染症対策技術開発事業（日本医療研究開発機構）等の競争的資金へ２０件応募した。  

○外部資金研究は６件を新規獲得した。  

［受託研究］ 新規１テーマ、継続１テーマ（１，９０９千円） 

［共同研究］ 新規５テーマ、継続１テーマ（１２，０２２千円） 

［機器整備］ JKA 補助事業による導入機器（熱分析システム、画像測定器） 導入額４７,４０１千円、２／３補助 

受託事業 

及び寄付金 
○県より「食の安全安心プロジェクト推進事業」を受託（２件） 

  食品衛生管理の「ワンストップ窓口」、「普及啓発」事業による、HACCP 等の普及活動を実施した。 

〇産業技術センターＯＢ職員から令和元年度に寄付１，０００千円を受贈され、令和２年度に活用した。 

寄付金の趣旨：センターの将来を見据えた活動や職員の資質向上に繋がる調査活動等に活用してほしいとのこと 

実施した調査活動：「先駆的な調査検討活動」計測用マイクを用いたリアルタイム音信号 AI 処理システムの開発 

             「新型コロナウィルス感染症対策に係る受付システムの改修」 
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知的財産権

の活用 

○令和２年度の特許実施料収入 １１４千円/１１件（R１年度:１２１千円） 

特許第４５０１１２９号 和紙成形体の製造方法及び和紙成形体の製造装置 ３８,４６３円 

特許第６７５４１０６号 視線誘導標及び同期点滅システム ２０,２８９円 

特許第４６２０９５８号 印鑑 １３,５９９円 

特許第５９９８３１４号 アルミニウム合金の表面処理方法 １１,８５５円 

特許第４２６９３２５号 プリント基板の穴あけ加工方法及びプリント基板の穴あけ加工シート １１,４９６円 

特許第４０８１５１４号 濃縮液抽出方法 １０,３２８円 

特願２０１８－１６４１８８ コーヒー茶葉の製造方法およびコーヒー茶葉 ５,７７０円 

特許第６８１５０６０号 関節用デジタル角度計 １,５９０円 

特願２０１９－１６９７４７ 印刷用和紙 ４５１円 

特許第６２２９１３５号 タグ取り付け具 ４４０円 

特許第４４１５１６８号 あぶらとり紙 １０３円 

〇権利放棄した知的財産権 ３件（受粉日マーカー、アタッチメント、精液注入装置） 
 

   

 
３ 提供サービス向上に向けた剰余期の有効活用 

中期目標 
３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有効活用 

経営努力により生じた剰余金については、研究開発の推進、機器・設備の充実等によって提供するサービスの質的向上を図るため、計画的かつ有効に活用すること。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 
   
３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有

効活用（剰余金の使途） 

決算において発生した剰余金については、

緊急時等に備えて一定額を確保しつつ、研究

開発の推進、企業支援業務の充実強化及び組

織運営、施設・機器の整備・改善、職員の育

成等に充当し、計画的かつ有効に活用する。 
特に、老朽化が進む各研究所施設・設備、

及び更新が遅れている試験研究機器につい
て、県補助金等に加え剰余金も活用して、年
次計画的な整備を推進し、センター機能及び
提供サービスの維持・向上を図る。 

３ 提供サービス向上に向けた剰余金の有効

活用（剰余金の使途） 

 将来にわたる質の高い研究開発・技術支

援機能の維持・向上のため、以下の取り組み

により、剰余金（目的積立金）の計画的かつ

有効な活用を図る。 

 

◎更新が遅れている試験研究機器につい

て、企業ニーズの変化や技術の進展等を踏

まえ、剰余金を優先的に充当して、中長期的

な整備計画に基づく計画的な整備・更新等

を行う。 

 
◎必要に応じて、施設・設備の計画的な改
修・修繕、研究開発の推進、職員の育成等へ
の剰余金の活用を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

３  提供サービス向上に向けた剰余金の有効活用（剰余金の使途） 

【剰余金の使途】 

効率的な経費執行により剰余金を生み出し、外部資金も活用しながら、センター機能維持及び企業支援業務の充実強化のために施設・機器の整備、改善

に取り組んだ。 

令和元年度決算剰余金のうち、県の利益処分の承認を受けた５１，１３３千円を企業支援充実強化及び組織運営・施設整備改善目的積立金に積み立て、 

一部、機器整備の財源（５２，３７７千円）に充当した。 

・（公財）ＪＫＡ自転車等機械工業振興補助事業に係る機器整備のセンター負担財源（１５，８０１千円） 

・独自整備した機器の取得財源（３６，５７６千円） 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・新型コロナウイルス感染症の影響により、機器利用収入、依頼試験収入とも減少した。 

・センター機能維持のためには、引き続き計画的な機器整備、更新が必要。 

【令和３年度計画での対応】 
・引き続き、提供サービスの向上、センター機能維持のために、剰余金の効果的な計画的かつ有効な活用を図る。 

・TIIT-EA 事業やプレコンソーシアム事業の活用し、戦略的な競争的資金の獲得を目指す。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・自己収入の獲得や余剰金の活用については計画的に実施し、順調に計画が進捗している。 
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第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

  
 

４ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計

画及び資金計画 

（１）予算（人件費の見積りを含む） 

２０１９年度～２０２２年度 予

算 

（単位：百万円） 

区    分 金  額 

 収 入 

   運営費交付金 

  施設設備整備費補助金 

  自己収入 

   事業収入 

   補助金等収入 

   外部資金試験研究収入 

  目的積立金 

 

   合 計 

 

３，１３７ 

    ４８５ 

    ３４４ 

   １９６ 

    ９６ 

      ５２ 

    ２４４ 

        

 ４，２１０ 

 支 出 

  業務費 

   研究開発等経費 

   外部資金試験研究費 

   人件費 

  一般管理費 

  施設設備整備費 

 

   合 計 

 

２，４１８ 

    ６４１ 

    ５２ 

１，７２５ 

     ９３４ 

     ８５８ 

        

 ４，２１０ 

 

 

（２）収支計画 

２０１９年度～２０２２年度 収支計画 

（単位：百万円） 

区    分 金  額 

 費用の部 

   経常経費 

   業務費 

    研究開発等経費 

    外部資金試験研究費 

     人件費 

   一般管理費 

   減価償却費 

 

 収入の部 

  経常収益 

   運営費交付金収益 

   外部資金試験研究費収益 

   補助金等収益 

   事業収益 

    資産見返運営費交付金等

戻入 

   資産見返物品受贈額戻入 

   資産見返補助金等戻入 

 

 純利益 

 総利 

       

 ４，１５８ 

 ２，４１８ 

     ６４１ 

       ５２ 

 １，７２５ 

 １，４６０ 

    ２８０ 

 

 

 ４，１５８ 

３，１３７ 

       ５２ 

  ４９３ 

     １９６ 

     １３６ 

          

３ 

     １４１ 

               

          ０ 

          ０ 

 

 

 

 

４ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 

（１）予算（人件費の見積もりを含む） 

令和２年度 当初予算   

             （単位：千円） 

区    分 金  額 

収 入 

  運営費交付金 

 施設設備整備費補助金 

  自己収入 

   事業収入 

   事業外収入 

補助金等収入 

  外部資金試験研究収入 

 目的積立金 

 

   合 計 

 

７８３，４８３ 

９５，７８７ 

１００，７０１ 

４３，７７３ 

４，８９８ 

４７，１４９ 

４，８８１ 

２６０，５００ 

 

１，２４０，４７１ 

 支 出 

  業務費 

   研究開発等経費 

   外部資金試験研究費 

   人件費 

  一般管理費 

  施設設備整備費 

  予備費 

 

   合 計 

 

６１１，７５６ 

１８８，５３２ 

４，１９０ 

４１９，０３４ 

２３８，８０２ 

１９６，６３７ 

１９３，２７６ 

 

１，２４０，４７１ 

 

 

（２）収支計画 

令和２年度 収支計画   

          （単位：千円） 

区    分 金  額 

費用の部 

  経常経費 

   業務費 

    研究開発等経費 

    外部資金試験研究費 

    人件費 

   一般管理費 

   減価償却費 

 

収益の部 

  経常収益 

   運営費交付金収益 

   外部資金試験研究費収益 

   補助金等収益 

   事業収益 

事業外収益 

   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返物品受贈額戻入 

   資産見返補助金等戻入 

 

純利益 

目的積立金取崩 

総利益 

         

１，０４８，５６６ 

６１１，７５６ 

１８８，５３２ 

４，１９０ 

４１９，０３４ 

３５５，４３９ 

８１，３７１ 

 

１，０４１，３４２ 

７８３，４８３ 

４，８８１ 

１２２，９３６ 

４３，７７３ 

４，８９８ 

１８，５４１ 

９４７ 

６１，８８３ 

 

▲７，２２４ 

７，２２４ 

０ 

 

 

 

４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（１） 予算（人件費の見積もりを含む。） 
令和２年度 決算   

             （単位：千円） 

区    分 金  額 

収 入 

   運営費交付金 

  施設設備整備費補助金 

  自己収入 

   事業収入 

   事業外収入 

補助金等収入 

   外部資金試験研究収入 

  目的積立金取崩 

 

   合 計 

 

７８３，４８３ 

６３，８２０ 

１２７，０９１ 

３６，２０７ 

３，４２９ 

８０，７９５ 

６，６６０ 

５２，３７７ 

 

１，０２６，７７１ 

 支 出 

  業務費 

   研究開発等経費 

   外部資金試験研究費 

   人件費 

  一般管理費 

  施設設備整備費 

  予備費 

 

   合 計 

 

５３４，２７１ 

１３９，０４５ 

１１，１７７ 

３８４，０４９ 

２６０，２６９ 

１３７，８３０ 

０ 

 

９３２，３７０ 

収入－支出 ９４，４０１ 

 
（２） 収支計画 

令和２年度 収支計画（実績）  
          （単位：千円） 

区    分 金  額 

費用の部 

  経常経費 

   業務費 

    研究開発等経費 

    外部資金試験研究費 

    人件費 

   一般管理費 

   減価償却費 

 

収益の部 

  経常収益 

   運営費交付金収益 

   外部資金試験研究費収益 

   補助金等収益 

   事業収益 

事業外収益 

財務収益 

   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返物品受贈額戻入 

   資産見返補助金等戻入 

   資産見返寄付金戻入 

   特許権見返運営費交付金戻入 

   特許権仮勘定見返運営費交付金戻入 

   特許権見返受贈額戻入 

 

 

         

  ８２５，７５６ 

５６０，３９９ 

１２５，８６０ 

２，９６４ 

４３１，５７５ 

１９１，０７６ 

７４，２８１ 

 

 

   ９１０，８８１ 

７７４，５１９ 

２，９９７ 

２８，１３６ 

３５，６８９ 

４，８５９ 

４ 

１７，０３６ 

８７１ 

４３，９００ 

１１２ 

８０４ 

１，８９７ 

５７ 
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（３）資金計画 

２０１９年度～２０２２年度 資金計画 

（単位：百万円） 

区    分 金  額 

 資金支出 

   業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  次期中期目標期間への繰

越金 

 

 資金収入 

  業務活動による収入 

   運営費交付金による収入 

   補助金による収入 

   外部資金試験研究におけ

る収入 

   事業収入 

      その他の収入 

    前期中期目標期間からの 

繰越金 

４，２１０ 

３，８７８ 

   ３３２ 

        ０ 

 

 

４，２１０ 

３，９６６ 

３，１３７ 

   ５８１ 

      ５２ 

 

    １９６ 

        ０ 

    ２４４ 

 

 

５ 短期借入金の限度額 

（１）短期借入金の限度額 

    ３２５百万円 

（２）想定される理由 

   運営費交付金の受入れ遅延、事故の発

生等により、急に必要となる対策費とし

て借入れすることを想定する。 

 

６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る

不要財産となることが見込まれる財産の処分

に関する計画 

なし 

 

７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとする計画 

なし 

 

 

 

 

 

 

 （３）資金計画 

令和２年度 資金計画   

    （単位：千円） 

区    分 金  額 

資金支出 

  業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  次年度への繰越金 

 

資金収入 

  業務活動による収入 

   運営費交付金による収入 

   補助金による収入 

   外部資金試験研究における収入 

   事業収入 

   その他の収入 

前年度からの繰越金 

１，２４０，４７１ 

９６７，１９５ 

８０，０００ 

１９３，２７６ 

 

１，２４０，４７１ 

９７９，９７１ 

７８３，４８３ 

１４２，９３６ 

４，８８１ 

４３，７７３ 

４，８９８ 

２６０，５００ 

 

 

 

 

 

５ 短期借入金の限度額 

（１）短期借入金の限度額 

    ３２５百万円 

（２）想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延、事故の発生等により、急に必要と

なる対策費として借入れすることを想定する。 

 

 

６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見

込まれる財産の処分に関する計画 

なし 

 

７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとする計画 

なし 

 経常利益 

 臨時損失 

純利益 

目的積立金取崩 

総利益 

８５，１２５ 

０ 

８５，１２５ 

０ 

８５，１２５ 

 

（３） 資金計画 
令和２年度 資金計画（実績） 

    （単位：千円） 

区    分 金  額 

資金支出 

  業務活動による支出 

  投資活動による支出 

  財務活動による支出 

  次年度への繰越金 

 

資金収入 

  業務活動による収入 

   運営費交付金による収入 

   補助金による収入 

   外部資金試験研究における収入 

   事業収入 

   その他の収入 

前年度からの繰越金 

１，２６５，６２９ 

８０９，８６１ 

１５９，９４７ 

７６６ 

２９５，０５５ 

 

１，２６５，６２９ 

 １，０３４，０２５ 

７８３，４８３ 

２０６，１３１ 

５，６９８ 

２６，３７０ 

１２，３４３ 

２３１，６０４ 

 

 

 

 

５ 短期借入金の限度額 
借入れ実績なし 

 

 

 

 

 

６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する

計画 
なし 

 

７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときはその計画 
  なし 
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Ⅳ その他業務運営に関する重要事項 １ 内部統制システムの構築と適切な運用  

評価項目 

１５ 自己評価：Ａ 

内部統制の推進に係る規程及び体制を整備し、取組を本格化させた。また、事業活動に関わる法令の遵守、研究活動における不正防止、情報セキュリティの管理、労働安全衛生の管理、化学物質に関

するリスクアセスメント等の着実な管理・運用を行った。また、公的機関としての社会貢献活動として、コロナ感染予防対策を徹底したうえ、インターンシップの受入れや学生の研究活動支援を引き続き実施し

た。さらに、働きやすい職場づくりを進めるために、職員のストレスセルフチェックや産業医による職場巡視、保健師による「心とからだの健康相談」を定期的に各研究所で開催した。 

これらのことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、A と評価した。 

中期目標 

 

 

１  内部統制システムの構築と適切な運用 

（１）法人運営における内部統制の強化 

理事長のリーダーシップのもと、地方独立行政法人法に規定された内部統制（平成３０年４月１日改正法施行により規定）の推進及び充実を図るとともに、センター内での業務・組織運営にかかるＰＤＣＡ

サイクルを徹底すること。 

（２）法令遵守及び社会貢献 

法令遵守はもとより、職員は全体の奉仕者としての自覚に立ち、職務執行に対する中立性と公平性を常に確保し、県民から疑惑や不信を招くことのないよう努めること。特に、研究成果やデータ等の不正を

惹き起こさない環境づくりに努め、公設試験研究機関としての対外的な信頼性を確保すること。 

また、法令遵守や適切で安全な設備の使用・管理等に関して、職員に対する研修を継続的に実施するとともに、確実な実施に向けた組織体制の整備を行うこと。 

さらに、県民とともに歩む組織として、地域イベントや奉仕活動への参加など社会貢献に取り組むとともに、関係法令の規定に基づき、障がい者や高齢者など、多様な人材確保と活用を図ること。 

（３）情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

個人情報や企業からの相談や研究等の依頼など職務上知り得た情報について守秘義務を徹底すること。特に、企業が有する独自技術やノウハウについては、その取扱いを慎重に行うこと。 

また、電子媒体等を通じた情報管理についても、職員への教育を徹底し、漏洩防止に万全を期すること。 

情報公開関連法令等の規定に基づく、事業内容や組織運営状況等の情報公開についても、適切に実施すること。 

（４）労働安全衛生管理の徹底 

職員が安全で快適な試験研究環境において業務に従事できるよう、十分に配慮すること。また、安全管理体制の徹底を図るとともに、規程の整備や職員への安全教育を実施するなど、労働安全衛生関係法令

等を遵守すること。さらに、産業医による職場巡視や職員のメンタルヘルスケアの推進等、働きやすい環境づくりに向け、継続的に職場環境の改善に取り組むこと。 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

（１） 法人運営における内部統制の強化 

地方独立行政法人法の規定に基づき、法人

の業務の適正を確保するための体制等（内部

統制システム）の整備を行うとともに、継続

的にその見直しを図る。 

内部統制の整備に当たっては、理事長のリ

ーダーシップのもと、業務の有効性及び効率

性、事業活動に関わる法令等の遵守、資産の

保全及び財務報告等の信頼性の達成に資する

よう、必要な統制環境、プロセス、体制等の整

備を推進するとともに、ＰＤＣＡサイクルの

徹底により、適正な運用、取組の充実を図る。 

 

 

 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

（１） 法人運営における内部統制の強化 

中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業

務を行い、法人のミッションを有効かつ効率的

に果たすため、以下の取り組みにより、地方独

立行政法人法に規定された内部統制の推進を

図る。 

◎理事長のリーダーシップのもと、「内部統

制推進規程」に基づき、「内部統制推進本部」

を中心とした推進体制により、必要な取組の

推進、ＰＤＣＡサイクルによる適正な運用を

行う。 

◎「リスク管理及び危機対策に関する規程」に

基づき、「リスク管理委員会」を中心に、センタ

ーの業務遂行の障害となる様々なリスクの評

価と対応を行い、適切なリスク管理と危機対策

を行う。 

１ 内部統制システムの構築と適切な運用 

（１） 法人運営における内部統制の強化 

【実施状況】 

 

項目 実施状況 

内部統制推進に係

る各種規程整備及

び推進体制構築 

○内部統制推進に係る各種規程の整備 

令和元年６月に制定したセンターにおける内部統制の推進に係る基本的事項を定める「鳥取県産業技術センター内部統制推

進規程」に基づき、「内部統制推進本部会議」を２回開催し、業務の適正を確保するための取組に必要な以下のような各種規

程を制定し、さらなる推進体制の整備を図った。 

・センターリスク管理及び危機対策に関する規程（R3.1 一部改正施行） 

・センター内部通報及び外部通報に関する規程（R3.1 施行） 

・センター内部監査規程（R3.4 施行） 

・センター情報セキュリティーポリシー（R2.8 施行） 

○内部統制推進本部の運営 

内部統制の推進を統括する「内部統制推進本部」（推進本部長：理事長）を設置、内部統制推進本部会議を２回開催し、内

部統制の推進に向けた検討・審議を行った。 

開催日 主な協議内容 

第１回（R2.5.14） ・令和元年度取組状況レビュー 

・令和２年度の取組方針及び取組計画、スケジュールについて 

第２回（R2.11.10） ・内部統制の推進に係る取組状況（上半期）について 

・リスク管理の推進に係る取組状況（上半期）について（リスク管理委員会との併催） 
 

令和２年度の具体

的な取組状況 

（主なもの） 

○内部統制の整備・運用方針の決定、取組状況のレビュー 

・内部統制の推進に向けて整備等が必要な事項について、センターの整備状況を整理し、必要な各種規程を制定した。 

・内部統制推進本部を中心に必要な取組を推進し、定期的に取組状況の報告・確認を行った。 

○リスクマネジメントの取組推進 

・法人の業務遂行を阻害するリスクの顕在化防止及び危機対策の検討、審議を行う「リスク管理委員会」を２回開催した。 

・事業活動に関わる法令等の遵守状況について、特に重要度の高い１２法令（地方独立行政法人法等）を対象に令和元年度の

点検結果に基づき、未対応等事項について必要な対応を実施した。 

・同様に、特に業務との関連性が高い１３法令（公益通報者保護法等）を対象に遵守状況の点検を行い、未対応等事項について

必要な対応を実施した。 

・非常時対応計画及び事業継続計画の２面性を持つセンター事業継続計画（BCP）を策定した。 
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＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・理事長をトップとする内部統制推進本部を開催し、内部統制のさらなる推進に向けた取組を本格化した。適正な運用、必要な見直し 

を継続して進めていく。 

【令和３年度計画での対応】 
・内部統制推進本部を中心に、リスクマネジメントをはじめ内部統制の推進に向けて計画的に取組を推進するとともに、PDCA サイク 

ルによる適正運用、継続的な見直し・改善を図る。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・内部統制システムの構築が進展し、計画は概ね順調に進捗している。 

 

（２） 法令遵守及び社会貢献 

公設試験研究機関としての使命を果たすた

め、地方公務員法をはじめとする関連法令を

遵守し、職務執行に関する中立性と公平性を

確保することで、県民から疑惑や不信を招く

ことのないよう努める。 

研究活動については、センターの「研究活動

の不正行為への対応に関する規程」等に基づ

き、研究成果やデータ等の不正が起こらない

環境づくりを継続して行い、公設試験研究機

関としての対外的な信頼性を確保するととも

に、法令遵守や適切で安全な設備の使用・管

理等に関して、職員研修を継続的に実施する

ことで、職員の規範意識の徹底を図る。 

上記の確実な実施に向けて、職員の倫理指

針・行動指針の策定等により、組織体制の整

備や職員の行動規範・社会的規範を確立し、

その遵守を図る。 

また、県民とともに歩む組織として、地域イ

ベントや奉仕活動への参加等、社会貢献活動

に取り組む。 

さらに、障がい者の雇用の促進等に関する

法律に基づき、障がい者の職員採用を進める

ともに、退職者の再任用や再雇用等による高

年齢者の活用など、多様な人材確保と活用を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 法令遵守及び社会貢献 
職務執行に関する中立性・公平性、公的機関

としての信頼性を確保するため、以下の取り組

みにより、職員及び組織のコンプライアンスの

確立と徹底、社会貢献活動の推進を図る。 

◎役職員の倫理指針・行動指針等に基づき、

地方公務員法をはじめとする関係法令の遵

守、コンプライアンス確保の取組を強化す

る。 

   

◎研究活動の不正行為、研究費の不正使用等

が起こらない組織体制整備等の環境づくり

のため、「研究活動の不正行為への対応に関

する規程」等に基づく職員研修等を継続的に

実施する。 

   

◎次世代を担う子供たちの産業科学やもの

づくりについての関心を高めるため、「子ど

ものための科学教室」の開催等を通して社会

貢献活動を行う。 

   

◎障がい者を職員として継続雇用し、法定雇

用率を達成するとともに、豊富な知識・経験

を有する退職者の再任用や再雇用等により、

高年齢者の雇用を促進する。。  

（２） 法令遵守及び社会貢献 
安全衛生委員会、情報ネットワーク委員会等の各種委員会による管理体制を整えるとともに、障がい者の法定雇用率を維持して達成する等、各種法

令の遵守徹底や研究倫理に係る職員研修を実施した。 

施設見学受入れ、県内高等学校への講師派遣、インターンシップ受入れ等を通し社会貢献を行った。 

【実施状況】 

項目 実施状況 

関連法令の遵守 ○関係法令及び各種規程の遵守、官公庁への許認可の届出を行った。 

・リスク管理委員会において、事業活動に関わる重要法令の遵守状況の点検を行い、必要な対策を実施した。 

・交通事故又は交通法規違反を行った職員に対し、一定期間、公用車の運転を自粛させる取組みを継続して実施 

・職員向け交通安全講習会の実施（米子施設：R２.８、境港施設： R２.９） 
「研究活動の不
正行為への対応
に関する規程 」
等に基づく研修 

○令和２年度コンプライアンス（研究倫理）職員研修（R２.１０） 

演 題 「研究不正防止に向けたセンターの対応等について」 

講 師 企画・連携推進部 企画室 主任研究員 山本 智昭 

社会貢献活動の

実施 

○新型コロナウイルス感染症拡大防止に配慮し、例年実施している夏休みの「子どものための科学教室」は今年度は中止した。 

○見学対応（３４名） 

・米子施設：YMCA 米子医療福祉専門学校（R２.１１、１２名） 

・境港施設：米子工業高等専門学校のリケジョ支援プログラム「輝けミライの私！山陰ガールズプロジェクト」において女性研究

者・研究者職場見学会に対応した（R２.８）、その他の対応として、山陰福祉の会（R２.６、６名）、鳥取県議会議員

語堂会（R２.６、５名）、鳥取県産業振興機構（R２.６、３名） 等 

〇インターンシップの受け入れ 

 ・米子工業高等専門学校 １名（有機・発酵担当）  

○学生の研究・実験の支援を行った（２３件） 

 ・金属組織解析、火成岩中の元素成分分析、湖山池生息の貝の貝殻成分分析、発光体材料の結晶特性（鳥取大学） 

 ・ゴム材料の音響特性評価、マイクロプラスチックの成分分析、生物試料の表面形状観察（鳥取環境大学） 

 ・モーターの EMC 特性評価の支援（米子工業高等専門学校） 

 ・キトサンを施用したメロンやスイカの成分比較、青パパイヤの活用を目指した成分分析の支援（倉吉農業高等学校） 他 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・新型コロナウイルス感染症拡大防止に配慮し、多くの社会貢献活動を中止せざるを得なかった。公的機関としての信頼性を確保する 

ための、関連法令の遵守や社会貢献活動をどのような形で継続していくかが、今後の課題である。 

【令和３年度計画での対応】 
・イベントや見学対応は新型コロナウイルス感染症の情勢を見ながら慎重に実施を判断しながら、可能な社会貢献活動を積極的に実施 

する。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・第４期中期計画推進に向けて、着実に法令遵守、コンプライアンス確保等に取り組んだ。 
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（３） 情報セキュリティ管理と情報公開の

徹底 

個人情報や企業等への技術支援等を通じて

職務上知り得た事項の守秘義務を職員に徹底

するとともに、情報管理を徹底する。 

電子媒体等を通じた情報管理についても、

引き続き情報ネットワーク委員会を設置し

て、情報漏洩が無いように防止対策を強化す

る。特に、県庁ＬＡＮからの分離に伴うセン

ター独自の情報ネットワークシステムの構築

に当たり、適切なセキュリティ対策を施して

適正な運用を図る。 

センターの事業内容や組織運営状況等につ

いては、鳥取県情報公開条例等の関連法令に

基づき、ホームページ等を通じて適切に情報

を公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）  情報セキュリティ管理と情報公開の

徹底 

個人情報や企業情報等の適切な管理と漏洩

防止、法人運営に係る説明責任と透明性確保の

ため、以下の取り組みにより、情報セキュリテ

ィ対策と情報公開の徹底を図る。 

 

◎情報セキュリティ管理のため、「情報ネッ

トワーク委員会」を設置して、情報へのアク

セス管理及び情報の漏洩、破壊や改ざん防止

対策の強化を図り、パソコン等情報機器の適

切使用、計画的更新やソフトウェアの適切な

保守管理により、不正アクセスやウイルス等

に対するセキュリティ対策を行う。 

   

◎個人情報や職務上知り得た事項の守秘義

務及び情報システムや電子媒体等を通した

情報管理と漏洩防止について職員に徹底す

るため、コンプライアンス研修等を行う。 

   

◎関係法令等に基づき、諸規程、事業計画、

業務実績、財務諸表等の法人情報のホームペ

ージ等での適時・適切な公開を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） 情報セキュリティ管理と情報公開の徹底 

 ○情報セキュリティの取組 

令和２年３月に鳥取県庁ＬＡＮから分離し独立したセンター独自の情報ネットワークシステムを構築し、令和２年４月から運用開始したことに伴い。センター

独自でネットワークシステムの管理を行うとともに、情報セキュリティポリシーを制定して、情報セキュリティ対策に取り組んだ。 

なお、令和２年度において、重大な情報セキュリティ事故等の緊急事態（情報セキュリティインシデント）はなかった。 
 

【実施状況】 

項目 実施状況 

情報セキュリティ

ポリシーの制定 

制定時期 令和２年８月 

制定内容 情報の流失、漏えい、改ざん、破壊、障害等の情報資産の侵害の防止し、情報セキュリティを確保するため、次の規

程を制定した。 

規程の名称 規程の概要 

情報セキュリティ基本方針 情報セキュリティ対策の取組に係る包括的な指針 

情報セキュリティ運用規程 情報セキュリティの実施体制、情報セキュリティを確保するための取組事項等 

情報セキュリティ実施基準 情報資産の管理のために講じる対策及び役職員が遵守すべき事項等 

情報セキュリティ緊急時対応計画 
情報セキュリティインシデントが発生した場合の被害の最小化、復旧等に対処す

るための手順等 

ネットワーク外部接続取扱要領 
役職員による外部のネットワークからセンターネットワークへの接続（外部接続）

の取扱い及び外部接続用端末の管理、使用方法等 

ＵＳＢメモリ等取扱要領 
ＵＳＢメモリ等の外部記憶媒体による電子ファイルの外部への持ち出し及び外部

からの持ち込みの取扱い、ＵＳＢメモリ等の管理及び使用方法等 
 

情報セキュリティ

対策の実施 

・ネットワーク装置による不正通信等を監視 

・端末管理ソフトによる不許可端末、装置等（ＵＳＢメモリを含む。）の接続監視、接続制限及び電子情報等へのアクセスログ（フ

ァイルの移動、操作情報）を取得 

・ユーザーの権限設定による電子ファイルの保存フォルダへのアクセスを制限 

・仮想的に分離した環境でインターネット接続による外部への接続及び仮想環境内でファイルのダウンロードによる安全性を確  

保 

・端末にインストールしたウィルス対策ソフトを常に最新状態を確保してウィルス対策を実施 

・役職員の外部接続において、ＶＰＮ（インターネット上の仮想専用線）装置及びワンタイムパスワードの利用により安全性を確保 

情報セキュリティ

研修の実施 

開催時期  令和２年１０月 

研修内容  情報セキュリティポリシーの管理体制、情報セキュリティ対策の実施内容、役職員が遵守すべき事項、情報セキュリ

ティインシデント発生時の対処 等 

情報セキュリティ

の取組、遵守状

況の点検・調査

の実施 

次のとおり役職員の情報セキュリティの取組、遵守状況等の点検、調査を実施し、改善が必要と認められ事項について、該当

の所属長へ通知し、改善状況の報告を求めた。 

実施事項（実施時期） 実施状況 

情報セキュリティ監査 

（令和３年３月） 

ネットワーク管理委員会委員の中から監査員を指名し、役員、各部、各研究所、情報セ

キュリティ事務局に対して、情報セキュリティ対策の取組と遵守状況について、聞き取り及

び実地調査を行った。 

情報資産取扱状況調査 

（令和３年３月） 

端末管理ソフトによるネットワークに接続された端末の利用状況を調査した。 

 ・ＯＳ（Windows10）のアップデート状況 

 ・端末にインストールされたソフトウェアの種類 

 ・役職員のインターネットの閲覧ログ 

情報セキュリティポリシー

遵守状況の自己点検 

（令和３年３月） 

役職員に対して、情報セキュリティ対策の取組・遵守状況等について、電子的なアンケー

ト方式による自己点検を行った。 

 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度課題】 
・センターネットワークシステムの安全運用のための、管理体制の持続的な確保及び情報セキュリティ対策の確実な取組 

【令和３年度計画での対応】 
・情報セキュリティ研修、情報セキュリティ監査等による、職員への徹底及び取組状況等の点検を行い、情報セキュリティを確保する。 

・更新時期を迎えるネットワーク機器等について、情報セキュリティ確保に必要な規格を検討して整備する。 

・積極的な情報公開を継続して行う。 

【第４期中期計画に対する位置づけ】 
・情報セキュリティポリシー制定し、情報セキュリティ実施体制の確立、情報セキュリティ対策を実施するとともに、ホームページをリ

ニューアルして情報公開の充実を図るなど、年度計画に掲げた事項を着実に実施した。 
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（４） 労働安全衛生管理の徹底 

職員が安全で快適な試験研究環境において

業務に従事できるよう、職場環境の整備に十

分に配慮するとともに、労働安全衛生関係法

令等を遵守し、研修等を通じて職員の意識向

上を図る。 

また、産業医や保健師による職場巡視や５

Ｓ運動の実施等により、施設・設備や作業方

法に係る危険や健康障害の防止対策を徹底す

る。 

更に、保健師による心と体の健康相談や職

員ストレスチェックの実施、ハラスメント防

止対策の強化等により、職員の心身両面での

健康保持増進、働きやすい職場環境づくりに

取り組む。 

引き続き安全衛生委員会を設置・運営し、

安全衛生推進者、産業医、保健師等による労

働安全衛生管理体制を確保し、安全衛生の円

滑な推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 労働安全衛生管理の徹底 

安全で快適な職場環境の確保、職員の心身

両面での健康保持増進のため、センター安全

衛生委員会を中心とした以下の取り組みによ

り、関係法令の遵守、労働安全衛生管理の徹

底を図る。 

 

◎産業医及び保健師による職場巡視、全所

的な５S 運動の展開等により、職場環境の

継続的な点検・改善の取組を実施する。 

   

◎労働安全衛生法に基づき、各研究所にお

ける作業環境測定、化学物質のリスクアセ

スメント等を適正に実施し、必要な改善措

置、リスク低減対策を講じる。 

  

◎保健師による心と体の健康相談の開催や

職員ストレスチェックの実施等により、職員

のメンタルヘルスケア、働きやすい職場環境

づくりを進める。 

（４） 労働安全衛生管理の徹底 

職員が心身共に安全で快適な職場環境において業務に従事できるよう、嘱託保健師による定期的な「心とからだの健康相談」や職員のストレスチェック

を実施するとともに、作業環境測定、化学物質のリスクアセスメント、避難訓練等を実施した。また、３研究所でそれぞれ労働安全衛生関係法令等を遵守し

た労働安全衛生管理を行い、２名の外部産業医による職場巡視を各所年２回行ったほか、嘱託保健師による職場点検を各所で実施し、職場環境の改善

に取り組んだ。 

 

【実施状況】 

項目 実施状況 

職場におけるメン

タルヘルスの実

施 

○職員自身のストレスセルフチェックとともに、その対処への支援及び働きやすい職場づくりを進めることを目的に、ストレスチェッ

クを行った。また、個別相談を随時実施した。 

○保健師による心とからだの健康相談を毎月１回各研究所で開催した。 

職場環境の整備 ○３研究所でそれぞれ作業環境測定を行った。（R2.8、R3.2） 

○３研究所で消防・防災訓練を年１～２回実施するとともに、年度当初に「避難経路の確保周知」を行った。 

(米子施設：R2.8、境港施設：R2.10) 

安全衛生に関す

る適切な措置 

○センター安全衛生委員会を３回開催した。(R2.5、R2.11、R3.3)  

・事業に対応した化学物質のリスクアセスメントの実施業務・物質の見直し、各リスク評価の確認 

・心とからだの相談室、職場巡視、作業環境測定の実施 

○３研究所で産業医による職場巡視を実施した。(鳥取施設：R2.9、R3.3、米子・境港施設：R2.8、R3.2) 

・棚の整理や固定などの耐震対策、整理整頓、受付システムの定期的消毒、薬品使用時の手袋・ゴーグル着用注意喚起掲

示、昼食時の喚起などの指摘があった。 

〇３研究所で嘱託保健師による職場点検を実施した。（鳥取施設：R2.8、R3.3、米子・境港施設:R2.8、R3.2） 

・手指消毒等、コロナチェック協力の掲示 

・作業台、棚、作業場の床の整理整頓 

・危険物（回転物、薬品など）への表示徹底 

・古い掲示物の整理 

 指摘事項についてはその都度改善対応し、下期の職場点検時に確認を受け、下期指摘分は改善対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 
 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・産業医、嘱託保健師による職場巡視を行い、整理整頓、機器の安全管理、コロナ対策等について迅速に改善を行った。日頃の改善の 

継続と意識向上が重要。 

【令和３年度計画での対応】 
 ・引き続き、職場巡視や職場におけるメンタルヘルス推進、コロナ感染予防対策の取組強化を行い、安全安心な職場環境の整備を実施 

する。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
 ・職場環境の整備において、中期及び年度計画に掲げた事項を着実に実施できた。 
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２ 環境負荷の低減と環境保全の促進  ３ 災害等緊急事態への対応 

評価項目 

１６ 自己評価：Ａ 

各研究所の施設照明のＬＥＤ化を推進し、節電を徹底することで使用電力量を削減（対前年度△７％）した。会議や打合わせでのテレビ会議システムの利活用の定着化や、オンラインでの講習会および研

究成果発表会など新たな試みにより、コピー用紙の使用量を大幅に削減し（対前年度△２０％）、環境負荷の低減と環境保全の促進を推進し、年度計画に掲げた事項を着実に実施した。 

また令和２年度末には災害や事故等の緊急事態の発生を想定したＢＣＰ等の策定を行うとともに、新型コロナウイルス感染症対策として職員やセンター利用者の感染防止策の徹底、講習会の開催要領

を定めるなど、緊急事態に対し適切な対応を行った。 

これらのことから、計画を上回って業務が進捗していると判断し、Ａと評価とした。 
 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

環境負荷を低減するため、研究活動の実施、

施設・設備、物品等の購入や更新等に際して

は、施設照明のＬＥＤ化等による電力消費量

の抑制や、エコマーク商品の利用、紙使用量

の削減など、省エネルギーやリサイクルの促

進により環境に配慮した業務運営に努め、環

境マネジメントシステムにより継続的な見直

しを行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

環境負荷を低減するため、省エネルギーや

リサイクルの促進に引き続き努めるととも

に、環境保全の促進について意識定着を図る

ため、職員研修等を行い、中期計画に掲げた環

境管理システムの運用を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 
H２８年より ISO14004 による環境マネジメントシステムは自主運用化。オフィス用品、電機ガス設備、薬品管理、産業廃棄物処理等に関する手順書を作成

し、手順に則り会議等でのペーパレス化、施設照明のＬＥＤ化の推進、再生紙利用など環境に配慮した運営を行った。 

【実施状況】 

項目 実施状況 

環境負荷の低減 

 

○オンラインでの講習会や研究成果発表会、研究評価委員会を行い、配付資料の削減に繋がった。 

○照明装置の修繕に合わせて照明のＬＥＤ化を推進し、環境負荷のさらなる低減を行った。 

・機械素材研究所の各種照明機器や電子・有機素材研究所の誘導灯ランプのＬＥＤ化（全４件） 

・契約電力監視装置や電気点検表による電気使用量の抑制 

○エコマーク商品の購入、コピー用紙の両面利用等により環境負荷低減を行った。 

・再生紙の利用、ミスコピーの裏紙使用の徹底、ペーパレス会議の推進 

【成 果】 

○引き続いて環境負荷低減に努めた結果、負荷の削減に繋がった。 

・会議や打合わせでのテレビ会議システムの利活用の定着化や、オンラインで講習会や研究成果発表会という新たな試みによりペーパーレス化の徹底・

推進を図り、コピー用紙使用量は前年度比で△２０％の大幅な削減となった。 

・照明のＬＥＤ化、タイマー制御化等を実施し、電気使用量は前年度に比べ△７％の削減となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コピー用紙使用量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気使用量の推移 

＜課題と対応＞ 
【令和２年度の課題】 

・各研究所の施設照明の大規模な LED 化工事は、昨年度までに着実に実施され、今年度は数件の小規模な工事にとどまっている。 

今後は、照明器具の LED 化による電力使用量の大幅な削減は期待できず、電力削減に繋がる新たな対策案の検討が必要。 

【令和３年度計画での対応】 
・「環境負荷の低減と環境保全の促進」に関する活動は、成熟期に入っており、職員の環境意識の低下が懸念される。令和３年度は、当該 

活動の意義を再認識し、環境意識の維持・向上を図る。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・省エネルギーやリサイクルの促進など、年度計画に掲げた事項を着実に実施できた。 

 

 

中期目標 

２ 環境負荷の低減と環境保全の促進 

業務運営に際しては、環境に配慮した運営に努めるとともに、研究活動の実施、施設・設備、物品等の購入や更新等に際しては省エネルギーやリサイクルの促進に努め、環境負荷を低減するための環境マ

ネジメントサイクルを確立し、継続的な見直しを実施すること。 

３ 災害等緊急事態への対応 

地震、風水害等の災害や事故等緊急事態が発生した場合のリスクを最小限とするため、ＢＣＰ（事業継続計画）を策定すること。 

また、緊急事態が発生した場合に、迅速な情報伝達・意思決定など適切な初動対応ができるよう、連絡体制や責任者を明確化するとともに、定期的に訓練を実施すること。 
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３ 災害等緊急事態への対応 

地震、風水害等の災害や事故等の緊急事態

が発生した際に、損害を最小限に抑えながら、

速やかに重要業務を再開し、必要なサービス

提供を確保するため、ＢＣＰ（事業継続計画）

を策定し、適切な運用を図る。併せて、災害等

発生時の対応マニュアル等の防災業務計画を

策定し、平時の備えの充実、初動対応体制の

構築、情報連絡手段の確保等を図る。 

また、上記計画に係る定期的な研修・訓練実

施により、緊急時対応への習熟、計画の実効

性の確保・向上を図る。 

３ 災害等緊急事態への対応 

災害・事故等発生時における適切な初動対

応と、迅速な復旧及び業務再開を確保するた

め、以下の取り組みにより、緊急事態への対応

に係る計画等の整備と適切な運用を図る。 

 

◎地震、風水害等の災害や事故等の緊急事

態の発生を想定したＢＣＰ（事業継続計

画）、及び緊急時対応マニュアル等の防災業

務計画を策定する。 

   

◎上記計画等に基づき、定期的に訓練等を

実施するとともに、必要な資機材の整備や

情報連絡手段の確保等の検討を進め、計画

の実効性を高める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 災害等緊急事態への対応 

 
【実施状況】 

 

項目 実施状況 

ＢＣＰの策定等 ○ＢＣＰの策定に向けた取組等 

・内部統制推進本部、リスク管理委員会において、ＢＣＰ（事業継続計画）及び防災業務計画の策定に向け、部所横断のワ

ーキンググループを設置して検討を行い、年度末に BCP 計画を策定した。 

・事業活動に関わる法令等の遵守状況について、特に重要度の高い１２法令（地方独立行政法人法等）を対象に令和元年度

の点検結果に基づき、未対応等事項について必要な対応を実施した（再掲）。 

・同様に、特に業務との関連性が高い１３法令（公益通報者保護法等）を対象に遵守状況の点検を行い、未対応等事項につい

て必要な対応を実施した（再掲）。 

 

【ＢＣＰ及び防災業務計画の特徴】 

・センターにおいて非常時でも継続又は早期に再開すべき重要業務を選定する中、特に企業活動が遅延しないよう、機器利

用、依頼分析（成績書発行）の業務に係る計画では、次のような整理を行い、今後、適切な運用に向け教育・訓練、定期の点

検・見直しを行う。 

①機器別の利用頻度、影響度、他研究所の保有状況、３段階の復旧順位、操作等対応可能な職員の整理 

②機器別の代替可能な近隣府県（中国地方、近畿地方）公設試の一覧整理 

③機器損傷等に備えた必要な対応の整理 

緊 急 事 態 へ の

対応 

○自衛消防隊等による災害等への備え 

・災害・事故等発生時における緊急連絡体制、職員配備計画等を整備・運用した。（大規模な災害・事故等の発生なし） 

・各施設において自衛消防隊を組織し、火災等の災害発生に備えるとともに、消防・防災訓練を実施した。 

（米子施設：R2.8、境港施設：R2.10） 

○新型コロナウイルス感染症への対応 

・県内外の感染拡大状況等に応じ、主催セミナー等の中止や延期、リモートを含む講習会（セミナー）形態別の感染防止対策の

提示、県外出張の自粛、職員及びセンター来所者の感染防止対策の徹底、職場外での感染防止の注意喚起等を実施。 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・災害等緊急事態への対応に係るＢＣＰ（事業継続計画）等を策定したことから、今後、非常時に抜け目なく適切に対処できるよう、職員 

への教育、訓練･演習を行い、必要な見直しを行っていく。 

【令和３年度計画での対応】 
・令和３年度からの適切な運用開始を目指し、計画的に教育、訓練を実施する。 

・新型コロナウイルス感染症への対応について、引き続き県内外の感染状況や鳥取県の取組方針等に適時・適切に対応し、必要な対策を講 

じていく。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・BCP 等を策定し、今後は適切な運用に向け計画の実効性を高めるなど、概ね計画通りに推進している。 
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Ⅴ その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 １ 施設および設備に関する計画 

第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

  
 

１ 施設及び設備に関する計画 

センター機能の維持・向上のため、企業ニ

ーズの変化や技術の進展等を踏まえて、中・

長期的な整備計画を策定し、施設・設備の計

画的な整備を行う。 

各施設において、業務運営を適切かつ効率

的に行うため、施設・設備の必要性や老朽化

の程度等を考慮して、目的積立金及び鳥取県

からの運営費補助金を活用する等、計画的に

整備・改修する。 

老朽化等により不要となった機器設備は適

宜処分し、施設の有効利用や利用者の安全性

の確保を図る。 

 

１ 施設及び設備に関する計画 

将来にわたるセンターの研究開発・技術支

援機能の維持・向上のため、以下の取り組み

により、施設・設備の安全性の確保、利用者

の利便性の向上を図る。 

 

◎老朽化が進む建物・付属設備の劣化状況

等の調査結果等を踏まえ、中長期的な施設

修繕計画に基づき、県補助金等も活用し

て、施設・設備の計画的な改修・修繕等を

行う。 

   

◎更新が遅れている試験研究機器につい

て、企業ニーズの変化や技術の進展等を踏

まえ、目的積立金も活用して、中長期的な

機器整備計画に基づく計画的な整備・更新

等を行う。 

１ 施設及び設備に関する計画 
センターの技術支援機能の維持・向上のため、施設設備の整備及び修繕を行い利用者の安全確保と利便性の向上に取り組んだ。 

また、老朽化した保有機器については、施設の有効利用などのため計画的に更新や処分を行った。 

 

【実施状況】 

項目 実施状況 

センター機能の

維持、向上 

 

○外部資金及び独自財源により機器や施設の環境整備を行った。 

・（公財）ＪＫＡ補助金を活用して熱分析システム、画像測定器を導入した。 

・センター独自財源により残留応力測定装置、アミノ酸自動分析装置等の更新６機器を整備 

・各施設の建物・付属設備の劣化状況等の点検調査（地盤、外壁、屋上、防火設備等）を委託実施した。 

 

・機器・設備等改修・修繕の状況（センター全体１０９件） 

施設名 状 況 

鳥 取 ３８件（６０,５５５千円） 

・機器関連：ホットプレス、冷熱衝撃機等（全９件） 

・施設関連：アンテナタワー・ターンテーブル修繕等（全２９件） 

米 子 ４４件（１９,１７６千円） 

・機器関連：耐候性促進試験機、高精度輪郭形状測定機等（全８件） 

・施設関連：機械警備システム更新工事、特殊個別空調設備圧縮機交換工事等（全３６件） 

境 港 ２７件（８,４０７千円） 

・機器関連：食品異物鑑別装置、ドラフトチャンバー付属排風機等（全１６件） 

・施設関連：特殊ガス供給設備更新等工事、車庫・危険物倉庫屋根塗装工事等（全１１件） 

 

・機器設備の処分（センター全体４件） 

施設名 状 況 

鳥 取 電子部品超微細域成分試験装置、カラムオーブン、培養箱、高速冷却遠心機 

米 子 なし 

境 港 なし 
 

 

＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・利用者の安全や利便性を確保するための施設設備の整備や修繕を行ったが、引き続き、センター機能を維持していくための財源確保、計 

画的な整備が必要。 

【令和３年度計画での対応】 
・補助事業や目的積立金を活用した、試験研究機器の更新により、「電子顕微鏡」「材料強度試験機」「原子吸光分光光度計」等を導入する。 

また、機器整備計画を再点検して緊急的に必要と判断された機器の新規導入を効果的に行う。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・技術支援機能の維持向上するために、利用の多い老朽化した機器の更新を計画的に行った。 

 

２ 出資、譲渡その他の方法により、県から

取得した財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとするときは、その計画 

現時点における具体的な譲渡等の計画はな

し。 

 

 

２ 出資、譲渡その他の方法により、県から

取得した財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとするときは、その計画 

現時点における具体的な譲渡等の計画はな

し。 

２ 出資、譲渡その他の方法により、県から取得した財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 
 

なし。 
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３ 人事に関する計画 

評価項目 

１７ 自己評価：Ｂ 

本県の産業技術動向や企業ニーズに即した対応を行うため、研究職員や技術スタッフを各研究所に配置し、研究開発や県内企業の製品開発などを機動的に支援した。 

理事２名の配置、研究職員２名の採用、経験豊富な退職者や技術スタッフの任用等、積極的に組織の見直し、職員の配置を行った。これらのことから、概ね計画どおりに業務が進捗していると判断し、Ｂ

評価とした。 

 
第４期中期計画 令和２年度計画 年度計画に係る実績・進捗状況 

  
 

３ 人事に関する計画 

専門性が高く、企業ニーズの多様な技術

課題に柔軟に対応できる人材を確保するた

め、全国公募による研究員の採用を行うと

ともに、関連技術の豊富な知識や経験を有

する技術スタッフの任用、職場ＯＢの活用

等を進め、限られた人員・人件費の中で効

率的かつ効果的な人員配置を行う 

 

３ 人事に関する計画 

多様な企業ニーズや技術課題に的確に対応

し、質の高い研究開発、技術支援を行うため、以

下の取り組みにより、専門性の高い人材の確保、

効率的・効果的な職員配置を図る。 

 

◎産業技術の動向やセンターの将来を見据

え、公募方法等を工夫しながら、研究員の計

画的な採用を行い、専門性が高く、課題対応

力に優れた人材を確保する。 

   

◎退職者の活用等を含め、豊富な知識・経験

を有する職員、技術スタッフを任用する。 

   

◎機動性の高い組織体制の構築と併せ、重点

分野や業務状況等に対応した適切かつ柔軟な

人員配置を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人事に関する計画 
産業技術動向や企業ニーズに即した技術課題に対応するため、限られた人員・体制の中で、研究開発や県内企業の製品開発などを効率的・機動的に支

援すべく戦略的な職員配置や研究職員の採用、技術スタッフの任用等、適切な人員配置を行った。 

 

  【実施状況】 

項目 実施状況 

人 事 評 価 要 領

の改正（再掲） 

〇センター研究員個人業績評価要領の一部見直しを行い、従来の実績評価（挙げた業績の評価）から行動評価（発揮した能力

の評価）を導入した。 

〇年２回の職員評価を実施し、評価結果を人事管理や人材育成に活用した。 

戦 略 的 な 職 員

配置 

○内部統制の強化と、センター研究開発や技術支援の統括のため、理事を２名配置した。 

職員の採用 

 

〇新型コロナウイルス感染症に配慮した、研究職員採用第一次試験の方式の変更 

・東京、大阪、鳥取の試験会場で実施していた第一次採用試験のうち、教養試験はテストセンター方式による Web を用いた

択一式試験に変更。４７都道府県約２６０カ所の会場、２週間の受験期間を設け、受験者が密にならない配慮を行った。 

・第一次採用試験のうち専門試験は択一式試験での対応が困難なため、受験生の専門性をアピールシートにより自己 PR い

ただき、書類での審査とした。 

○設計、加工、機械材料、機械システム等の機械工学分野と、機能性食品・バイオ産業の支援等に対応するため、職員２名を

合格者とした（令和３年４月１日１名採用）。 

技術スタッフの

任用等 

○技術スタッフ１２名の配置により円滑な業務（機器利用、依頼試験や研究補助）運営を行った。 

【電子・有機素材研究所】 

   電子システム担当（２名）、有機・発酵担当（２名） 

【機械素材研究所】 

   機械・計測制御担当（２名）、無機材料担当（２名） 

【食品開発研究所】 

   食の安全・安心プロジェクト推進事業担当（２名）、水畜産食品担当（２名） 

〇豊富な知識、経験を有する退職者の再任用等を行った。 

参与１名 

所長２名（電子・有機素材研究所、食品開発研究所） 

 

 

 

 ＜課題と対応＞ 

【令和２年度の課題】 
・2 名の職員採用、経験豊富な再任用職員や技術スタッフの配置を行った。この人事の効果を高めていくことが重要。 

【令和３年度計画での対応】 
・採用された研究職員育成のためのスタートアップ研究の実施、再任用職員による重点分野の推進、情報ネットワーク管理や財務会計シ 

ステムによる事務の効率化の促進を図る。 

【第 4 期中期計画に対する位置づけ】 
・中期計画推進のための体制整備が進んだ。 
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